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Ⅰ．核融合炉の概要

連載を始めるにあたって
現在，日本が誘致を目指し，政府一体となって取

り組んでいる国際熱核融合実験炉 ITERの建設に関

する国際協議がいよいよ最終段階を迎えようとして

います。ITERは，日本，EU，ロシア，米国，中

国，韓国が協力して行う国際的な大プロジェクト

で，核融合発電炉の実現へ向けた大きなステップと

なります。また近年，国内における新しい核融合研

究の進め方について，さまざまな場で議論が行わ

れ，いっそうの重点化と研究開発資源の有効利用に

よる効率的な研究開発の推進が提言されています。

核融合開発は，1950年代よりソ連，英国，米国等

で始まりました。当初はさまざまなプラズマ閉じ込

め方式が試みられてきましたが，高温プラズマを安

定に制御することができませんでした。しかし，1960

年代後半に有力なプラズマ閉じ込め方式（本講座で

主に取り上げるトカマク方式）が開発されたことを

受けて，1970年代から1980年代にかけて大型装置の

設計・建設が日本，米国，EU，ソ連で行われ，今

日まで精力的に研究が進められてきました。そして

現在，ITERによって核融合炉心の実証を視野に入

れ，それと並行して発電炉に必要な炉工学技術を総

合的に開発する段階まで進んできました。このよう

に核融合炉開発は着実に進歩してきていますが，今

後，まだ数10年を要するプロジェクトであり，その

継続のためには多くの方の理解と協力が不可欠で

す。そのため，核融合コミュニティーは様々な方法

で，多くの方に核融合を理解してもらうための活動

を行っています。

日本原子力学会「核融合工学部会」でも，日本原子

力学会会員で核融合以外の分野の方に，核融合炉と

は何か，および核融合開発の現状と今後の展望につ

いて理解を深めていただくため，本連載講座「よく

わかる核融合炉のしくみ」を執筆していきたいと考

えております。なお，原子力学会会員の方が読者で

あることを踏まえ，原子力や放射線の基礎知識を前

提といたします。また，少しでも親しみが持てるよ

うに，節のタイトルは原則として質問形式としたい

と思います。本講座は全12回で，まず核融合炉の概

要について，本稿で説明を行い，続いて第２回より

第11回まで，核融合炉を構成する種々の機器・材料

や安全性について解説を行います。そして第12回（最

終回）では，核融合研究の今後の展望について述べ

る予定です。連載は１年にわたる長丁場ですが，ぜ

ひとも最後までお付き合いください。

1．核融合炉ではどんな核融合反応を利用
するのですか

核融合反応は，２つの原子核を十分に近づけて，

量子トンネル効果により核子を融合させる反応で

す。したがって，原子核の正電荷による斥力の小さ

い軽元素を使う方が有利です。また，核子あたりの

結合エネルギーを軽元素について示すと，第 1図の

ように，12C より軽い原子では，４He の核子あたり

の結合エネルギーが最も大きくなります。このた

め，水素同位体から４He を生じる核融合反応を利用

すると反応により発生するエネルギーが大きく，エ

ネルギー生産の観点からは好ましいといえます。こ

のような観点から，核融合炉に利用可能と考えられ

る核融合反応を選ぶと，水素の同位体である重水素

とトリチウム（三重水素）をそれぞれDとTで表し

て，以下のようなものがあります。

Intelligible Seminor on Fusion Reactors―（１）

Introduction to Fusion Reactors : Yoshio UEDA,

Takashi INOUE, Kenichi KURIHARA.

（2004年 10月６日 受理）
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D＋T→４He（3．52 MeV）＋n（14．06 MeV） （１）

D＋３He→４He（3．67 MeV）＋p（14．67 MeV）（２）

D＋D→T（1．01 MeV）＋p（3．03 MeV） （３a）

→３He（0．82 eV）＋n（2．45 MeV） （３b）

３D→４He＋p + n＋21．6 MeV （３c）

（３）式のDD反応では，（３a）と（３b）の反応が

ほぼ同確率で起こり，また反応生成物であるTと３

He が最終的にすべてDと核融合反応を起こすと仮

定すると（現在の技術レベルではここまで反応は進

まないが），（３c）のような反応式となります。

それぞれの核融合反応の起こりやすさ（核融合反

応係数）を，イオン温度に対してプロットしたもの

を第 2図に示します。これより，（１）式のDT反応

が，相対的に低いエネルギーで最も高い核融合反応

係数を持ち，（２）式のD３He 反応がそれに次ぎ，（３）

式のDD反応の核融合反応係数は，核融合プラズマ

で想定される数十 keVの温度領域では，非常に低

いことがわかります。

現在，核融合炉の研究開発は，最も反応が起こり

やすいDT反応の利用を前提に進められています。

DT反応による核融合炉では，中性子（n）が発生す

るため構造材料が放射化します。しかしながら，低

放射化材料を使用することで，放射性廃棄物の放射

化レベルを減少させることができます。一方で，中

性子は材料全体に熱負荷を与えるため局所的な温度

上昇が小さく，表面のみに熱を与えるイオンと比較

して，エネルギー変換機器の熱設計には有利です。

燃料のトリチウムは自然にほとんど存在しないため

に，中性子とリチウムの核反応により核融合炉内で

生産する必要があります。

D３He 反応では，中性子が発生しませんが，実際

にDとHeが多数混合した核融合炉心では，DD反

応による中性子発生があるため，構造材料の放射化

は避けられません。また，３He は地球上にほとんど

存在しないので，月などの表面から太陽風によって

注入された３He を採取する必要があります。

DD反応を利用すると，DT反応の場合と異な

り，燃料（D）がすべて自然界の水から採取でき，核

融合炉内で生産する必要がないという利点がありま

す。しかしながら，第２図からわかるように，その

核融合反応係数はかなり小さいため，現在の技術レ

ベルでは，DD反応を利用した核融合炉の実現は困

難です。

以上より，本講座ではDT反応を利用した核融合

炉のみに話題を絞ることにします。

2．核融合反応を起こして，正味のエネル
ギーを得るためにはどうすればよいで
すか

核融合炉で正味のエネルギー生産を行うために

は，当然のことながら，核融合炉を運転するために

投入するエネルギーより十分に大きなエネルギーを

発生させることが必要です。本節では，エネルギー

生産装置としての核融合炉を実現するために，核融

合炉心に求められる条件について説明します。

DとTの原子核が核融合反応を起こすために

は，第２図からわかるように，数十 keVのエネル

ギーまで加速して衝突させることが必要です。この

程度のエネルギーは加速器で簡単に得られるため，

DまたはTのイオンを加速して，燃料を含む固体

第 1図 核子あたりの結合エネルギー
（関 昌弘編，核融合炉工学概論，日刊工業新
聞社（2001）より転載）

第 2図 熱平衡状態にあるDT，D３He，DDの核融合
反応率〈σ v〉

（関 昌弘編，核融合炉工学概論，日刊工業新聞社
（2001）より転載）
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ターゲットに衝突させることで簡単に核融合炉が実

現しそうに思えます。しかしながら，固体ターゲッ

トにイオンを入射すると，そのエネルギーはほとん

ど固体中の電子との相互作用で失われ，核融合反応

のために利用されるものはわずかであるため，イオ

ンの加速に要する電力以上の核融合出力を得ること

は困難です。

そこで，DとTを超高温のガス状態にして，イ

オンの熱運動で核子同士を衝突させて核融合反応を

起こす方法が有望です。核融合反応に必要な数十

keVというエネルギーをイオンが持つためには，

数億度という極めて高い温度が必要となります。こ

のような高温になると，原子を構成する原子核と電

子が遊離して，自由に運動するような状態になりま

す。この状態をプラズマと呼び，固体，液体，気体

に次ぐ第４の状態といわれています。

この超高温のプラズマ中で起こる核融合反応を熱

核融合反応と呼びます。熱核融合反応により核融合

炉を実現するためには，プラズマの制御において３

つの課題があります。プラズマを数億度という超高

温に加熱すること，その超高温プラズマを“閉じ込

めて”，熱エネルギーが外部に失われる時間を十分

に長くすること，そして核融合反応の頻度を高める

ためにプラズマの密度を上げることです。プラズマ

の熱エネルギーが外部に失われる時間をエネルギー

閉じ込め時間 τ と呼びます。定常状態のプラズマ
では，外部へ失われる熱エネルギーを核融合で生じ

る α 粒子のエネルギーと外部からの加熱エネル
ギーでまかないます。閉じ込め時間が短過ぎると外

部からの加熱エネルギーが大きくなり過ぎて，経済

的な核融合炉は成り立ちません。これまでの核融合

研究開発の大半は，この高温プラズマの閉じ込めの

ために費やされてきたといっても過言ではなく，低

い温度でより多くの反応が得られるDT反応による

核融合を目指すのも，それが最も実現に近いものだ

からです。それではどの程度プラズマを“閉じ込め”

ればよいでしょうか。

炉心プラズマの特性評価については，縦軸を密度

n とエネルギー閉じ込め時間 τ の積 nτ，横軸をイ
オン温度 Tiで表現した図（ローソン図）で表すのが

便利です（第 3図）。密度と閉じ込め時間の積 nτ
は，プラズマ中のあるイオンが他のイオンと衝突す

る頻度に比例する量です。超高温プラズマ中のひと

つのイオンに着目すると，このイオンは平均的に閉

じ込め時間 τ 程度の間熱エネルギーを保ち，その
後プラズマから失われたり，熱エネルギーが下がっ

たりします。このイオンが他のイオンと衝突して核

融合反応を起こす頻度は，密度 n および閉じ込め

時間 τ に独立に比例するので，密度 n か閉じ込め

時間 τ のどちらかが十分に大きな値になれば，核
融合炉心プラズマとして十分な衝突頻度が得られま

す。横軸のイオン温度は，核融合反応の反応率と関

係し，３億度付近で最も核融合反応が起こりやすい

ため，このときに核融合炉に必要な密度と閉じ込め

時間の積 nτ の値が最も小さくなります。
核融合炉が経済的に成立するためには，プラズマ

からの核融合出力がプラズマの加熱入力を大きく上

回ることが必要となります。ここで核融合出力と

は，DT反応で生じる中性子のエネルギーと α 粒
子のエネルギーの和です。したがって，核融合出力

とプラズマの加熱入力の比（エネルギー増倍率 Q）

が，核融合炉の性能を示す最も重要なパラメータと

なります。エネルギー増倍率 Q が１となる条件を

臨界プラズマ条件（ブレークイーブン）と呼び，エネ

ルギー増倍率 Q が無限大（このときプラズマは核融

合反応で生じる α 粒子のみで加熱される）となる条
件を，自己点火プラズマ条件と呼びます。Q＝１の

第 3図 ローソン図とトカマク研究の進展
（関昌弘編，核融合炉工学概論，日刊工業新聞社（2001）
より転載）
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臨界プラズマ条件は，原研の JT�60 Uや EUの JET
と呼ばれる装置においてすでに達成されています

（DD放電プラズマの場合は，同様のプラズマがDT

放電で実現すると仮定）。次期の核融合実験炉 ITER

は，エネルギー増倍率 Q＝５～10を達成し，自己

点火条件に近いプラズマも可能な設計となっていま

す。さらに次の発電実証炉では Q＝30～50が目標

となると考えられます。発電実証炉においては，プ

ラズマを制御するために，ある程度の加熱入力が必

要ですので，Q は無限大にはなりません。

核融合を志向したプラズマの閉じ込め実験は，

1950年代から行われてきていますが，研究の初期は

プラズマが不安定で，なかなか閉じ込めの良いプラ

ズマが得られませんでした。しかし，1960年代にソ

連でT�３と名づけられたトカマク装置により（トカ
マク装置の概要は後述），比較的閉じ込めが良いプ

ラズマが実現しました。そのときのプラズマのパラ

メータをローソン図（第３図）で表すと，左下の楕円

（1960年ごろ，T�３（ソ））になります。また図中には，
右上に臨界プラズマ条件（Q＝１）と自己点火条件

（Q＝∞）の領域を示しています（プラズマの密度分

布や温度分布に依存するため幅を持つ）。臨界プラ

ズマ条件を達成するためには，イオン温度２～４億

度で，密度と閉じ込め時間の積 nτ が約３×1019

m－３・s，自己点火条件では，イオン温度はほぼ同程

度で，約２×1020m－３・s が必要です。このローソン

図を見ればわかるように，1960年ごろのT�３の実験
以降，プラズマ閉じ込めの研究は着実に進展し，臨

界プラズマ条件まで達していったことが見て取れま

す。今後は，核融合実験炉 ITERにより自己点火に

近いプラズマ条件を達成することで，発電実証炉を

視野に入れた炉心プラズマを達成できることになり

ます。このときの密度はおおよそ1020m－３で，閉じ

込め時間は１s程度です。

第３図のローソン図では，磁場によりプラズマイ

オンと電子を閉じ込める，いわゆる磁場閉じ込め方

式（トカマク）による成果を示してあります。この方

式では，密度と閉じ込め時間の積 nτ の数桁にわた
る改善は主に閉じ込め時間 τ の飛躍的な増加によ
ります。一方，プラズマを積極的には閉じ込めずに，

非常に高い密度のプラズマがその慣性で保たれてい

る時間程度の間に，必要な核融合反応を起こしてエ

ネルギーを発生させる慣性閉じ込め方式という方法

も研究が行われています。この方式では，核融合炉

の実現には，密度1032m－３程度が必要です（固体密度

の2，000倍）。

3．核融合炉はどんな特徴を持っていますか
核融合炉の特徴としては，①暴走しない（固有安

全性），②高レベル放射性廃棄物がない，③トリチ

ウムの安全管理が重要，④環境問題の解決に貢献で

きる，⑤燃料は事実上無限だが，存在量が有限な希

少元素も必要である，⑥コストの削減が重要課題，

が挙げられます。本節ではこれらを順に説明する。

（ 1） 暴走しない（固有安全性）

核融合炉では，設計のいかんにかかわらず，核融

合反応の暴走は原理的に起こりえません。核分裂炉

では連鎖反応を停止し，反応度事故を防ぐために多

重の対策を講じているのに対して，核融合炉では，

高度な技術によってプラズマを制御することで初め

て反応が持続できるので，プラズマが正常状態から

逸脱すると，反応は自動的に停止します。例えば，

プラズマの核融合出力が制御可能なレベルを越える

と，プラズマが不安定になり容器の壁に接触して，

そこから不純物がプラズマ中に入り込むことにより

光放射パワーが増大し，プラズマの温度を下げるた

め，核融合反応が自動的に停止します。また，同じ

熱出力の核分裂炉と比較すると，放射化した材料の

崩壊熱が低いため非常用冷却系を必要とせず，残留

熱除去に対する要求は低いといえます。

（ 2） 高レベル放射性廃棄物がない

重水素DとトリチウムTによる核融合反応によ

り中性子が発生して，炉材料を放射化しますが，こ

の際に生じる放射性廃棄物は，核分裂炉の廃棄物の

考え方に準じて50年の冷却期間後の処分を考える

と，そのすべてが低レベル廃棄物に区分されます。

核分裂炉の使用済み核燃料の再処理により発生する

高レベル放射性廃棄物は，核融合炉には存在しませ

ん。放射化生成物は大部分が構造材料の内部にで

き，これらは運転時に移動することはありません。

運転時に安全上問題になるのは，放射化した構造材

料のプラズマに面した部分がプラズマによって損耗

してダスト状になることと，冷却材による冷却管の

腐食に伴って冷却管材料が冷却材中に溶出し装置外

に放出されることで，これらに対しては十分な対策

をとることになります。なお，核融合炉の安全性に

ついては，「第11章 核融合炉の安全性」で詳しく説

明される予定です。
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（ 3） トリチウムの安全管理が重要

核融合炉では，燃料のトリチウムが放射性元素（半

減期12．3 yr で β 崩壊する）であるため，その取扱
いには注意を要します。トリチウムの生産，精製，

供給のプロセスはプラント内部で閉じたトリチウム

循環システムで行われます。このため，移動性の高

いトリチウムがプラント内を循環するので，装置外

への漏洩に対しては十分な注意が払われます。た

だ，燃料トリチウムを生産しながら消費するため，

装置内に保有するトリチウムの総量は数 kgであ

り，またプラント内に分散して存在するため，大量

の燃料貯蔵の必要がありません。

（ 4） 環境問題の解決に貢献できる

核融合炉は核分裂炉と同じく，運転時に地球温暖

化ガスや大気汚染物質を放出しないため，環境保全

に優れたエネルギーです。さらに，耐熱性の高い材

料をブランケット（中性子エネルギーを熱に変換す

る部分，後述）に使用できれば，高温の熱源（SiC 複

合材ならば，1，000℃が視野に入る）が利用できる可

能性があります。このような高温熱源は水素製造や

多目的熱利用など，環境問題の解決に大きな貢献を

することができます。

（ 5） 燃料は事実上無限だが，存在量が有限な

希少元素も必要であるa）

まず核融合の燃料となる重水素とトリチウムの資

源量について説明します。重水素は内陸河川で130

～140 ppm，海水で158 ppm程度存在し，核融合炉

ではこれらの天然水源から重水素を抽出して利用し

ます。淡水からの重水素抽出技術はすでに確立され

ており，資源量は事実上無限といえます。トリチウ

ムについては自然界にほとんど存在しないので，核

融合炉内でリチウム（Li）に中性子を衝突させて，以

下の反応を起こすことにより生産します。
６Li＋n→T＋He＋4．8 MeV （４）
７Li＋n→T＋He＋n－2．5 MeV （５）

６Li と中性子の反応は，中性子のエネルギーが低

くても起こり，熱中性子領域で反応断面積が増大す

るため，こちらの反応が主にトリチウムの生産に利

用されます。自然界の Li の量は，既知の陸上の Li

資源のみでは，長期の核融合発電には十分でないと

いわれています。しかしながら，Li は海水中に0．17

ppmと他の金属に比べて比較的多く存在し，これ

を効率よく回収することで，Li 資源も事実上無限

（約2，000万年）といえます。

一方，核融合炉では，トリチウムの生産量を増加

させるために中性子を増倍するベリリウムを用いま

す。この元素については，現在の全世界の電力消費

量をすべて核融合エネルギーでまかなうとすると，

推定埋蔵量からの見積もりでは数百年程度でなくな

る計算になります。さらに長期にわたって核融合エ

ネルギーを利用し続けるためには，未反応ベリリウ

ムの再利用や，新たな資源確保が必要になります。

（ 6） コストの削減が重要課題

ITER がミッションを達成できれば，核融合炉の

実現が視野に入ります。しかしながら，さらに他の

主要エネルギー源（化石燃料，原子力など）と経済的

に競合できるエネルギー源とするためには，より圧

力の高い核融合炉心プラズマ（ITERの３倍程度）の

達成と，発電効率を高める高温伝熱媒体と耐熱材料

（SiC など）を利用したブランケット（後述）の実現な

どが必要となります。

4．トカマク型核融合炉はどんな構成に
なっているか

第 4図に核融合炉の概観図（断面図）を示します。

この装置はトカマクと呼ばれる磁場でプラズマを閉

じ込める方式の装置で，核融合反応を起こす炉心プ

ラズマ，プラズマを加熱する加熱装置，プラズマか

らの熱・粒子負荷を受けるダイバータ（装置下部）や

第一壁，中性子のエネルギーを熱に変え，トリチウ

ムを生産するブランケット，トリチウムの回収，精

製，供給を行うトリチウム循環システム，プラズマ

閉じ込めのための強磁場を発生する超伝導コイル，

などから構成されています。ここでイントロダク

ションを兼ねて，それぞれの構成要素の簡単な説明

をしておきましょう。

まず，トカマク型核融合炉で核融合反応を起こす

「炉心」は高密度，高温のプラズマです。燃料である

DとTのイオンをこのプラズマ中で高温に保ち，

核融合反応を効率よく起こすためには，第Ⅰ�２節で
述べたように，十分に長いエネルギー閉じ込め時間

が必要です。トカマク型核融合炉では，ドーナツ型

の真空容器内にプラズマを作りますが，プラズマが

この真空容器の壁に直接触れて冷えないように，ま

た壁が高温プラズマに触れて溶けないように，プラ

ズマは強磁場によって真空容器内に保持されます。a）飯尾俊二，プラズマ・核融合誌，74，685～691（1998）．
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プラズマはイオンと電子，すなわち荷電粒子の集ま

りですので，それぞれの粒子はローレンツ力を受け

磁力線の周りに巻きついて運動する性質がありま

す。したがって，磁力線を真空容器に沿ってドーナ

ツのように閉じた形状にしておくことで，プラズマ

を構成するイオンや電子は，磁力線に巻き付きなが

らドーナツの周方向（トロイダル方向と呼ぶ）に周回

運動し，真空容器の壁に触れることなく閉じ込める

ことができます。トカマクプラズマの閉じ込めに

は，真空容器の外側に設置される超伝導コイルが作

るトロイダル方向の磁場に加えて，プラズマ自身に

数MA（メガアンペア）の大電流を流してできる磁場

をも利用します。この２つの磁場を合成した磁場の

磁力線は，ねじれながらトロイダル方向に周回する

３次元的に複雑な形状をしていますが（第４図参

照），高温プラズマを閉じ込める領域では，１本の

磁力線の軌跡はトロイダル方向に何周回っても真空

容器に触れることはありません。

核融合プラズマを超高温に加熱するためには，大

出力の加熱装置が必要です。加熱方法には大きく分

けて２種類あり，ひとつは高エネルギーの中性粒子

ビーム（数百 keVから１MeV程度）を注入する方法

で，もうひとつは高周波によりプラズマを加熱する

方法です。中性粒子ビーム法では，重水素原子やト

リチウム原子のイオンを加速した後に，このイオン

を中性粒子（原子）に変換して中性粒子ビームとしま

す。トカマク型装置では，プラズマの周囲に閉じ込

め用の強い磁場があるために，イオンビームでは，

プラズマに入る前に大きく軌道が曲がってしまうた

めに中性粒子ビームとする必要があるのです。この

中性粒子入射加熱法の原理は，加熱前の低温のプラ

ズマをぬるま湯に，高エネルギー中性粒子ビームを

熱湯にたとえることができます。一方，高周波加熱

法は，電子レンジによる加熱にたとえることができ

ます。これらのプラズマの加熱は単にプラズマの温

度を上げるだけではなく，プラズマの閉じ込めを安

定化する役割も担います。さらに，加熱装置はプラ

ズマの閉じ込めに必要な電流をプラズマ中に流す役

割もあり，トカマク型核融合炉では非常に重要な装

置です。

さて，DT核融合反応が起きるとヘリウムイオン

（α 粒子）が発生します。また少量ながら真空容器
の壁などから不純物がプラズマに混入し，これらが

プラズマ中に蓄積すると核融合出力の低下を招きま

す。したがって，ヘリウムや不純物のイオンを選択

的にプラズマ外に排出する必要があります。このた

めトカマク型核融合炉では，プラズマ周辺を取り囲

む磁力線の一部をプラズマ領域から引き出し，この

磁力線に乗って出てくるヘリウムや不純物のイオン

をダイバータと呼ぶ板に衝突させてガスとして排気

します。このときプラズマ周辺部とはいえ，高エネ

ルギーを持った高密度イオンが固体壁に衝突するた

め，ダイバータ板は大きな熱負荷と高粒子束にさら

されます。このダイバータへの熱負荷は，核融合実

験炉 ITERでは通常５～10 MW�m２に達します。こ
れはやかんの水を数秒で沸騰させてしまうくらいの

大きさですが，このような大きな熱負荷について

も，近年の除熱技術で対応が可能です。

炉心プラズマを取り囲むブランケットは，核融合

炉がエネルギー発生装置として働くために最も重要

な機器といえます。ブランケットでは，中性子のエ

ネルギーを熱エネルギーに変換する，燃料のトリチ

ウムを生産する，および中性子を遮蔽するという働

きがあります。トリチウム生産量の目安として，ブ

第 4図 トカマク型核融合炉の機器構成
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ランケットで生産されるトリチウム量と核融合反応

で消費されるトリチウム量の比を，トリチウム増殖

率と定義します。核融合炉が定常的に運転を続ける

ためには，トリチウム増殖率は１を超える必要があ

ります。さらに，核融合炉のプラント数を段階的に

増やしていくためには，別の核融合炉の立ち上げ時

に必要となるトリチウムも生産する必要があること

などを考慮すると，核融合炉ではトリチウム増殖率

1．1程度が必要です。

ブランケットの構造材料には，中性子照射に対し

て放射化レベルが低く，かつ高い照射量でも材料の

健全性を失わない材料が選ばれます。現在は，低放

射化フェライト鋼，バナジウム合金，SiC 複合材料

が候補材料です。それぞれの最高使用温度は，500

℃程度（フェライト鋼），700℃程度（バナジウム合

金），1，000℃程度（SiC 複合材料）であり，この温度

に対応した冷却材を用いたブランケットの概念設計

が行われています。ITERの次の発電実証炉では，

フェライト鋼が現在のところ最有力材料ですが，研

究の進展状況によっては他の構造材料が使用される

可能性もあります。また，ブランケットではトリチ

ウム増殖率を高めるために，中性子増倍作用のある

ベリリウムが使用されます。トリチウム増殖材料で

あるリチウムは，セラミックスの形態や液体金属の

形で使用されます。液体金属の場合には，冷却材と

兼用で使用される場合もあります。

トリチウムの燃料循環システムは，主にブラン

ケットのトリチウム増殖材からのトリチウム回収

と，ダイバータで排気されるガスからのトリチウム

回収の２つのシステムからなります。ブランケット

からのトリチウム回収において，トリチウムの増殖

材が固体の場合には，トリチウムは増殖材内部に生

成し，拡散して増殖材表面に出てきます。これをブ

ランケット内にヘリウム等のスイープガスを流すこ

とで回収します。またプラズマ中に燃料として供給

したトリチウムは，90％以上が核融合反応を起こさ

ずにダイバータから真空ポンプによって排気されま

すので，これも回収しもう一度プラズマに供給しま

す。燃料をプラズマに供給する際には，ガスの形で

供給する以外に，高速のアイスペレット（重水素や

三重水素を冷却して凝固させた粒）や高エネルギー

中性粒子ビームも使います。高速アイスペレットや

高エネルギー中性粒子ビームを利用することで，プ

ラズマ中心への効率的な燃料供給が可能になりま

す。

磁場閉じ込め装置においてプラズマを閉じ込める

ための磁場は最大で10～20 Tにもなります。この

ような強磁場を銅を用いた常伝導コイルで発生させ

ようとすると，抵抗損失を補うための所内循環電力

が大きくなり，とてもエネルギー生産を行うことは

できません。したがって，核融合発電炉においては

超伝導磁場コイルを使用することが必須となりま

す。超伝導コイル材料としては，Nb�Ti，Nb３Sn あ
るいはNb３Al などの材料が用いられています。将

来の強磁場用コイル材料として，セラミック系の酸

化物超伝導（いわゆる高温超伝導）材料が検討されて

いますが，更なる開発が必要です。

ブランケット，ダイバータなど，核融合炉の炉内

構造物は，核融合反応によって生じる中性子により

放射化することから，その交換や修理はすべてロ

ボットを用いた遠隔操作で行われます。例えば

ITERを例にとると，γ 線線量率103Gy�h 下におい
て４t程度の重量物を２mm以下の高精度で据え付

ける能力を持つ遠隔保守用ロボットが開発されてい

ます。またこれらロボットが放射線環境下で正確に

動作するための高度な耐放射線センサーや制御シス

テムの開発も行われています。

核融合炉の安全性を考える上で主に考慮すべき

は，放射性物質である燃料トリチウムや中性子照射

によって放射化した材料と，プラズマを閉じ込める

強磁場や加熱用の高周波です。したがって，核融合

炉施設を安全に運転するためには，放射性物質を取

り扱う施設としての公衆，および従事者に対する安

全の確保と，電磁場の安全性にかかわる国際的な勧

告などを踏まえた適切な対応が必要となります。

5．本連載講座の流れ
以上，DT核融合反応で発生するエネルギーを取

り出し，利用することを目指すトカマク型核融合炉

について，その原理であるDT核融合反応，炉心プ

ラズマのエネルギー取出しの条件，核融合炉の特

徴，および現在考えられている核融合炉の構成につ

いて，簡単に紹介しました。本連載講座は，イント

ロ的内容の今回に続いて，核融合炉の構成機器を一

つずつ取り上げ，その構造，機能，特徴や開発状況

を解説します。加えて，核融合炉で利用される種々

の材料，遠隔保守システム，核融合炉の安全性につ

いても説明します。講座全体の章立ては以下のとお
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りです。

第１章（本章）核融合炉の概要

第２章 核融合炉設計のためのプラズマの性質

第３章 プラズマを超高温にする加熱装置

第４章 核融合炉の状態を診断し，最適に制御

するシステム

第５章 プラズマに面する耐熱機器

第６章 エネルギー変換を行い，燃料を生産する

ブランケット

第７章 核融合炉を成立させる最適な材料

第８章 トリチウムを扱う燃料循環システム

第９章 プラズマの閉じ込め磁場を作る超伝導

コイル

第10章 炉内機器を検査し，修理する遠隔保守

システム

第11章 核融合炉の安全性

第12章 核融合炉実現に向けて

第２回以降は，以上のような内容について詳しく

説明します。対象となる閉じ込め装置としては，磁

場閉じ込め装置であるトカマク型を主に取り上げま

す。そして最終回（12回）では，近年の多くの委員会・

検討会で議論された内容を踏まえ，今後の核融合研

究の展望について，紹介する予定です。
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核融合炉の炉心はプラズマです。そこでは，要求

される総合的な性能を実現し，これを定常的に維持

することが必要です。本章では，この炉心プラズマ

について，核融合炉を設計する上での要点を概観し

ます。第Ⅰ章では炉心プラズマの基本構成，第Ⅱ章

では求められる総合性能を述べ，第Ⅲ章で制御の考

え方を解説します。

Ⅰ．炉心プラズマの基本構成

核融合炉の炉心は数億度のプラズマです。プラズ

マは電磁流体であり，流れや分布，構造が存在しま

す。核融合炉ではこれを効率的に閉じ込めて，思う

ように制御する必要があります。燃料の重水素と三

重水素の密度を nD，nT とすると，単位体積あたり

の核融合反応率 f は，nDnT＜σ v＞DT で表されます。

ここで，＜σ v＞DT は反応係数です。また，燃料密

度の和 n を一定とすると，f は，nD＝nT＝１�２n

で最大となります。また，プラズマ温度 T が１億

度の近傍では，反応係数＜σ v＞DT は，T の２乗に

比例するので，f∝n
２

T
２∝プラズマ圧力２となりま

す。したがって，高い温度と密度，すなわち高い圧

力のプラズマを作ることが基本です。

1．どのようにプラズマを閉じ込めるのです
か？
プラズマの構成粒子はイオンと電子です。これら

の荷電粒子は，磁場の中では磁力線に巻き付くラー

マー運動をするので，磁力線に捕捉されます。この

性質を利用して，真空容器の内部に高温のプラズマ

を閉じ込めるのが磁場閉じ込めの原理です。ただ

し，円柱のソレノイドコイルが作る直線磁力線では

端からプラズマが逃げるので，ドーナツ状にしま

す。また，単純なドーナツ磁力線でも荷電分離と呼

ばれる現象でプラズマが逃げてしまうため，磁力線

をらせん状にします。この「ドーナツ＆らせん」方式

の一つがトカマク方式です。

トカマクでは，ドーナツ状に並べたトロイダル磁

場コイルで強いトロイダル方向の磁場 Btを作りま

す（第 1図（a））。さらに，プラズマ中に電流（プラズ

マ電流 Ip）を流し，この電流が作るポロイダル方向

の磁場と上記のトロイダル磁場とを合わせてらせん

磁場を作ります（第 1図（b））。プラズマ電流を電磁

誘導で流したり，プラズマの位置や断面形状を制御

するコイル群をポロイダル磁場コイルと呼びます。

プラズマの幾何学形状は，性能を大きく左右しま

す。ドーナツ中心からプラズマ中心までの距離を大

半径 R，プラズマ中心からプラズマ境界までの距

離を小半径 a と呼びます。また，断面の縦長度を

楕円度，どの程度三角形に近いかを三角度で表しま

す（第 1図（c））。加えて，高温のプラズマを空中に

保持するために，第 1図（d）のような「ダイバータ

配位」とします。トカマクのエネルギー閉じ込め時

間はプラズマ電流にほぼ比例するため，プラズマ電

流は高いほど良いのですが，ある上限を超えると大

きな不安定性が生じます。その値は，Bt�（R�a）に

比例します。ここで，（R�a）＝A をアスペクト比と

呼びますが，この値が小さいほど（すなわち，太っ

たドーナツほど），安定に流せるプラズマ電流が上

昇するのです。しかし，アスペクト比が小さくなる

と，ドーナツ内側に超伝導コイルやブランケット等

を置く空間が不足します。楕円度 κ も高いほど，
閉じ込め性能が上昇しますが，限界を超えるとプラ

ズマが上下方向に不安定となります。三角度 δ も
到達圧力を向上しますが，高過ぎると熱や粒子を制
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御するダイバータの構造と整合しません。以上の理

由で，ITERでは A=3．1，κ＝1．7，δ＝0．33を基本
値としています。

プラズマは幾つかの領域に分けられます（第１図

（d））。中心から外に向かって，燃焼を起こす数億

度の「主プラズマ領域」，それを囲む数千万度の「周

辺ペデスタル領域」，「プラズマ境界」，数百万度の

「スクレイプオフ層」，そして数万度程度の「ダイバー

タ領域」です。主プラズマの中では，「磁気面」が同

心円状に形成されます。磁気面は，同じらせんピッ

チを持つ磁力線が作る面ですが，イメージは，長ネ

ギの輪切りです。外から剥いていくと，次々に皮が

現れます。電子やイオンは，磁力線に巻き付いて運

動するので，磁力線に沿った方向には速く一様に広

がります。このため，磁気面の上では温度や密度は

一定と考えてよいのです。

2．粒子の収支はどうなっていますか？
プラズマは電子とイオンからなります。イオンの

ほとんどは，燃料である重水素と三重水素ですが，

DT反応で生ずるヘリウム（α 粒子），第一壁材料に
起因する不純物等が存在します。燃料粒子は熱化（数

keV～数10 keV）していますが，α 粒子は3．5 MeV
の高速イオンとして生まれ，電子や燃料イオン等に

エネルギーを与えて熱化します。ここで，「熱化」と

は，粒子の速度分布が等方的なマックスウェル分布

となり，「温度」が定義できる状態になることをいい

ます。その温度を eVの単位で表すと，10 keVは

1．16億度に相当します（度∝eV）。

粒子の収支を第 2図（a）に示します。燃料の重水

素D２と三重水素T２は，ガス状態でプラズマに吹き

かけるか（ガスパフ），あるいは極低温で作る固体ペ

レットとして連発銃のように入射します。ペレット

入射は，プラズマ境界内部に直接粒子を供給できる

ため，供給効率が高く，高密度化に適しています。

また，中性粒子ビーム（重水素原子ビーム：１～２

MeV）も粒子源で，プラズマ中心部に直接入り電離

します。

粒子はプラズマ中を輸送され，やがてプラズマの

外に出てきます。プラズマ境界の内側では，磁力線

は磁気面上で閉じていますが，境界外側の磁力線

は，第１図（d）のように，ダイバータ板を横切りま

す。プラズマ境界から出た荷電粒子は，この「開い

た」磁力線に巻き付きながらダイバータ部に流れて

きます。このため，ダイバータ部には，プラズマか

ら出て来た粒子やそれが運ぶ熱が集中します。α
粒子等の高エネルギーイオンは，軌道が大きいた

め，直接第一壁に衝突するものもあります。プラズ

マの外に出て来た粒子は，一部はダイバータ下部か

ら排気されますが，第一壁に吸着された後，脱離し

てプラズマに戻ったりします。この粒子の戻りをリ

サイクリングと呼びます。

第 1図 トカマクの磁場構成；（a）コイルの基本構成，（b）らせん磁場の成り立ち，
（c）プラズマ断面形状，（d）プラズマ領域の構成
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炉心プラズマの中には，燃料である重水素と三重

水素以外にも，ヘリウムや第一壁の材料に起因する

不純物も含まれています。この不純物の制御は大変

重要です。核融合反応で生じたヘリウムは，プラズ

マ中に溜まり過ぎると燃料を希釈して核融合出力を

下げてしまうので，効率よく排気する必要がありま

す。現在想定しているヘリウムの混入量は電子密度

の５％程度です。第一壁の表面材料の混入も抑える

必要があります。原子番号の大きな粒子は，大きな

放射損失を引き起こしてプラズマを冷やすからで

す。しかし，逆に，不純物による放射を利用するこ

とも大切です。プラズマから出て来た熱がすべてダ

イバータ板に集中すると，50 MW�m２を超える熱負
荷になり，材料は耐えられません。そこで，Neや

Ar等の希ガスをダイバータ領域に導入して放射を

増大し，熱を第一壁全体に分散させます。ただし，

主プラズマへの混入は困るので，スクレイプオフ領

域にダイバータに向かう粒子の流れを作り，不純物

粒子をダイバータ領域に押しとどめる必要がありま

す。

3．熱の収支はどうなっていますか？
次は，熱の収支（第 2図（b））です。プラズマを加

熱するのは，α 粒子加熱（自己加熱）と，中性粒子
ビームおよび高周波による外部加熱です。核融合の

エネルギー利得 Q は，「核融合パワー�外部加熱パ
ワー」で定義され，Q＝１を臨界プラズマ条件，Q

＝∞を自己点火条件と呼びます。核融合炉は，プラ

ズマ電流を流す等の制御に外部加熱が必要なので，

おおよそ Q＝30～50程度で設計しています。DT反

応では，核融合パワーの４�５が発生中性子に渡り，
プラズマ外へ逃げます。残りの１�５が α 粒子に渡
り，これが閉じ込められて自己加熱に使われます。

自己加熱と外部加熱の比は，Q＝30の場合，Q�５：
１＝６：１となり，全加熱パワーの86％が自己加熱

となります。ITERの目標である Q＝10では，自己

加熱割合は67％です。DT燃料による実験は，これ

まで JET（欧）とTFTR（米）で行われていますが，

自己加熱割合は10％程度です。「自己加熱が支配的

なプラズマ」は ITERで初めて実現されるのです。

一方，「熱の逃げ」は，熱輸送（伝導と対流）および放

射で決まります。熱輸送が中心的な過程です。放射

については，高温の主プラズマからは制動放射とシ

ンクロトロン放射等が発生します。プラズマ境界か

ら出て来た熱はダイバータ板に向かいますが，上述

のように，途中で光の形で放散させます。

高温高密度のプラズマをいかに少ない加熱パワー

で効率よく維持できるかの指標を，エネルギー閉じ

込め時間 τ Eといいます。プラズマの冷えにくさを

表す量ともいえ，プラズマが持っている熱（蓄積エ

ネルギー）をW，加熱パワー（自己加熱＋外部加熱）

を Pheat とすると，dW�dt＝Pheat�W�τ Eで与えられ

ます。加熱パワーをゼロとした場合，蓄積エネルギー

が１�e に減少する時定数です。また，定常状態（dW

�dt＝０）では，蓄積エネルギーを加熱パワーで割っ

た値です。例えば10 MWの加熱パワーで20 MJ の

第 2図 トカマクの（a）粒子バランスと（b）熱バランス（図（b）中の値は発電実証プラント設計
例のもの）
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蓄積エネルギーを保持できたとすると，τ E＝２sで

す。τ Eは，JT�60（原研）では１s程度，ITERでは
５s程度です。しばしば誤解されますが，エネルギー

閉じ込め時間はプラズマの持続時間ではありませ

ん。家電製品に例えると，電気ポットで電気を切る

と，お湯はある時間（＝τ E）で冷めますが，電源に

つないでおけば，何日でもお湯を保てます（＝持続

時間）。同体積・同加熱パワーで，核融合出力はエ

ネルギー閉じ込め時間の２乗に比例して増加しま

す。

プラズマの中にはヘリウム等の不純物が存在しま

す。その蓄積につれて核融合出力は低下し，例えば

ヘリウム混入率（電子密度に対する割合）が５％で85

％，10％で71％になってしまいます。閉じ込め性能

が良いプラズマでは，不純物粒子もよく閉じ込もっ

てしまうことが問題です。効率的な排気で，いかに

不純物の蓄積を抑えるかが鍵になります。

プラズマの温度，密度，圧力等は，空間的に分布

を持っています。第 3図（a）は，JT�60のイオン温
度の例ですが，中心部では約５億度，周辺部では数

千万度です。プラズマ諸量の分布は，非常に重要で

す。必要な条件を整えてうまく分布を作れば，同じ

磁場やプラズマ電流，加熱パワーであっても，プラ

ズマの性能は１桁も上昇します（第３図（b））。基本

的に，温度や密度の分布は熱や粒子の拡散で決まり

ますが，プラズマ中には様々な電場や磁場の揺動が

発生して拡散を大きくします。その拡散係数は，温

度や密度の勾配，電流分布で決まります。また，プ

ラズマを回転させ，その回転に空間的な勾配をつけ

ることでプラズマ中にできる乱流的な渦を分断して

拡散を抑えることもできます。

Ⅱ．プラズマの性能向上の策

核融合炉では，高い閉じ込め性能で所要の出力を

発揮し，第一壁への熱流を許容範囲に保ちつつ，高

い出力密度でコンパクトな炉心を実現すると同時

に，小さな循環電力で定常的にプラズマを維持する

ことが求められます。この総合性能を７つの指標で

表したものが第 4図です。すなわち，

� 閉じ込め改善度が高い：核融合出力の上昇

� 規格化ベータ値（圧力指標）が高い：コンパク

ト化

� 自発電流割合が大きい：循環電力低減

� 非誘導電流駆動割合が大きい：定常維持

� 密度指数が高い：核融合出力の上昇とダイ

バータ熱負荷低減

	 放射率（＝放射パワー�全加熱パワー）が大き
い：ダイバータ熱負荷低減


 燃料純度が高い：核融合出力の確保

です。第４図には，ITERの定常運転の目標と，JT

�60で得られている総合性能を示してあります。お
のおのの要素性能が最適となる条件は異なり，全体

をいかに高い次元で統合できるかが鍵となります。

以下，これらの要素を説明します。

1．閉じ込め性能を上げるにはどうするの
ですか？
ITER の標準運転モードをHモードといいます。

これは，「輸送障壁」と呼ばれる熱や粒子の拡散を遮

る層がプラズマの周辺部に形成されて閉じ込めが改

第 3図 （a）JT�60でのイオン温度の空間分布と
（b）分布制御による核融合性能の上昇

第 4図 要求される総合性能（正七角形：ITERの定
常運転の目標値，実験データ：JT�60で得ら
れた総合性能の例）
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善される状態で（第 5図（b）），最も基本的な閉じ込

め状態である Lモードの約２倍のエネルギー閉じ

込め時間を持ちます。世界のほぼすべての装置で日

常的に得られ，十分な実績があります。一方，プラ

ズマの中心部が改善される運転モードもあります。

その中で，特に JT�60で発見された「内部輸送障壁」
は，閉じ込め性能を大きく向上します。さらに，こ

れをHモードと重畳することで，一層高い閉じ込

め改善（Hモードの1．5～２倍）が得られ，核融合炉

の有力な運転モードとなっています（第５図（b））。

Hモードのエネルギー閉じ込め性能に比べて，どの

程度改善されているかを表す指標が，「閉じ込め改

善度」です。通常，プラズマ電流は，プラズマ中心

で高い凸状の分布をとりますが，この内部輸送障壁

は，電流分布が凹状あるいは平坦な場合に形成され

ます（第５図（a））。このような電流分布によって，JT

�60では臨界プラズマ条件や世界最高のエネルギー
増倍率（Q=1．25）が達成されています。ただし，閉

じ込めが良くなりすぎて過度に急峻な圧力勾配が形

成されると，プラズマが不安定になったり，内部輸

送障壁の内側に不純物が溜まりすぎてしまいます。

このため，電流分布や回転速度の分布を調節して，

内部輸送障壁の強さを制御します。

2．どのようにプラズマ電流を維持するの
ですか？
通常，プラズマ電流は，ポロイダル磁場コイルを

トランスの１次巻線，プラズマを２次巻線として電

磁誘導で流します（第 6図（a））。しかし，一定のプ

ラズマ電流を維持するためには，ポロイダル磁場コ

イルに流れる電流を増加し続けなければならず，定

常運転はできません。このため，電磁誘導を用いな

い電流発生技術が必要です。これを「非誘導電流駆

動」といい，これによって流す電流の全プラズマ電

流に対する割合を「非誘導電流駆動割合」と呼びま

す。非誘導電流駆動には，外部駆動方式と，プラズ

マが自発的に電流を流す性質を利用する方式があり

ます。外部駆動方式（第６図（b））には，電磁波を入

射して電子を一方向に加速する高周波方式と，プラ

ズマ電流と同じ向きに中性粒子ビームを入射する方

式があります。高周波では，低域混成波と呼ばれる

数GHz 帯の波が最も効率よく電流を駆動でき，

TRIAM�１M（九大）では世界最長の５時間の電流駆
動が達成されています。電子サイクロトロン波を用

いた方式は，プラズマ中の狙った場所に局所的な電

流駆動を行える利点があります。主力であるビーム

第 5図 （a）典型的な電流分布，（b）プラズマ圧力の
空間分布（Lモード，Hモード（周辺改善モー
ド），および中心改善モードとHモードの複
合），（c）自発電流と外部駆動電流の分布
（a）→（c）は相関ループを形成。

第 6図 プラズマ電流の発生手法；（a）トランスの原
理（誘導方式），（b）非誘導外部駆動法（中性
粒子ビーム法と高周波法），（c）自発電流
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方式はプラズマの中心部に電流を流します。

しかし，外部駆動方式だけで全電流を賄おうとす

ると，核融合炉の電気出力に匹敵する循環電力が必

要となり，炉の設計は困難です。そこで「自発電流」

の利用が重要になります。自発電流は，プラズマ圧

力の上昇とともに自然に発生します（第６図（c））。

その割合を高めて外部駆動分のパワーを低減するの

です。全プラズマ電流に対する自発電流の割合を「自

発電流割合」といいます。自発電流は，プラズマの

圧力勾配が駆動するため，原理的にプラズマ中心に

は流れません。このため自発電流の割合を増やす

と，プラズマ電流全体の空間分布は平坦～凹状とな

ります。したがって，前節で述べた内部輸送障壁と

周辺輸送障壁を併せ持つ高閉じ込めモードは，自発

電流の割合が高いプラズマが自然に帰着する配位な

のです（第５図）。JT�60によって，高い割合の自発
電流（70～80％）とビーム駆動電流の複合による完全

非誘導電流駆動の下での高閉じ込め状態の維持が初

めて実証され，ITERの定常運転や核融合炉の物理

基盤が得られています。

3．圧力を上げる鍵は何ですか？
核融合出力密度は，プラズマ圧力の２乗に比例し

ます。このため，プラズマ圧力を高めれば，所定の

出力を得るために必要なプラズマの体積が小さくて

済み，経済性に優れたコンパクトな炉になります。

同時に，自発電流の割合も大きくなり，さらに経済

的です。しかし，プラズマ圧力が高くなり過ぎると

磁場で支えきれなくなり，不安定性が発生してしま

います。この圧力限界の指標が「規格化ベータ値」βN

＝p�（BtIp�２µ oa）です。これはどれだけ低いトロイ
ダル磁場 Btとプラズマ電流 Ipで高いプラズマ圧力

p が得られるかを表します。a はプラズマの小半

径，µ o は真空中の透磁率です。ITERの標準運転で
は βN～２を想定しています。エネルギー閉じ込め

改善度の高いプラズマでは，性能の限界を決めるの

はベータ限界です。規格化ベータ値を４割増加する

だけで核融合出力は倍増します（第 7図）。一方，出

力密度を上昇させると壁への熱負荷や中性子負荷が

上昇します。したがって，プラズマの安定性と材料・

構造技術の接点が出力密度を決定します。

ベータ値の上限は，プラズマ電流と圧力の空間分

布で大きく（３倍程度）変化します。また，プラズマ

断面の三角度の上昇が有効です。さらに，不安定性

が発生しても，その発生位置に電子サイクロトロン

波を入射して安定性を回復する技術も開発されまし

た。これらの研究の結果，現在では βN～３の定常

維持が可能になりました。しかし，経済的な核融合

炉を目指す場合，さらに高い βN=3．5～５の定常維

持が必要です。その実現には，プラズマを囲む導体

壁と真空容器内制御コイルによる安定性向上が必要

で，今後の大きな研究課題です。

4．壁への熱集中はどのように緩和するの
ですか？
ダイバータ板に集中する熱を低減するために，ダ

イバータ領域のプラズマを低温高密度として，燃料

や不純物の原子あるいは非完全電離イオンから放射

される光を増やし，光の形で熱を散逸させます。こ

の放射パワーの全加熱パワーに対する割合を「放射

率」と呼びます。放射率を上昇するためには，主プ

ラズマの密度も上昇する必要があるのですが，過度

に増加させると主プラズマが冷えてしまいます。い

かに閉じ込め性能の劣化なしに高密度と高放射率を

実現できるかが鍵です。主プラズマの平均密度の経

験的な指標をグリンワルド密度といい，nG［1020�m３］
＝Ip�（πa

２）［MA�m２］で与えられます。この値で規
格化したプラズマの密度を「密度指数」と呼びます。

これまでに，プラズマ断面の三角度を高めること

で，ITERで要求される性能（放射率～80％，電子

密度～nG）を達成できる目処がついています。また，

ダイバータの構造が重要です。連載第５回で詳しい

解説が行われますが，「閉ダイバータ」（第２図）と呼

ばれる構造とし，ダイバータ領域から主プラズマへ

の粒子の逆流を小さくしつつダイバータ下方からの

第 7図 規格化ベータ値とともに上昇する核融合出力
（ITERの値で規格化）
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排気効率を高めます。

5．ディスラプションは避けられますか？
プラズマの密度や圧力が限界を越えると，プラズ

マが急速に消滅する「ディスラプション」が発生しま

す。まずプラズマからの熱の放出（熱消滅）が起き，

続いてプラズマ電流の消滅（電流消滅）が発生します

（第 8図（a））。熱消滅ではダイバータ板への大きな

熱流が問題です。電流消滅では，プラズマ電流が持っ

ていた磁気エネルギーの急速な開放によって真空容

器内構造物にハロー電流が誘起され，これとトロイ

ダル磁場との相互作用による電磁力が問題となりま

す。電流消滅時には，多くの場合，プラズマの垂直

移動現象が発生し，プラズマが第一壁に押し付けら

れてプラズマと真空容器内を介して大きな電流路を

作ります。これがハロー電流です（第８図（b））。一

方，垂直移動が小さい場合には，磁束を保存するた

めに誘起された高電場によって，高エネルギー（数

十MeV）の逃走電子が発生する場合があります。こ

れが第一壁に接触すると局所的な高熱負荷を与えま

す。これらの理由から，ディスラプションの回避と，

仮に発生した場合でもダメージを緩和することが重

要です。

ディスラプションの発生条件はよく理解されてい

ます。回避の基本は，適切な運転シナリオで，密度，

放射率および圧力の限界に対して十分な裕度を保つ

ことです。例えば，ITERの標準運転程度であれば

ディスラプションはほぼ完全に回避できます。しか

し，核融合炉では圧力や放射率を一層高める必要が

あります。現状では，規格化ベータ値を３以上，放

射率を90％以上に高めていくと安定な運転領域は狭

くなり，擾乱が加わった場合にディスラプションが

発生する可能性がでてきます。今後，このような領

域で運転裕度を定量化し，それに基づいて運転裕度

を実時間で評価・予測して回避操作を行う技術を確

立する必要があります。

故障等の不測の事態でディスラプションを回避で

きない場合を想定して，緩和手法の開発も進んでい

ます。熱消滅の緩和では，ネオンのペレットをプラ

ズマに入射することで，ダイバータ板に流入する熱

を放射で拡散し，熱負荷の集中を大きく低下できる

ことが実証されています。ハロー電流の緩和では，

垂直移動現象の抑制が焦点です。垂直移動現象は，

電流消滅時に真空容器等に誘起される渦電流とプラ

ズマ電流が及ぼし合う力のバランスで決まります。

この時，力が上下対称となる位置（中立平衡点）にプ

ラズマの中心を設定すれば移動現象が発生しませ

ん。逃走電子については，外部エラー磁場の増大や

熱消滅後の不純物ペレットの入射によって抑制でき

ます。

Ⅲ．炉心プラズマに必要な制御

これまで見て来たように，求められる総合性能を

満足するにはプラズマ諸量の空間分布制御が不可欠

です。そこには，燃焼制御という大切な役割も加わ

ります。制御の考え方を第 9図に示します。制御す

べき量は，電流，圧力，回転および密度の分布です。

ここで重要なことは，これらの分布が従属的な関係

第 8図 （a）ディスラプション時の熱消滅と電流消滅
および（b）垂直移動現象とハロー電流の発生 第 9図 自律系プラズマと制御の考え方
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を持つことです。第５図で述べたように，電流分布

は輸送を左右し，特徴的な圧力分布を自己形成しま

す。同時に，電流分布は，圧力分布が決定する自発

電流の分布に大きく影響されます。また，圧力分布

に応じて発生する α 粒子加熱の分布は，圧力分布
自体の決定要因となります。核融合炉では，自己加

熱パワーが全加熱パワーの約90％を占めるため，加

熱分布の大部分はプラズマが自ら決定します。ま

た，自発電流割合が70～80％を占めるため，電流分

布もプラズマが自分で決める割合が大きいのです。

このような「自律性」が強い核融合炉のプラズマを，

全加熱の10％程度の外部加熱パワーと20～30％の外

部駆動電流で制御するのです。燃焼度の確保やダイ

バータ熱負荷の軽減に必要な燃料や不純物粒子の制

御は，主プラズマからダイバータ領域に至る全体的

な制御として捉える必要があります。各分布が変化

する時定数は異なります。核融合炉の領域では，温

度，密度，圧力，回転等は数秒から10秒程度，電流

は100秒程度の時定数です。異なる時定数で発展す

る各分布をセットとして制御する必要があります。

燃焼度が変動しては炉は成り立たちません。どのよ

うな計測およびアクチェータを用いて，いかなるロ

ジックで制御するのか。これは今後の課題です。

ITERは，高い自己加熱割合を初めて実証する課題

を負っています。また，強い自律系を形成する高

ベータプラズマの定常維持の手法を確立することも

極めて重要な課題です。

Ⅳ．終 わ り に

炉心プラズマは一つのシステムをなします。そこ

では，適切な制御の下で総合的な性能を満たすこと

が求められます。さらに，炉心プラズマを核融合炉

システムの中でのサブシステムとして捉えて，核融

合炉全体の最適化を図ることが重要です。そのよう

な視点から，本稿が参考になれば幸せです。なお，

研究の詳細に関しては，以下の文献を参考にして下

さい。
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Ⅰ．は じ め に

これまで本連載講座でみてきたように，トカマク

型の磁場閉じ込め核融合炉では，燃料である重水素

（D）とトリチウム（T）のプラズマを生成し，温度と

密度を高めて核融合反応を起こします。DT核融合

反応の結果生じる４He は核融合に伴うエネルギー

（3．5 MeV）をもってプラズマ中に放出され，プラズ

マ加熱に利用できるものの，そのためにはまず，核

融合燃焼条件（たとえば自己点火）を確立することが

必要です。すなわち，本連載講座の第１回で紹介し

たローソン図からわかるように，自己点火条件を確

立するイオン温度である数十 keV（数億度）まで，

外部からプラズマにエネルギーを投入して加熱する

ことが必要なのです。

本稿では，プラズマを数億度という超高温まで加

熱する方法と，加熱を行う装置のしくみを紹介しま

す。またトカマク型核融合炉の定常運転に不可欠な

プラズマ電流の駆動という加熱装置が持つもう一つ

の役割について説明します。さらに加熱装置の開発

研究の現状を紹介します。

Ⅱ．どうやってプラズマを数億度に
加熱するの？

1．ジュール発熱で加熱する方法
トカマク装置の特徴の一つは，プラズマ自身に数

メガアンペア以上の大電流を流し，それが作る磁場

をも利用してプラズマを閉じ込めるという点です。

プラズマは，ガスが高温（数 eV：数万度以上）になっ

てイオンと電子に分かれ，バラバラになったもので

すから，電流は容易に流れます。電流を流せばプラ

ズマ自身のもつ抵抗によってジュール発熱を起こ

し，プラズマを加熱することができます。これは電

熱器でニクロム線に電流を流して加熱するのと同じ

原理です。しかしながら，プラズマの抵抗値は温度

の３�２乗に逆比例して小さくなってしまい，１keV
程度までしかプラズマを加熱することができませ

ん。そこで第２段加熱，あるいは追加熱といわれる

更なる加熱方法が求められます。

2．粒子ビームで加熱する方法
数十MWもの大パワー粒子ビームをプラズマに

入射して加熱する方法を，中性粒子入射（NBI：

neutral beam injection）加熱といいます。

NBI のしくみを第 1図に示します。NBI では，

まずイオン源でイオンを生成し，これを加速器で加

速してイオンビームとします。NBI で用いるイオ

ン源や加速器は，原子核物理実験や産業界で用いら

れているものと基本的に同様です。しかしその特徴

を挙げるなら，桁違いに大電流のイオン源であり，

加速器である，ということができるでしょう。例え

ば，国際熱核融合実験炉 ITERの NBI では，ビー

ムエネルギーは１MeVと低いのですが，重水素負

イオン（D－）のビーム電流値は40 Aもあり，従来の

加速器の100倍以上の大電流イオン源と静電加速器

が要求されています。

さて，せっかく大電流のイオンビームを発生して

も，イオンビームのままではプラズマ閉じ込め用の

強力磁場で軌道を曲げられてしまうため，プラズマ

にイオンビームを直接入射することはできません。

そこでNBI では，「中性化セル」と呼ぶガスセル中

にビームを通してイオンビームを中性粒子ビームに

変換し，プラズマに入射します。第 2図はガスセル
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による水素イオンビームから中性粒子ビームへの変

換効率をビームエネルギーの関数として計算したも

のです。従来のNBI では水素または重水素の正イ

オンを中性化する方式をとっていましたが，正イオ

ンの中性粒子への変換効率はビームエネルギーと共

に低下し，例えば，JT�60の正イオンNBI（ビーム
エネルギー100 keV）では，中性化効率はわずか20

％以下です。プラズマが大型化するに従って，ビー

ムを中心まで到達させるためにはより高いビームエ

ネルギーが必要となりますが，MeV級のエネルギー

では正イオンの中性化効率はゼロとなってしまいま

す。そこで ITER以降の核融合炉で用いられるNBI

では，１次ビームとして負イオンを用いることが不

可欠となっています。負イオンを用いれば１MeV

以上の高エネルギーでも60％程度の高い中性化効率

を得ることが可能です。

プラズマに入射した中性粒子ビームは電離され，

イオンビームとなってプラズマ中の磁場によって閉

じ込められます。この間にプラズマの電子やイオン

と衝突してそのエネルギーをプラズマ粒子に与え，

プラズマを加熱します。これがNBI によるプラズ

マ加熱の原理で，加熱前の１keV程度のプラズマ

が「ぬるま湯」とすると，「熱湯」に相当するMeV級

のエネルギーを持つ高出力中性粒子ビームを入射

し，プラズマの温度を上げるものです。JT�60を大
電流化した JT�60Uでは，正イオンを用いた従来型
NBI（出力40 MW）に加えて，400 keV，５MWの負

イオンNBI を用い，イオン温度5．2億度のプラズマ

を生成しています。これは人類が創り出した最高温

度として，ギネスブックにも掲載されています。

3．高周波で加熱する方法
高周波（RF : Radio Frequency）を使ってプラズマ

を加熱することもできます。RFのエネルギーを物

質に吸収させて温めるという考え方は電子レンジと

同じです。ただプラズマを効率よく加熱するために

は，最適な周波数や入射方法を選択する必要があり

ます。本節では ITERでの使用が期待されているミ

リ波帯RFを用いて電子に直接エネルギーを注入す

る「電子サイクロトロン共鳴（ECR：Electron Cyclo-

tron Resonance）加熱，略してECH」について紹介

します。

磁場に閉じ込められたプラズマでは，電子もイオ

ンも磁力線に巻き付いて回転運動をしています。こ

の回転周波数は磁場の強さに比例しますが，一般的

な核融合装置での磁場の強さ（数テスラ（T））の場

合，電子の回転数は１秒間に約1，000億回（100 ギガ

ヘルツ（GHz））のオーダーです。この回転周波数に

近い周波数を持つRFを入射すると，電子は共鳴的

に加速されます。この高エネルギー電子がプラズマ

第 1図 中性粒子入射加熱装置（NBI）のしくみ

第 2図 水素イオンビームの中性化効率
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中で他の低速電子にエネルギーを与え，最終的にプ

ラズマ全体が加熱されます。100 GHz 程度と高い周

波数のRFは，第 3図に示すように，レーザー光線

のようにビーム状にプラズマ中を伝播しますが，電

子の回転周波数とRF周波数が共鳴しないところで

はプラズマ中を素通りするだけで，何も起こりませ

ん。共鳴条件を満たす場所でのみRFエネルギーが

プラズマに吸収されます。トカマク装置では磁場が

場所によって変化しており，共鳴条件を満たす場所

はプラズマ中の狭い範囲に存在することになりま

す。したがって必要な場所のみを選択して加熱する

こともできるわけです。JT�60 Uではこの特徴を活
かし，RFビームの入射角度を制御してプラズマ中

心を集中的に加熱することで電子温度３億度を達成

しました。

ECH装置は第 4図のように，①RFを発振する発

振源，②発生したRFをトカマク真空容器まで伝送

する伝送系，③RFをプラズマへ入射するアンテナ

系（別名ランチャ）で構成されます。

Ⅲ．核融合炉の定常運転には
加熱装置が必要なのですか？

第Ⅱ章でも説明があったように，従来のトカマク

装置はトランスの原理を用いてプラズマ電流を流す

ため，基本的にパルス運転しかできません。エネル

ギー源としての核融合炉を考える際には，定常化が

不可欠であり，外部からプラズマ中に電流を誘起す

る必要があります。そこで，NBI や RFを用いて定

常的にプラズマ電流を駆動する方法が考えられてい

ます。NBI や RFに期待される機能がプラズマ加熱

のみであれば，自己点火後には不要となってしまい

第 3図 トカマク断面、磁場分布と共鳴層

第 4図 電子サイクロトロン共鳴加熱装置の概念図
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ますが，核融合反応を持続させるためには，NBI

や RFの定常入射による電流駆動の機能が期待され

ます。トカマク炉定常運転の鍵は，NBI や RFの高

性能化が握っているといっても過言ではありませ

ん。

NBI でプラズマ電流を駆動するためには，第 5

図のように，環状のプラズマに対してNBI を接線

方向から入射します。プラズマに入射された中性粒

子ビームはプラズマ表面近傍で主に電子と衝突して

高速正イオンとなり，磁場に閉じ込められてトーラ

スプラズマ中をグルグル周回するようになります。

これをプラズマ電流として，その作る磁場をプラズ

マ閉じ込めに利用するものです。たとえていうな

ら，NBI による電流駆動とは，水車の上から水を

流して水車を回転させる方法にたとえられるでしょ

うか。

RFを電流駆動に用いる際には，RFビームを磁

力線方向に斜めに入射します。するとRFは，まず

高速で磁場方向に進行する電子と共鳴を始めます。

これをドップラー効果を入れたサイクロトロン共鳴

といいますが，ドップラー効果により加熱に必要な

ECR条件よりも少し高い周波数が必要となりま

す。RF電流駆動では，RFと同じ方向に流れてい

る電子だけにエネルギーを与え，これがプラズマ中

に駆動される電流となります。ECRを用いた電流

駆動では，加熱の時と同様，プラズマ中の狭い範囲

のみに電流を選択的に流すことが可能です。自律性

の強い核燃焼プラズマ（本連載講座第２回参照）で

は，局所で発生する乱れがプラズマ全体に波及して

性能を低下させる現象が予想されていますが，ECR

でこの部分に集中して電流を駆動し安定化する，プ

ラズマ能動制御の研究も行われています。

核融合研究の要求がプラズマ加熱のみであった時

代には，各種加熱法のプラズマとの組合せ試験を行

うために，トカマク装置の周囲に多様な加熱装置が

設置されましたが，それぞれ一長一短があって優劣

をつけがたい状況でした。しかしながら，核融合発

電を想定した外部電流駆動による定常化研究が本格

化すると，NBI や RFの運転パワーはその核融合炉

で発電した電力を使用するわけですから，発電所内

の循環電力を低減するために不可欠なシステム効率

（加熱パワー�入力電力）や電流駆動効率（駆動できる
プラズマ電流�加熱パワー）等が新たな指標として検
討されるようになり，現在では，総合性能を勘案し

てNBI と ECHが加熱装置の有力候補として注目さ

れています。

Ⅳ．加熱・電流駆動装置の開発は
どうなっていますか？

1．1 MeV，アンペア級負イオン加速器
ITER NBI のイオン源と加速器に要求される性能

は，ビームエネルギー１MeV，負イオン電流40 A

です。さらにエネルギー生産を行う核融合炉では，

高密度・大型プラズマの中心までビームを到達させ

てより高い電流駆動性能を得るため，1．5～2．0 MeV

程度のビームエネルギーが要求されます。原子核物

理実験等で用いられている従来の静電加速器に比べ

ると，ビームエネルギーは低いものの，従来の加速

器の電流値が高々mAレベルであるのに対して，

NBI 用加速器ではその数十倍以上となります。し

かしながら，１s程度のパルス運転でもアンペア級

の電子・イオンビームを１MeV以上のエネルギー

まで加速した例は世界にありません。

さらに ITER NBI に向けての開発では，大電流

のビーム加速以前に１MVという高電圧の真空絶縁

技術を確立しなければなりませんでした。ITERで

は，核融合反応の結果生じる中性子や２次的に発生

する γ 線がビーム入射のために開けた開口部を通
してNBI 内に流入するため，NBI 機器はこれらの

放射線に曝されます。加速器位置での中性子束は1010

n�cm２・s 程度と低いので，永久磁石やアルミナ等，
イオン源と加速器で用いられる機能性材料の照射損

傷は問題となりません。しかしながら，従来用いら

れている SF６等の絶縁ガスを加速器の高電圧絶縁に

用いると，放射線誘起伝導（RIC：radiation induced

conductivity），すなわち電離箱と同じ原理によっ

てガス中に電流が流れてしまいます。そのため高電第 5図 NBI によるプラズマ電流駆動
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圧絶縁は真空を用いざるを得ないのです。

日本原子力研究所（原研）においては，ITER NBI

の建設に向けて，１MeV，アンペア級の負イオン

加速を目指した加速器開発を行っています。この

「MeV級加速器」の外観を第 6図に示します。加速

器外周で真空境界を形成するのは，直径1．8 m，高

さ33 cmの FRP（Fiber reinforced plastic：ガラス繊

維をエポキシ樹脂で固めたもの）製円管を５段積み

重ねたFRP絶縁管（高さ1．9 m）です。MeV級加速

器では ITER NBI の真空絶縁条件を模擬するた

め，電源部の絶縁に用いる SF６ガスと加速器の間の

真空隔壁としてFRP絶縁管を使用し，その内部に

加速電極およびその支持構造物（ここで「加速器本

体」と呼ぶ）を挿入して使用する構造となっていま

す。加速器本体は，アルミナ製のポスト碍子によっ

て－１MV電位のフランジから吊り下げられ，構造

上切り離されています。FRP絶縁管と加速器本体

の間には，幅50 mm，絶縁距離２m程度の真空

ギャップが全周にわたって存在し，－１MVの高電

位にある部分がこのギャップを介して接地電位を直

接見込むことを許容した設計となっていることか

ら，この加速器を「真空絶縁型加速器」と呼んでいま

す。従来の加速器では，高電圧部が接地電位まで見

通せるのはビームを加速する加速電極の孔を通して

のみであり，貫通放電の可能性を極力小さくする設

計となっているのと比較すると，１MV真空絶縁技

術の確立がこの加速器開発のキーポイントとなるこ

とは容易にご想像頂けるでしょう。

１MV高電圧を真空絶縁するために行った設計対

応は以下のとおりです。

�従来の加速器の加速電極間の絶縁設計と同様，高
真空中の真空アーク放電に対する耐電圧性能が真

空絶縁距離の１�２乗に比例するとするClump則を
採用。

�一方，NBI ではイオン源が加速器に直結される
ため，運転中の加速器内圧力は0．02～0．2 Pa 程

度まで上昇する。そこでグロー放電に対するパッ

シェンの法則をも適用。

しかしながら，Clump則では真空絶縁距離が長

いほど耐電圧性能は向上するのに対し，グロー放電

は絶縁距離が短い方が電子雪崩を起こしにくく，耐

電圧性能は向上します。そこでMeV級加速器で

は，運転中の圧力が高い加速器電極間では，グロー

放電防止を図り（第６図の②），圧力の低い加速器本

体周囲では，真空絶縁距離を長くとってアーク放電

を防止する設計（③）となっています。さらに，

�FRP 絶縁管の陰極接合点（フランジ，FRPと真空
の三重接点）近傍に大型の「電界緩和リング」を設

置し，陰極接合点の電界強度を1．2 kV�mmまで
低減した（①）。

これらの対応によって真空絶縁技術が確立し，今

では定格の１MVを安定に保持することができるよ

うになり，現在，MeV級加速器の開発は１MeVレ

ベルで着実に進んでいます。MeV級加速器におい

第 6図 １MeV、アンペア級の負イオン加速を目指したMeV級加速器
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てこれまでに得られた負イオンビームの電流密度を

ビームエネルギーの関数として第 7図に示します。

この図には，他の核融合用大電流負イオン源と加速

器の達成値もあわせて示しています。これまでに，

MeV級負イオンビームの電流密度は実用規模の100

A�m２まで増大し，あと２倍で ITER NBI 用加速器
の要求値を満足するレベルに到達しています。

しかしながら，現有試験設備の容量は１MeV，１

Aであり，ITER NBI の要求値40 Aまで大きな乖

離があることは誰の目にも明らかです。そこで，10

年といわれる ITER建設期間中に実規模負イオン源

と加速器の統合性能試験を行う計画です。ITER建

設決定後，速やかに実規模試験に移行できるよう，

ITER参加極間で協議が進められています。

2．170 GHz，１MWジャイロトロン
の開発

ITER の電子サイクロトロン共鳴加熱装置とし

て，周波数170 GHz，１本あたりの出力１MW級の

RF源が求められています。この周波数帯で効率の

良い発振が可能なRF源はジャイロトロンと呼ばれ

る電子管です。第 8図は原研で開発した ITER用

ジャイロトロンの写真で，高さは約３m，重さは約

800 kg あります。ジャイロトロンによるRF発振の

原理は，いわゆるサイクロトロン共鳴メーザーで，

以下のように，プラズマ中のECRによる電子の加

速とは逆のプロセスでRFを発生するものです。す

なわち，まず約80 keVの電子ビームを電子銃で発

生させ，磁場に巻きついた回転電子ビームを作りま

す。この回転電子ビームを，７Tの磁場が印加され

た空胴共振器に打ち込みます。その結果，電子ビー

ムの回転運動エネルギーが誘導放射によってRFの

エネルギーに変換されます。空洞共振器内の特定の

場所にエネルギーの揃った良質の電子ビームを打ち

込むことにより特定の発振モードを励起し，ある周

波数のRFを選択的に発振させることができます。

第 7図 MeV級加速器開発の進展

第 8図 大電力ジャイロトロンの外観と構成
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ジャイロトロンの名前は，この電子の回転運動，つ

まりジャイロ運動に由来しています。RF電力は，

空胴共振器の下流側に置かれたモード変換器で長距

離伝送に適したガウス型のRFビームに変換され

て，出力窓を通して外部に出力されます。

さて，発振に寄与し空胴共振器を出る電子ビーム

は，30 keVを最低エネルギーとして広い連続スペ

クトルを持ちます。そこで原研のジャイロトロンで

は，RF発振後の電子ビームの最低エネルギーに対

応する電圧を電子ビーム処理部（コレクタ）に印加す

ることにより，電子ビームの残存運動エネルギーを

静電エネルギーとして回収し，再度電子ビーム発生

用のパワーに回生しています。通常のジャイロトロ

ンのRF発振効率は30％程度ですが，このエネル

ギー回収を利用することにより，効率50％での高出

力運転が可能になっています。エネルギー回収型

ジャイロトロンは効率の大幅な向上に加えて，必要

な電源，冷却系などの容量がほぼ半減し，大幅なシ

ステムの簡素化，コストダウンが可能になるため，

核融合炉の加熱電流駆動装置としてのECH装置に

は不可欠の技術となっています。

もう一つの重要な開発要素は，ジャイロトロン内

を超高真空に保ちつつRFを外部に取り出すための

真空窓の開発でした。従来，真空窓にはサファイア，

窒化ケイ素等を用いていましたが，誘電損失による

発熱のため0．5 MWで１s以下の出力が限界でし

た。ところが，プラズマプロセッシング技術の進展

により，1996年頃からプラズマ化学気相蒸着法

（CVD）により質の良い大口径の人工ダイヤモンド

の製造が可能となりました。ダイヤモンドは常温で

の熱伝導率が現在知られている物質中でもっとも高

く（銅の約５倍），100 GHz 帯の RFによる発熱が従

来のセラミックの１�10以下とミリ波帯の窓材料とし
て極めて優れた性能をもつことから，この特性を生

かして水冷ダイヤモンド窓を開発しました。これを

ジャイロトロンに組み込む技術を開発し，原研にお

いて世界で初めて人工ダイヤモンド窓搭載ジャイロ

トロンの開発に成功して，これまでに0．9 MWでパ

ルス幅9．2 s の高出力発振に成功しています。今後

さらにモード変換器の高効率化，実験用テストスタ

ンドの改良を行い，１MWで連続出力の達成を目

指しています。

3．電子サイクロトロン加熱用結合系の開発
ITER では合計24本の170 GHz の１MWジャイロ

トロンから，それぞれ導波管によりRFが伝送さ

れ，結合系（アンテナ系）に導入されます。ITERで

用いられるECR加熱は周波数が170 GHz と高いた

め，光のようにビームとして扱うことが可能で，ミ

ラーで反射させることが可能です。そこで ITERで

は，第４図で示すように，先端部に可動ミラーを置

き，RFビームの入射方向を制御して，プラズマ中

への入射位置を選択する設計としています。プラズ

マからの中性子を遮蔽するため，導波管はポートプ

ラグ内でクランク状に曲げられています。

一方，遠隔制御型アンテナと呼ばれる新方式の結

合系も提案されています。これは第 9図のように，

ある特定の長さの矩形の導波管の入り口にRFビー

ムを入射すると，この入射角度と同じ角度で導波管

先端部からRFビームが放射されるものです。この

方式にすればミラーをプラズマ近傍に設置する必要

がなく，信頼性の向上が期待できます。この方式は，

中性子環境が厳しくなる発電実証プラントでは必須

のアンテナと考えられ，原研ではモックアップを製

作して計算通りの制御性能を確認しています。

Ⅴ．ま と め

以上，簡単に核融合炉の加熱装置について説明し

てきました。加熱装置の第１の役割は，充分な核融

合反応が起こりうる温度までプラズマの加熱を行う

ことです。いわば加熱装置が核融合反応の最初の着

火源の役割を果たすことになります。加熱装置のも

う一つの機能は，電流駆動を行ってトカマク型核融

第 9図 遠隔制御型アンテナの概念図
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合炉の定常運転を実現することです。さらに加熱装

置によってプラズマ電流，あるいは電流分布を調節

して高性能プラズマを生成し，核燃焼制御の機能を

も担うことができます。

このように，加熱装置は核燃焼を始動し，炉心の

高性能化・定常運転を実現し，さらには核燃焼を制

御する機能を有する装置であり，核融合炉のなかで

重要な役割を担うものといえます。その一つである

NBI は従来の加速器物理・工学を基本として桁外

れの大電流イオンビームを加速する加速器です。ま

たECRは，大型の電子管をパワー源としてプラズ

マ中の電子を共鳴的に加速するものです。加熱装置

には従来の加速器工学や電子工学分野の技術が多数

応用され，核融合炉用に高出力・高効率のイオン

源，加速器，ジャイロトロンといった機器が開発さ

れており，今後，他分野への応用も期待されていま

す。

著 者 紹 介
坂本慶司（さかもと・けいし）

1981年九州大学大学院工学系修士課程修

了。理学博士。日本原子力研究所核融合

工学部加熱工学研究室室長。日本原子力

研究所に入所以来、プラズマの高周波に

よる加熱電流駆動技術、特にジャイロト

ロンを中心とする大電力ミリ波工学の開

発研究に従事。

井上多加志（いのうえ・たかし） 本誌，46〔12〕，p.852参照
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Ⅰ．プラズマ計測制御はおおよそ
どこまで来たか？

1955年の「第１回原子力平和利用国際会議」により

世界中で本格的な核融合炉研究開発が開始されてか

ら，今年でちょうど半世紀となります。最も実用化

に近いトカマク型核融合装置は，この20年の研究開

発の結果，短時間ながら投入エネルギーと発生エネ

ルギーが等しい「臨界プラズマ条件」を達成し第１の

関門をクリアできました。これでようやく核融合炉

の実現への開発シナリオが描けるようになりまし

た。そのシナリオは大雑把にいえば，まず実験炉

ITERにおいて，これまで経験のないDT燃焼して

いるプラズマ制御の課題，発電ブランケットの課題

などを摘出するとともに，これら課題の解決を行う

というものです。そこで次の段階への不確定性を最

小限にした時点で，発電実証炉の建設に移行して核

融合発電が実現される，といったところでしょう

か。

このような見通しを想像できるようになるまで，

半世紀もの期間を要した最大の理由は，プラズマに

投入したエネルギーが思った以上に早く散逸してし

まい，この対応策を見い出すために，新たな装置建

設や各種改造さらには実験上の試行錯誤が必要で

あったからです。世界中の様々なトカマク装置で取

得された，プラズマのマクロパラメータ（閉じ込め

磁場強度，総プラズマ電流，位置形状，等）とエネ

ルギー閉じ込め性能との関係を基に，必要な性能を

発揮する装置サイズなどを一定の確度で予想するこ

とが可能となりました。この関係式を使って実験炉

の設計仕様を決めているのです（関 昌弘編，核融合

炉工学概論，日刊工業新聞社，（2001））。

要求性能の装置サイズなどを決めるために使われ

るこのマクロパラメータに関する関係式を「スケー

リング則（〔付録〕参照）」と呼んでいます。プラズマ

におけるエネルギー閉じ込め現象は，単純化すれば

電磁場中での多体問題といえます。こう考えます

と，電磁場の方程式や粒子の運動方程式などを連立

偏微分方程式系として然るべき境界・初期条件の下

で時間進行方向で計算すれば，エネルギー閉じ込め

現象の解析は一見可能に思われるかもしれません。

しかし，そのような粒子と場あるいは粒子同士の相

互作用といった複雑系の計算はあまりに膨大である

ため，計算科学として研究がいま進行している段階

です。ですから，現時点では実験式として求めるこ

とが合理的な方法となるわけです。

実験データを基に統計処理して得られたこの式

は，装置が満たすべき必要条件を表していると考え

られますが，十分条件にはなっていません。いい換

えますと，あるエネルギー閉じ込め性能を標準的に

達成するために必要な装置のマクロパラメータを与

えるものであって，そのマクロパラメータを持つ装

置が普通実現するエネルギー閉じ込め性能はその値

を（上限付近に）含む様々な値をとります。このばら

つきの要因は，スケーリング則に現れる装置のマク

ロパラメータ以外に決定因子がまだ存在するという

ことを意味します。それらは近い将来すべて明らか

にされると思われますが，主なものは，電流，密度，

温度，電磁場などのプラズマ内分布であると考えら

れています。さらにそれら分布パラメータは，プラ

ズマに対する制御とプラズマ自身の特性に依存して

います。また核融合炉のプラズマでは，DT燃焼に

よって発生した α 粒子（ヘリウム原子核）が自己を
加熱しプラズマへの加熱のほとんど（ITERで約70

Intelligible Seminor on Fusion Reactors―（４）Plasma

Controland Diagnostics System : Kenichi KURIHARA.

（2005年 ２月17日 受理）

連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

第４回 核融合炉の状態を診断し，最適に制御する

システム

日本原子力研究所 栗 原 研 一

200 連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

（ 42 ） 日本原子力学会誌, Vol. 47, No. 3（2005）



％，核融合炉規模で約90％）を賄うようになるため

自律性が増し，外部からの加熱の影響度が変わる可

能性があります。

このように，トカマクプラズマの完全な解明へ課

題を残していますが，基本的なパラメータの制御技

術はほぼ方法論的に明確になりつつあります。本講

座では，主要なプラズマ制御に関する技術レベルの

現到達点について解説を試みます。また，制御用の

各種パラメータを計測する機器の開発や計測データ

を基に物理パラメータを再構築する診断技術等の開

発なども急速に進展してきましたが，紙面の関係で

触れる程度に留めます。

Ⅱ．プラズマの制御と閉じ込め性能の
関係はどうなっているのか？

核融合炉が核分裂炉と制御上最も大きく異なる点

は，制御対象の数の多さとその出力制御のメカニズ

ムです。核分裂反応の場合，投入エネルギーはほぼ

ゼロとみなせる状況でエネルギーを発生させますか

ら，あえて核融合と同様のエネルギー増倍率（Q 値

＝出力パワー�投入パワー）を定義すればほぼ無限大
であり，主として制御棒で反応速度を操作して出力

パワーの制御を行う，いわばブレーキによる制御と

いえます。

これに対して，核融合炉では，プラズマにとって

みた時の入出力パワーの比（エネルギー増倍率 Q

値）は，プラント内の環流エネルギー分が必要とさ

れるので，Q＝30程度以上を維持することが要求さ

れています。このエネルギー増倍率が，エネルギー

閉じ込め時間（tE），プラズマ密度（ne），プラズマイ

オン温度（Ti）の３つの積 ne tE Tiの関数 Q＝CnetETi

�（D－netETi）と近似的に書ける（C , D は定数）ことか

ら，まずこれらの値を制御し Q 値を所定の値にす

ることが必要となります。次にその状態で投入パ

ワーを操作して，核融合反応による出力パワーを制

御しなければなりません。このように概念的には２

段階の制御を同時に行うことになり少々複雑です

（第 1図参照）。

第１図についてさらに説明を加えます。エネル

ギー閉じ込め時間が加熱パワーの関数でもある上，

密度，温度もパワーの依存性があるので，これらの

総合結果としての出力パワー（中性子発生率）を

フィードバック制御することになります。また，エ

ネルギー閉じ込め時間（tE），プラズマ密度（ne），プ

ラズマイオン温度（Ti）のプラズマ性能基本３指標

は，第１図に示すように，いろいろなアクチュエー

タや関係因子の結果ですから，これら各因子をエネ

ルギー増倍率を高める側に精度よく制御し，最終的

第 1図 プラズマ性能基本３指標と制御変数との相互関係概要
制御変数が多数あることで，御覧のように図を複雑にしていますが，このように多数の変数がプラズマの性能に関係して

いることがプラズマの計測制御システムを考える時の重要なポイントです。これらを複数同時に調節してプラズマ性能基本

３指標を向上させエネルギー増倍率 Q 値を大きくすることを狙います。（出典：関昌弘編，「核融合炉工学概論」，日刊工業

新聞社，p.130（2001）図9．1を基に作成）
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には核融合反応による出力パワーを制御することが

求められます。

Ⅲ．プラズマ計測と制御の関係は？

プラズマ性能基本３指標に関係するプラズマ中の

物理諸量は，第１図に示しましたように，総プラズ

マ電流のマクロ量に加え，プラズマ最外殻磁気面位

置形状（単に位置形状と呼ぶ場合が多い），プラズマ

電流密度分布，電子密度（分布），イオン温度（分布），

電子温度（分布）の分布量が最も基本的です。これら

の複数の量に関係した核融合反応率（分布）あるいは

マクロ的にはエネルギー増倍率は，炉の出力に直結

する最終的な制御量になるものと思われます。

プラズマに作用を及ぼす制御アクチュエータは，

プラズマを生成維持し高温・高密度・高閉じ込め状

態にするための装置群です。制御アクチュエータ

は，それに強く感度を持つ状態変数を直接制御し，

さらにそれら状態変数に感度を持つプラズマ性能基

本量を目標とする数値に高めることで最終的には炉

出力を制御することが目標です。

これらプラズマ制御に使用される諸量は，計測器

で測定された信号を直接あるいはなんらかの計算処

理をすることで求められます。プラズマ電流，コイ

ル電流，ポロイダル磁場，ポロイダル磁束，トロイ

ダル磁束といった電磁気計測が最も基本的な計測器

です。この電磁気計測からプラズマ位置形状をはじ

め平衡状態にあるプラズマ内部磁場分布などのプラ

ズマの磁力線に関する重要な情報が求められます。

この電磁気計測に加え，密度，電子・イオン温度，

核融合中性子発生率などの分布量，プラズマからの

電磁波放射量，不純物量等とから，基本３量が検出

あるいは計算されます。

これら諸量とそれらに対応する計測機器の例とし

て，ITERにおいて，最も基本的なプラズマ制御と

装置保護を目的とした計画を抜粋して第 1表に示し

ます。これらが最終的に核融合炉でも使用できるか

どうかは，高速中性子の照射環境下での作動，定常

放電時の静的な場での計測の２条件にパスするかで

すが，今後の研究開発を待つ部分もあります。

プラズマの制御方法について整理しておきます。

核融合動力炉が実現した後の制御方法は，おそらく

幾つかの運転パターンを選択するだけの洗練された

ものになると思います。特に現時点ではまだ自由自

在に制御することができない閉じ込め時間について

は，プラズマ内部の諸量との関係を明確にすること

が最重要課題です。それに加えて，閉じ込め性能の

劣化などプラズマの様々な変化に対応してアクチュ

エータの指令を調節して回復させたり，標準的な運

転を逸脱した場合で調整が困難と判断された場合に

は，安全に停止させる機能も必要です。

Ⅳ．力学的平衡状態のプラズマ制御は
どんなものか？

現状の実験装置では，プラズマは，着火，立ち上

げ，フラットトップ（総プラズマ電流値が一定の時

間帯），立ち下げというように推移します。核融合

炉では，プラズマ電流が維持されているフラット

トップにおいて定常状態を保持することになりま

す。

ポロイダル磁場（PF）コイルをアクチュエータと

して，プラズマ電流と位置形状を制御対象に行う制

御を「平衡制御」と呼びます。

プラズマ粒子は，磁力線に巻き付いて運動すると

いう描像が成り立ちます。またプラズマの質量密度

は常温気体の約300万分の１程度と極めて軽いの

で，運動方程式，grad p－j×B＝ρ d v�dt（ここで，

第 1表 ITER計画においてプラズマ制御と装置保護

を目的とした計測機器と対応するプラズマ諸

量一覧②

（最も基本的な計測器だけを示しています。より進んだ計

測器を装着する計画もあります）

計測するプラズマの諸量 計測機器

プラズマ電流，プラズマ位
置形状，プラズマ１周電圧
ポロイダルベータ値
コイル電流値
電磁流体的振動モード，鋸
歯状振動

電磁気計測検出器
（磁場，磁束，電流，
電圧計測）

プラズマ電子密度（線積分） レーザー干渉計，他
プラズマ放射損失パワー ボロメータ計測
核融合中性子発生率 フィッションチェンバ，他
トリチウム・重水素密度比 速波反射計
実用的原子番号，不純物モ
ニタ

連続可視分光計，他

ダイバータ板温度，損耗度 反射計
ダイバータ中性ガス圧力周
辺プラズマと中性ガスとの
相互作用

圧力ゲージ
水素系列スペクトル
計測

真空度 圧力ゲージ
真空容器内監視 可視�赤外テレビカメラ
逃走電子 硬X線計測
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grad p：プラズマ圧力勾配，j：プラズマ電流密度
ベクトル，B：磁束密度ベクトル，ρ：プラズマ質
量密度，v：速度ベクトル）の右辺の慣性項は，左
辺の圧力勾配や電磁力に比べて小さく無視できま

す。これは，プラズマの内部の各点でミクロ的な力

学平衡状態が，0．1 ms 程度の制御の時定数（コイル

用電源の制御応答時間）で見る限り，常に成立して

いると近似できます。この物理的性質のために，プ

ラズマ平衡状態の制御は磁力線の制御といえます。

しかし，「平衡が常に成り立っているので動特性

はない」ということではありません。プラズマ中で

の力のミクロな平衡は成立していて内部の動特性は

無視できますが，マクロ的なプラズマの動きはその

回りの磁力線が，導体のコイルや構造材中を通過す

る過程で，通過速度に応じて導体中に電流を励起す

るのでマクロ的な動特性を生じさせます。このとき

できる磁場はプラズマに対して移動を妨げる力を生

じさせるのです。この導体中に励起される電流を渦

電流a）と呼び平衡動特性の重要因子です。

1．プラズマ電流制御
着火とプラズマ電流立ち上げを行うため，真空容

器中のトーラス周回方向の空間に印加される電圧を

制御します。ドーナッツ型のプラズマ中空部に磁束

を供給しているコイルの電流を変化させて，ファラ

デーの法則（電磁誘導）で真空中に電場を励起しま

す。具体的には，コイル電圧の時間変化波形（プレ

プログラム波形と呼ぶ）とおりコイル電源に指令

し，プラズマ電流を急速に立ち上げます。JT�60の
場合，100 ms 程度で１MA以上に立ち上げた後，

放電終了まであらかじめ設定したプラズマ電流目標

値プレプログラムに沿うように，フィードバック制

御を行います。安定して流れるプラズマ電流の時定

数は，おおよそ数秒という長いものなので，高精度

に制御することが可能です。なお，プラズマ電流分

布の制御については後で触れます。

2．プラズマ位置形状制御
プラズマは，ポロイダル磁場がほぼゼロの点（ヌ

ル点）となる真空容器内の領域に一定以上の強さの

電場が印加されると着火します。ポロイダル磁場が

十分小さくないと，プラズマ電流が成長する前に種

火の電子が磁力線に沿って壁に移動し消滅してしま

うからです。ヌル点ができるように各 PFコイルに

電流を流しておき，プラズマが着火の瞬間を迎えま

す。着火した後，急速に放電が立ち上がっていくに

は，プラズマが内部の拡張力によって広がって壁に

移動して消滅しないことが必要です。あらかじめ設

定した位置形状目標値に追従するようにフィード

バック制御を行います。

特に形状は，第１図に示されているように，エネ

ルギー閉じ込め性能を向上させる重要因子であるこ

とがわかっています。ダイバータ配位と呼ばれる真

空容器から浮いた状態を作ったり，プラズマ断面の

三角度を強めたりする制御を行います。

位置形状のマクロパラメータ例を，JT�60の場合
を例に，その平衡制御系のブロック図とともに第 2

図に示します。少し複雑な図ですが，この図でほぼ

完全な形で平衡制御の動作が読み取れますので，あ

えて簡略化せずに載せました。フィードバック制御

手法は，目標となるプラズマ電流・位置形状値と計

測値との偏差に対する古典的な比例および微分

（PD）制御です。基準値（少なくとも最低必要な量）

はその瞬間での各 PF（ポロイダル磁場）コイル抵抗

による電圧降下分を補償することで，超電導コイル

へのフィードバック制御と等価になっています。各

PFコイルは，制御対象に対応していて，第２図の

右に示した動きを操作する磁場を発生させます。

コイル系全体の抵抗および自己インダクタンス，

さらにコイル間の相互インダクタンスは時間変化し

ません。一方，プラズマ自身の自己インダクタンス，

プラズマ・コイル間の相互インダクタンスは時間変

化しますが，その変化の時定数は秒オーダーであ

り，制御周期のms程度に比べ極めてゆっくり変化

するので，プラズマおよび PFコイルからなるシス

テムは線形と見なせます。これにより，多変数線形

フィードバック制御手法が適用でき，システムの構

造としては，比例・微分ゲインは第２図の上の四角

のブロック内に示された行列形式になります。

第 3図に，JT�60におけるプラズマ電流と各位置
形状マクロパラメータの制御性能（パルス応答）を示

します。位置の時定数もコイルの時定数でこの図か

らも極めて高い制御特性であることがわかります。

このような高い制御精度に加え，運転上の高い柔軟

a）磁束の変化で導体中に電場が誘起され，電流が流れる

が渦のように環流電流となって巡ることからこう呼び

ます。
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性，再現性を確保するために，高速デジタル計算機

から成る制御システムが研究開発され，最短0．25

ms 周期でフィードバック制御を実行しています。

Ⅴ．プラズマ形状や電流分布をどう
知りどう操るのか？

すでに触れましたが近年，この平衡制御が次の２

つの理由から核融合開発上，最重要視されてきてい

第 2図 平衡制御系のブロック図と各制御動作との対応（JT�60の場合）
ここでは５種類の PFコイルが用意されていて，それぞれ制御パラメータにおおよそ１対１対応しています。図の左の上

の方の５つはマクロパラメータです。その下の指令値は，プラズマの着火，立ち上げ時などコイル電流や電圧を直接制御す

るような場合に使います。図中でプラズマ電流との積をとる信号が多いのは，基本的にはコイル電流はプラズマ電流に比例

するからです。この図は略図ではありません。このような道具建てで平衡制御が精度良く実現できています。（出典：関昌弘

編，「核融合炉工学概論」，日刊工業新聞社，p.135（2001）図9．2を転載）

第 3図 標準的プラズマ電流制御性能及び各位置形状マクロパラメータのステップ
応答制御性能（JT-60の場合の制御目標値と実測値との重ね描き）
プラズマ電流は目標波形と実験とがあまりに一致して違いがほとんど判らないほどです。下

の３図は同じ放電の同じ時間です。過渡期にオーバーシュートが見られますが，すぐに整定し

ています。（出典：関昌弘編，「核融合炉工学概論」，日刊工業新聞社，p.136（2001）図9．3を転載）
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ます。第１の理由は，プラズマをダイバータ配位に

したり，三角形度を上げるとプラズマのエネルギー

閉じ込め性能が上がることが実験的に確認されてき

たことです。第２の理由は，負磁気シア放電と呼ば

れる凹状電流分布を持つプラズマを生成すると，内

部から外部に向かう熱エネルギーの流れが，電流密

度がピークとなる付近で急激に遮られ，内部に高い

エネルギー閉じ込め領域が生成されることが実験的

に確認されてきたことです。

これを確実に実現するには，まずプラズマの断面

形状を瞬時に把握することが重要な課題となりま

す。JT�60ではすでにプラズマ断面形状を0．5 ms 周
期で再構築するシステムが稼働しています。プラズ

マの断面形状を計算するには，電磁気計測器で磁

束，磁場を測定し，これらとポロイダル磁場コイル

電流とを条件として，軸対称電流場の偏微分方程式

を解くことになります。JT�60では高精度に計算す
るために，解析解を用いて電磁気計測データに適合

するように未定係数を決定するという方法で解を構

成し，0．5 ms 周期の実時間制御で実用に供してい

ます。断面形状が把握できるため，プラズマと壁と

の距離など幾何学的諸量がすべて制御対象にできる

ようになり，実験の柔軟性も著しく増しました。

電流分布の再構築と制御は，まだホットな研究開

発領域です。形状と同様に早く精度よく求め，それ

を基に希望とする凹状分布などの分布に，電流駆動

装置によって，フィードバック制御することが必要

です。これまで凹状分布を持つ負磁気シア放電は，

実験上の手順の工夫で実現されています。すなわ

ち，プラズマ立ち上げ直後にNBI 加熱によりプラ

ズマの電気伝導率を上げて（注：プラズマは温度を

上げると抵抗が下がるという性質があります）お

き，そこでプラズマ電流を急激に立ち上げること

で，中心部分へのプラズマ電流の浸み込みを遅らせ

て，過渡的に外側に電流密度の高い領域を有するプ

ラズマを生成させます。このプラズマにNBI 加熱

を行ってプラズマ内部にエネルギーを蓄積させると

いう方法で，JT�60では世界最高となるエネルギー
増倍率 Q＝1．25を短時間達成しています。

JT�60では昨年，低域混成波という周波数帯の高
周波により，指定した場所に電流を流して電流分布

を制御する実験が本格的に開始されました。また，

電流分布を高精度に再構築する方法としても，電流

と磁場との掛算が力であるため，必然的に非線形と

なる平衡条件下での電流分布の解法を開発し，JT�
60体系で良好な結果が得られています。ここ数年以

内ぐらいで，思い通りに電流分布を制御することが

可能となると思われます。以上見てきましたよう

に，高性能プラズマの生成には平衡制御系が重要な

役割を果たしています。

Ⅵ．密度制御，核融合反応率（中性子
発生率）制御などの方法は？

プラズマ性能基本３指標の一つであるプラズマ密

度は，高いプラズマ密度が高性能プラズマを実現す

るために必要です。マイクロ波やミリ波をプラズマ

に入射し，少し波長の異なる波とのビート信号の位

相変化からコードに沿ったプラズマ電子密度の平均

値が計測されます。この制御方法は，主プラズマ部

への燃料ガス（重水素，トリチウム）注入量を操作し

て，予定の密度波形に一致するようにフィードバッ

ク制御をかけるというシンプルなものです。

「核融合反応率（中性子発生率）制御」は，将来の核

融合炉における出力制御に対応するもので重要で

す。制御方法は，中性粒子入射装置（NBI）のパワー

（＝入射ユニット数）を操作して，プラズマイオン温

度の上昇による中性子発生率が，予定の時間変化プ

レプログラム波形に一致するようにフィードバック

制御をかけます。

また，JT�60放電において，プラズマ密度，核融
合反応率（中性子発生率）制御の２つの制御を同時に

行った様子を第 4図に示します。

第 4図 プラズマ密度，中性子発生率の同時フィード
バック制御（JT�60の場合）
上がプラズマ密度，下が中性子発生率の制御結果です。

それぞれの２段の上段が，目標値と制御結果の重ね描き，

下段は，フィードバック制御の結果であるアクチュエー

タの時間変化です。

205（４） 核融合炉の状態を診断し，最適に制御するシステム

日本原子力学会誌, Vol. 47, No. 3（2005） （ 47 ）



定常炉を目指す場合，ポロイダル磁場コイル（プ

ラズマ電流制御用コイル）による誘導電場（磁束を変

化させて誘起される電場）を用いずに定常的に電流

を駆動することが必要です。この非誘導電流駆動を

実現するアクチュエータとして，高周波（RF）加熱

装置および負イオン源中性粒子入射（N�NBI）加熱
装置が考えられています（１月号掲載の第Ⅱ章参

照）。また，プラズマ中を強力に加熱すると，プラ

ズマの外側から中心に大きな圧力勾配が生じ，そこ

に自発電流（bootstrap current）が流れますが，この

割合を増やすことで外部からの直接的な電流駆動分

を減らすことも重要な視点です。

Ⅶ．異常時のプラズマ停止制御や不安
定性回避制御の技術レベルは？

核融合炉の実現に向けた基本要素の一つは安全性

です。なんらかの異常時に安全にプラズマを停止さ

せることが必要です。JT�60では，プラントの異常
でも制御系が健全であるような時には，加熱等のエ

ネルギー注入装置を停止させ，平衡制御系を用いて

直ちにプラズマ電流を立ち下げます。

次に制御系・コイル・電源が異常な場合やプラズ

マ自身が異常の場合には，位置形状の制御が健全で

ある限りプラズマと壁との接触をしないように制御

して，プラズマのエネルギーをプラズマ自身やコイ

ルの抵抗発熱で徐々に解放するようにします。ディ

スラプションの中でも比較的に遅いものは，できる

だけプラズマの磁気エネルギーを回生するために，

減少するプラズマ電流に合わせてプラズマ電流制御

を最後まで実行します。

ディスラプションが発生する前には，通常プラズ

マ不安定性と呼ばれる現象が内部で成長し，磁力線

の幾何構造の変化が進行していると考えられます。

したがって，そのような不安定性現象を発生させな

いか，発生したとしても成長する前に消滅させるこ

とが必要です。これまで内部の電子温度揺動を捉え

てその点に高周波を入射するなどで，回避制御の試

験が開始され，良好な結果が得られています。

Ⅷ．計測制御システムはどう作るか？

ここまで，核融合炉における主要な制御要素につ

いて述べてきました。平衡制御および幾つかのマク

ロ量の制御について，精力的に研究開発が行われた

結果，現在，高精度の制御が実現しています。これ

を踏まえて，計測制御システムの構成を示します。

プラズマ制御の対象となっている諸量は，最外殻磁

第 5図 計測制御システム構成図例（JT�60）
右側が，平衡制御系で数100マイクロ秒周期で，左側が，加熱粒子制御系で10 ms 周期で実時間フィードバック制御が行わ

れます。計測制御のポイントは，プラズマ内部の分布量の計測や推定手法，フィードバック制御ロジック，プラズマ着火か

ら目標の性能発揮までのプラズマの制御シナリオ，などです。残る研究開発課題の解消に向けた努力が今後も継続されます。

（出典：関昌弘編，「核融合炉工学概論」，日刊工業新聞社，p.41（2001）図4．1を転載）
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気面位置形状，プラズマ電流（分布），プラズマ密度

（分布），中性子発生率（分布），電子温度（分布），イ

オン温度（分布），プラズマ回転（分布）等であり，こ

れらの複合した結果であるエネルギー閉じ込め時間

も想定されます。これらを直接，間接的に計測する

機器が必要となります。制御アクチュエータは，磁

場コイル，中性粒子ビーム，高周波，燃料ガス�ペ
レット等です。これらの各機器と制御用計算機を繋

げ，その計算機に上述の各種方法（再構築，制御，

他）をおおむねそのまま使用したシステムを構成す

れば，核融合炉の計測制御システムの基本となりま

す（第 5図参照）。

今後，実験によって各種計測制御手法の改良が進

むと思われます。ITERなどで核燃焼実験が行われ

ると，DT反応で発生する3．5 MeVの α 粒子の挙
動が明確になり，燃焼制御方法が試験されます。ま

た，不安定性回避制御ではプラズマの理解が一層進

み，完全回避に向けた制御機能の拡充が図られると

思われます。さらに発電ブランケットなど機構が装

着された場合，発電プラントにおける計測制御シス

テムの全体像が見えてきます。このような各開発段

階で，基本システムに修正や改良を加えることで，

最適な核融合炉の計測制御システムが確立されてい

くものと考えています。

〔付 録〕
実験データの整理の仕方としては，同様の物性値

を扱ってきた流体力学の解析にならって，各パラ

メータのべき乗で構成される項の積形式であると仮

定しました。この式に，これまで運転されてきた世

界のトカマク装置のデータを当てはめ最小２乗処理

で，式中の未知数であるべき乗数を決定することに

より経験則（「スケーリング（scaling）則」と呼びま

す）を導いています。下に国際熱核融合実験炉 ITER

の設計で使用しているエネルギー閉じ込め時間 τ E

の式を示します。

τ E＝0．0562 Ip
0．93

BT
0．15

P
－0．69

ne
0．41

M
0．19

Rp
1．97ε 0．58κ 0．78

ここで，τ E：エネルギー閉じ込め時間（s）

Ip：プラズマ電流（MA）

BT：トロイダル磁場（T）

P：加熱パワー（MW）

M：燃料ガス元素の質量数

ne：平均電子密度（1019m－３）

R：主半径（m）

ε：逆アスペクト比（＝a�R，a：小半径，

短径），

κ：プラズマ断面形状の非円形度（＝長径
b（縦）�短径 a（横））

スケーリング則は，各装置で実際に達成された

データの組みを基に導いていますが，その性能を確

実に実現する運転シナリオが確立されなければなら

ず，その課題の解決は現実験装置においても最重要

といえます。

著 者 紹 介

栗原研一（くりはら・けんいち） 本誌，46〔12〕，p.852

参照。
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は じ め に
プラズマを囲むブランケットの表面（以後，第一

壁と呼びます）と，トカマク装置下部にあるダイバー

タには，核融合反応で発生したエネルギーの約20％

（α 粒子のエネルギー）が入ります。このエネルギー
が第一壁とダイバータに一様に入射すると仮定する

と，おおよそ0．5～1．0 MW�m２の熱負荷が核融合炉
の内壁に入射します。家庭用のボイラの熱負荷がお

およそ～0．1 MW�m２であることを考えると，核融
合炉の壁には非常に大きな熱が入ることがわかりま

す。さらにダイバータには，以下に述べるように，

プラズマの流れが集中して非常に大きな熱負荷（～

10 MW�m２）が入ります。したがって，核融合炉の
壁には耐熱性の高い材料を用い，また先進的な除熱

法によりこのような大きな熱入力を取り除く必要が

あります。

今回は，核融合炉の壁（第一壁とダイバータ）に入

射する熱負荷とその軽減法，ダイバータの機能（ヘ

リウムの除去），壁材料に求められる条件と候補材

料について説明します。その後，核融合実験炉 ITER

や発電実証炉を例に取り，プラズマに面する壁の構

造を説明します。

Ⅰ．プラズマに面する耐熱機器には，
どのような機能が必要ですか

1．炉心プラズマからのエネルギーの流れ
とダイバータへの熱負荷

核融合炉心プラズマからのエネルギーの流れにつ

いて説明しましょう。第 1図には核融合パワーが

2，300 MWの核融合炉の例を示します１）。先に述べ

たように，核融合出力の１�５を占める α 粒子のパ
ワーは，主にプラズマの加熱に使われ，その後さま

ざまな形態で，第一壁やダイバータへ入ります。全

加熱パワー（α 粒子パワーと外部加熱入力の和）の
約１�４が核融合炉心プラズマからの電磁波の放射（プ
ラズマ中の不純物からの線放射，電子の制動放射な

ど）により，主に第一壁表面に輸送されます。線放

射は，プラズマ中の不純物イオン（壁の材料が混入

したもの，電子が一部残っている）にプラズマ電子

が衝突して，イオン中の電子を励起させることで発

生します。また，プラズマの一部は加熱パワーの約

３�４のエネルギーを持って，炉心プラズマ領域（高温
プラズマが閉じ込められている領域）からエッジプ

ラズマ領域（炉心プラズマ領域の外側，スクレープ

オフ領域ともいう）へ，磁力線を横切って拡散して

いきます。エッジプラズマ領域ではプラズマは閉じ

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（５）Plasma

�Facing High�Heat�Flux Components ; Walls to

withstand high heat flux from fusion plasmas : Satoshi

SUZUKI, Yoshio UEDA.

（2005年 ３月18日 受理）

連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

第５回 プラズマに面する耐熱機器

―核燃焼プラズマの熱負荷に耐える壁

日本原子力研究所 鈴木 哲，大阪大学 上田 良夫

第 1図 核融合プラズマのエネルギーの流れ（文献１）

の図から再構成）
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込められず，磁力線に沿ってダイバータへ流れてい

きます。ごく一部のエッジプラズマは磁力線を横

切って拡散し第一壁へ到達しますが，ほとんどの

エッジプラズマはダイバータへ到達します（このよ

うな構造になっている理由は，次節で説明します）。

このとき，エッジプラズマがエネルギーを失わず

に（温度が下がらずに）ダイバータへ入射すると，き

わめて高い熱負荷を与えるため，どのような材料も

瞬時に溶融・蒸発してしまいます。したがって，ダ

イバータへプラズマが流れ込むまでに，放射により

エネルギーを散逸させる必要があります。このため

にダイバータ領域にガス（水素やアルゴンなど）を注

入し，主に線放射を増大させることで，プラズマの

熱エネルギーを散逸させます。第１図より，エッジ

プラズマへ拡散したプラズマのエネルギーの大部分

が放射として散逸している様子がわかります（388

MWのうちの363 MW）。この結果，ダイバータま

で到達するプラズマパワーは，わずか25 MWにな

ります。

しかしながら，プラズマは磁力線に沿って流れて

くるときに，ほとんど広がらないため，ダイバータ

のストライクポイントと呼ばれる場所に熱が集中し

ます。そこで，ダイバータ表面をプラズマの入射方

向（磁力線の方向）に対して傾けて，実効的なダイ

バータの表面積を増やして熱負荷を低減します。こ

のような方法で，ITERや発電実証炉では10 MW�
m２以下まで熱負荷を減少させます。

2．ダイバータの機能
炉心プラズマでは，核融合反応で生じたヘリウム

が発生します。ヘリウムは，燃焼後の灰のようなも

ので，これがプラズマ中に蓄積していくと核融合反

応率が減少してしまいます。したがって，ヘリウム

イオンを何らかの方法で炉心プラズマから取り除く

必要があります。また，先に述べた放射を増加させ

るためのアルゴンなどの不純物ガスも取り除かなけ

ればなりません。そのために，エッジプラズマを磁

力線に沿ってダイバータに導き，ダイバータの表面

で電子と再結合させて中性の原子や分子に変化さ

せ，ダイバータに設けられたスリットから排気する

のです。ダイバータは，このようにイオンが中性化

されて生じたガスが，再び炉心プラズマに戻りにく

い形状に設計されています。また，プラズマに注入

された燃料粒子（重水素，三重水素）のうち90％程度

は，核融合反応を起こさずにダイバータまで流れて

きます。これらの燃料粒子についてもヘリウムと同

様にダイバータから排気し，排気ガスからヘリウム

と分離した後，再び炉心プラズマに注入します。

Ⅱ．プラズマに面する壁には
どのような材料が使われますか

1．プラズマと壁材料の相互作用
プラズマイオンが壁に衝突すると，物理スパッタ

リングと呼ばれる壁材料原子のはじき出しが起こり

ます。物理スパッタリングにおいて，材料から放出

される原子数と入射プラズマイオン数の比をスパッ

タリング率と呼びます。代表的な壁材料のスパッタ

リング率の入射イオンエネルギー依存性を第 2図に

示します。プラズマ中のほとんどのイオンは軽イオ

ン（水素同位体，ヘリウム）ですので，壁材料中の原

子番号が大きくなるほど，プラズマイオンによるス

パッタリング率は小さくなります。また，物理スパッ

タリングには，イオンの入射エネルギーにしきい値

があり，高原子番号材料では，このしきい値エネル

ギーがかなり高くなります。第２図より重水素イオ

ンが入射した場合のBeのしきい値エネルギーは15

eV程度ですが，Wでは300 eV弱まで高くなります。

したがって，エッジプラズマの温度を下げてプラズ

マイオンが壁に入射するエネルギーを十分に低くで

きれば，高原子番号材料では全くスパッタリングが

起こらない状況を作り出せる可能性があります。ま

た，代表的な低原子番号材料である炭素材は，水素

同位体が入射すると，メタンやエチレンなどの炭化

水素を発生して損耗する化学スパッタリングという

現象があります。化学スパッタリングのスパッタリ

第 2図 壁材料の重水素イオン照射による物理スパッ

タリング率
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ング率は，入射エネルギーだけではなく温度にも依

存し，最もスパッタリング率の大きい500℃付近で

は物理スパッタリングよりも１桁程度大きくなりま

す。さらに炭素材には，プラズマイオンが照射され

る環境で，通常の熱昇華よりも低い温度から昇華が

始まる照射促進昇華と呼ばれる特有の損耗現象があ

ります。このように炭素材は他の物質に比べて特有

の損耗現象があるため，損耗速度が非常に大きくな

り，使用条件（特に温度）には十分に注意する必要が

あります。

燃料イオンは，壁に入射するとその一部が壁の中

に取り込まれます。また，スパッタリングにより壁

から放出された不純物が堆積するときに，燃料原子

を取り込んで堆積層を形成するという現象もありま

す。このようにして，燃料原子は壁の中もしくは堆

積層中に吸蔵されます。燃料であるトリチウムは自

然界に存在せず，核融合炉のブランケット内で生産

する貴重な物質ですので，これを効率的に利用する

ためには，壁や堆積層に大量に吸蔵されることは避

けなければなりません。また，トリチウムは放射性

元素ですので，安全性の観点からも大量吸蔵は好ま

しくありません。一般的にいえば金属材料は比較的

トリチウムの吸蔵が少なく，炭素材などの非金属材

に比べて有利です。

また，発電炉の運転が年単位の長期間に及ぶこと

を考えると，壁材料にプラズマや熱が照射されるこ

とで少しずつ劣化が進むようなゆっくりとした材料

特性の変化にも注意する必要があります。

2．壁材料の炉心プラズマへの影響
壁材料が物理スパッタリング等により炉心プラズ

マ中に混入した場合の影響は，放射損失による炉心

プラズマの冷却と燃料希釈があります。第 3図にプ

ラズマ中に同じ量の不純物が混入した場合のコロナ

平衡モデル（不純物のイオン荷数分布や放射損失を

求めるためのモデル。イオン・原子の電離は電子衝

突，イオンと電子の再結合は放射再結合によると仮

定し，平衡状態でのイオン荷数分布等を求める）で

評価した放射強度のプラズマ電子温度依存性を示し

ます。これよりわかるように，原子番号が大きくな

ると放射強度も急激に増えていきます。たとえば，

核融合炉の炉心プラズマでは（温度20～40 keV），

原子番号８の酸素と原子番号74のタングステン（W）

を比較しますと，放射強度はWの方が数百倍大き

くなります。また，不純物がプラズマに混入したと

きの影響としては燃料希釈効果も考慮しなければな

りません。不純物は電離した際に１原子あたりの電

子放出数が燃料原子（水素同位体）より多いため，不

純物がプラズマに混入すると，プラズマ中に電子を

大量に供給します。その結果，電子密度よりもイオ

ン密度が下がるため，不純物密度が多くなると必然

的に燃料密度が下がり，その結果，核融合反応率も

減少してしまいます。

放射強度や燃料希釈効果を考慮すると，炉心プラ

ズマが許容できる不純物の割合は，炭素（低原子番

号材料）では10－２程度，Wでは10－４～10－５となりま

す。炭素では主に燃料希釈効果で許容量が決まり，

Wの場合は放射損失で許容量が決まります。

3．壁材料の選択
壁材料の選択の際の視点は，大きく分けて３つあ

ります。高温・高密度炉心プラズマに与える影響が

制御可能な範囲であること，ブランケットやダイ

バータを交換するまでの数年間の運転期間に壁が損

耗・破壊されないこと，放射化やトリチウム吸蔵が

問題にならないことです。

今までの核融合プラズマ実験装置では，壁材料が

炉心プラズマへ混入して，プラズマ特性を悪化させ

ないことが最も重要であり，そのために炉心プラズ

マへの影響の少ない低原子番号材料（主に炭素材）が

使用されてきました。しかしながら，発電炉を考え

ると，炭素材は先に述べた種々の損耗過程による損

耗速度が速いため，壁材料としての使用は困難であ

ると考えられています。したがって，発電炉では損

耗速度が遅いWのような材料が有力です。Wは高

融点材料であり，熱伝導度も比較的大きいために高

熱負荷下での除熱性能も高い材料です。また，トリ

第 3図 プラズマに混入した不純物の放射率
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チウムの吸蔵も比較的少ない材料です。しかしなが

ら，Wはプラズマに混入したときの影響が大きい

ため，炉心プラズマの適切な制御により，壁からの

発生量やプラズマへの混入を十分に抑制する必要が

あります。また，Wは硬い材料ですが，一方で比

較的もろい材料でもあり，さらにプラズマからのヘ

リウムや燃料イオンの照射，あるいは中性子照射に

より脆化が進む可能性があります。したがって，脆

化の少ない材料開発や運転条件の設定が必要になり

ます。

Ⅲ．プラズマに面する壁はどのような
構造をしていますか

前節までにプラズマと壁との相互作用および壁に

使われる材料について紹介しましたので，本章では

実際のトカマク型核融合実験装置や建設が間近に

迫っている ITERを例にとり，プラズマに面する壁

（プラズマ対向壁）の構造について紹介します。第

4， 5図に既存のトカマク型核融合実験装置―ここ

では JT�60―と ITERのダイバータ周辺のプラズマ
対向壁の構造を示します２）。これらのプラズマ対向

壁構造の最も大きな違いは，冷却方式にあります。

既存の装置においては一部の例外を除いて，いわゆ

る自然冷却（慣性冷却）方式が主流であり，表面材料

の受けた熱を支持構造あるいは真空容器への伝熱に

よって放散する方式をとるものが主です。このよう

な装置においては，プラズマ対向壁の構造を簡略化

することが可能であるとともに，万が一の真空環境

への冷却媒体の漏えいを考慮する必要がありませ

ん。しかしながら，プラズマの放電時間およびその

間隔が主として機器の熱容量によって制限されるた

め，高出力での長時間放電を行うためには，プラズ

マ対向壁を強制的に冷却することが不可欠となりま

す。このような理由から，ITERにおいては水冷式

のプラズマ対向壁が採用されています。

1．ダイバータの構造
プラズマ対向壁の中で，特に高い熱負荷を受ける

ダイバータの構造について説明します。ITERのダ

イバータにおいては熱負荷の大きさに応じ，表面材

料として２種類（タングステン，CFC : Carbon Fiber

Composite 材）の材料が採用されています。第 6図

にダイバータへの熱負荷の分布を示します。ITER

のダイバータでは，インボード側とアウトボード側

の鉛直ターゲットのストライクポイントと呼ばれる

高熱負荷受熱機器の一部に局所的に高い熱負荷が入

射するため，この部分の表面材料には熱伝導率が純

銅を上回るような高熱伝導性のCFC材が使用され

ます。一方，他の入射熱負荷の低い部分の表面材料

には，CFC材に比べ熱伝導率は劣るものの，耐熱

性が高く，プラズマからの粒子負荷による損耗量が

・CFC : Carbon Fiber Composite，炭素繊維強化複合材

・等高線は磁気面を示す

第 4図 JT�60 U のダイバータ周辺部の構造２，３）

第 5図 ITERのダイバータ周辺部の構造（冷却管の構

造は第７図に示す）

第 6図 ITERダイバータの熱負荷分布

横軸はインボード側鉛直ターゲット頂部を基点とし，

ドームからアウトボード側鉛直ターゲットにかけたプ

ラズマ対向面上に沿った距離を示す。
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少ない上，燃料となるトリチウムの吸蔵量が少ない

という観点からタングステンが使用されます。これ

らの表面材料は，水冷された熱シンクあるいは冷却

管にロウ付け等の方法によって冶金的に接合され，

プラズマからの熱負荷を定常的に除熱します。熱シ

ンクや冷却管の構造材料には熱伝導性および耐久性

を考慮し，銅合金の１つであるクロム�ジルコニウ
ム銅が用いられます。

第 7図に ITERのダイバータ（鉛直ターゲット）の

構造を示します。この構造において特徴的なこと

は，冷却管としてスワール冷却管と呼ばれる高性能

冷却管を採用していることが挙げられます。スワー

ル冷却管は内部にステンレス鋼またはインコネル製

のねじりテープを挿入しており，冷却水に旋回流を

生じさせることによって除熱性能を向上させたもの

です。第 8図にスワール冷却管と単純な円管（平滑

円管）の片面加熱場における入射限界熱流束（冷却管

の外表面に入射する熱流束で定義）を比較したもの

を示します。同一の冷却水軸流速で比較した場合，

スワール冷却管の入射限界熱流束は平滑管に比べて

高く，ITERの設計値となっている軸流速10 m�s
において，スワール冷却管の入射限界熱流束は平滑

管の1．5倍以上の値となっています。なお，近年，

このスワール冷却管と同等の除熱性能をもち，構造

が比較的簡単なスクリュウ冷却管と呼ばれる冷却管

が開発され，ダイバータ用冷却管としての採用に向

けて伝熱流動試験や耐久性試験が行われていま

す４，５）。

また，ITERのダイバータのもう一つの特徴とし

て，カセット型構造を有することが挙げられます。

ITERでは，ステンレス鋼製のカセットボディと呼

ばれる筐体に鉛直ターゲット等の高熱負荷受熱機器

を固定し，それらをトーラス方向に54個設置するこ

とによりダイバータを構成します。カセットボディ

は各高熱負荷受熱機器に対する支持構造と，冷却水

のマニフォールドを兼ねています。ITERではD�T
放電を行うため，それに伴い発生する中性子によっ

てダイバータを含むプラズマ対向壁が放射化しま

す。このため，遠隔保守機器によるプラズマ対向壁

のメンテナンスを考慮し，ダイバータではこのよう

なカセット形式の分割構造を採用しています。さら

に，２～３年に１回と見込まれるダイバータ交換時

においても，損傷した高熱負荷受熱機器のみを交換

し，カセットボディを再利用することによって放射

性廃棄物の発生量を可能な限り低減する設計となっ

ています。

2．第一壁の構造
第一壁もダイバータと同様に，既存装置では表面

材料を台座を介して真空容器に機械的に接合する慣

性冷却方式を採用しているものが多く，また ITER

では水冷式を採用する設計となっています。第 9図

に ITERの第一壁の構造を示します。ITERの第一

壁はダイバータに比べ入射する熱負荷が最大0．5

MW�m２と低いため，スワール冷却管のような特殊

第 8図 スワール冷却管と平滑円管の入射限界熱流束４）

テープねじり比とは，テープが180°回転するのに要す

る冷却管軸方向長さと内径との比で定義される。

第 7図 鉛直ターゲット（インボード側）の構造
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な冷却管を採用する必要はありません。またダイ

バータと異なり，クロム�ジルコニウム銅製の熱シ
ンクに円形断面の冷却流路が機械加工され，内部に

ステンレス鋼製の冷却管が備えられます。それらは

熱間等方加圧（HIP）法によってステンレス鋼製の

バックプレートと呼ばれる支持構造とともに一括し

て接合されます。一方，第一壁はプラズマ対向壁全

面の約80％を占めるため，その表面材料にはプラズ

マとの適合性が強く求められます。ITERでは第一

壁の表面材料として，粒子負荷等によるスパッタリ

ングによってプラズマへ表面材料粒子が混入して

も，プラズマへの影響が小さい低原子番号材料であ

るとともに，酸素不純物を低減する性質を有し，ト

リチウムの吸蔵量も比較的少ないベリリウムが採用

されています。このベリリウムタイルと熱シンク部

をより低温のHIP 法によって接合して第一壁を製

作します。

Ⅳ．お わ り に

プラズマに面する壁は，炉心プラズマと機器の単

なる境界ではなく，ブランケットを炉心プラズマか

ら保護したり，あるいは炉心プラズマに影響を与え

たりする機能を持った壁です。将来の定常核融合炉

において，長期間プラズマを安定に制御し，またブ

ランケットを安定に動作させるためには，適切な壁

材料の選択や耐熱機器の開発は重要課題のひとつと

なります。従来，核融合炉開発において，炉心プラ

ズマ開発研究とブランケット等の炉工学機器の開発

研究は，独自に進められてきたといっても過言では

ありませんが，プラズマに面する壁の開発において

は，プラズマ制御および材料開発の両分野が密接に

連携をとりながら開発研究を進めていかなければな

りません。
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核融合プラントは外からみれば，リチウムと重水

素が入り，電気と熱が出る，というブラックボック

スで，プラズマは見えません。エネルギーと物質の

出し入れの特性は核融合の社会への適合性を左右す

る特徴であり，その役割を担う，核融合反応と一般

社会との接点になる装置が，ブランケットです。熱，

中性子，放射線，材料の問題として原子力工学で培

われてきた知識が最もよく利用される部分でもあり

ます。

Ⅰ．ブランケットはどのような機能を
持っていますか？

核融合発電の仕組みを第 1図に示します。ブラン

ケットは，プラズマからの中性子を受け止め，①エ

ネルギーを熱媒体に与えるエネルギー変換，②トリ

チウムをつくる燃料生産，③中性子遮蔽，の３つの

機能を持っています。

核融合のエネルギーは，

D＋T→４He（3．52 MeV）＋n（14．06 MeV）

（第１章（１）式）

の核反応で発生し，それを工学的に利用可能な形に

するのが①の機能です１）。

第 2図に示すように，核融合炉心のエネルギーの

流れには，反応で発生する α 線，中性子線からの
２つの経路があります。α 粒子はプラズマの温度
を上げ，反応を開始，維持するために，外部からの

エネルギーとともに使われます。定常状態では同量

のエネルギーが放射や粒子の形でプラズマから出て

いき，周りを囲むブランケット第一壁やダイバータ

の表面に熱負荷を与えます。一方，発生エネルギー

のうち約80％をもつ高速中性子はプラズマと相互作

用せず，周りのブランケットの内部まで侵入しま

す。ブランケットは厚さ１m前後の容器で，中に

トリチウム増殖材であるリチウム含有物質を充填し

熱媒体（冷却材）を流します。中性子はこの中で減速

して充填物を加熱し，またトリチウムを生成する６Li

＋n ＝T＋α などの核反応でも発熱が起きます。こ
れら２つの経路の熱を熱媒体が運び出すことで核融

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（６）Blanket

that converts energy, and produces fuels : Satoshi
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連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

第６回 エネルギー変換を行い，燃料を生産する

ブランケット
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第 1図 核融合炉とブランケット

第 2図 核融合炉のパワーフロー
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合エネルギーが利用可能な形に変換されます。ブラ

ンケットは熱を中間熱交換器や蒸気発生器に供給す

るループが閉じて完成することになります。

エネルギーを発生するプラズマ部分と，それを受

け，変換するブランケットが空間的機能的に離れて

いることが核融合炉ブランケットの工学的な特徴の

原因となっています。このため，ここではトカマク

型を例にしていますが，ヘリカル型や他のプラズマ

とじ込め，レーザー等の慣性閉じ込め核融合など，

プラズマの部分が違ってもブランケットの基本的な

機能は共通です。一方，同じ炉心プラズマに対して

も，取り出される温度は，構成材料や熱媒体によっ

て様々です。このため核融合のエネルギー利用系

も，軽水炉と類似の蒸気タービン，高温ガス炉で考

えられている高効率ガスタービン，高温熱利用など

様々な可能性があります。これは核分裂炉で冷却材

とともに炉心構造が変わるのとの大きな違いで，軽

水炉や液体金属炉，ガス炉など，分裂炉の異なる炉

型とその利用法の違いは，核融合ではブランケット

の違いになります。

ブランケットの第２の重要な機能は，核融合反応

の直接の燃料であるトリチウムの製造です。ブラン

ケットでの中性子とトリチウムの流れを第 3図に示

します。DT反応では１個の中性子発生とともにト

リチウム１原子が失われます。トリチウムは天然資

源がないので，ブランケットでは
６Li＋n →T＋４He＋4．8 MeV （第１章（４）式）

などの反応で，中性子をリチウムと反応させてトリ

チウムを１個以上生成し，それをプラズマに供給す

ることで反応を維持します。DT反応中性子１個に

対するブランケットでのトリチウムの発生数を

TBR（Tritium Breeding Ratio，トリチウム増殖比）

といい，TBRが１を超えないと運転を継続できな

いという，非常に重要なパラメータです。中性子の

散逸や材料，熱媒体による吸収，ブランケットの設

置できない面がある（被覆率＜１）ため，この反応の

みではTBRが１を超えることはなく，中性子の増

加が必要となります。高速中性子による
７Li＋n→T＋He＋n－2．5 MeV（第１章（５）式）

反応や，n�２n 反応を起こすBeや Pbを中性子増

倍材として利用して，局所的なTBRをだいたい1．3

か1．4にすることで，プラントで総合したTBR＞１

が確保できます。

こうしてブランケットで生成したトリチウムを回

収し，プラズマに供給するループが機能してはじめ

て，核融合プラントは成立します。つまりDT核融

合炉は本質的に増殖炉であり，高速炉燃料サイクル

と比較すれば，トリチウムは Pu，６Li は238U に相当

することになります。消費される燃料資源として外

部から供給されるのは重水素とリチウムですが，燃

料サイクルは炉に直結してブランケットとプラズマ

の間で閉じており，外部からは見えません。

100万 kW級の発電炉の消費するトリチウムは１

日数百 gですが，プラズマ中に存在する燃料（DT）

は高々数秒分，燃料サイクルに相当するトリチウム

循環系でもせいぜい数日分で，ブランケットで製造

されたトリチウムはその日のうちに消費されます。

このことは年単位の燃料をプラントで持っている核

分裂とは大きな違いです。燃料がすべて燃えると仮

定したときの潜在的な保有エネルギーが少ない，燃

料サイクルがプラントで閉じて，外の社会で燃料や

核物質の運搬を必要としない，というのは長所で

す。

３番目の重要な機能は遮蔽です。上記のような核

融合中性子の減速（エネルギー変換），吸収（燃料製

造）に伴い，プラズマからの中性子はブランケット

で遮蔽され，その外には出ません。核反応に付随し

て発生する γ 線も遮蔽します。ブランケットの外
側には真空容器，さらにその外には超伝導磁石があ

り，照射損傷から守る必要があります。特に超伝導

磁石中の絶縁材は照射に敏感です。また核発熱は磁

石の冷却系への大きな熱負荷になるため，これも可

能な限り低減します。ブランケットと，その外側に

さらに設置する遮蔽の能力が十分高ければ，さらに

外側にある機器の放射化を極めて低いレベルに保

ち，それが放射性物質として判定されるレベルを下第 3図 ブランケットと中性子とトリチウム
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回れば核融合炉で発生する放射性廃棄物の量を大幅

に減らすことも可能です２）。

（磁場）核融合炉の設計では，ブランケットはプラ

ズマと真空容器に挟まれて厚さが厳しく制限されま

す。必要な遮蔽性能を満たすブランケットが厚いと

真空容器や超伝導磁石の大きさがそれだけ大きくな

り，装置の建設コストに大きく影響します。インボー

ド側といわれるドーナツの中心側では，ブランケッ

トの設計は特に厳しい空間的制約で行います。外側

では，プラズマ加熱用のポートなどブランケットの

設置できない部分があり，ストリーミング等の遮蔽

上の問題があります。

これら三大機能のほかにも，ブランケットは，プ

ラズマからの粒子や放射によるエネルギー負荷をプ

ラズマ側の面―第一壁で受け止めたり，またプラズ

マに対しては導電性の壁としてプラズマの不安定性

の抑制に寄与したり，あるいは磁性体であるフェラ

イト鋼の特色を生かして，磁場の不均一（リップル）

を緩和したり，といった役割もあります。受動的に

は，プラズマのディスラプションの時には，発生す

る電磁力に耐える機能も必要です。ブランケット

は，中性子照射による構造材の照射損傷によりプラ

ント全体に比べると短い寿命となると考えられてい

ます。また，トリチウム親物質である６Li は消耗さ

れるので，定期的に交換や補充する必要があり，放

射性廃棄物，稼働率に大きく影響します。これらも，

「機能」とは少し違うかもしれませんが，ブランケッ

トに要求される特徴です。

以上のようにブランケットは，どのようなエネル

ギーを供給し，どのような廃棄物を出すか，といっ

た特性を大きく左右すると考えられ，将来，核融合

炉が社会に受け入れられ，エネルギー供給に貢献す

るための視点を取り入れた，総合的な性能を考慮し

ながら開発が進められています。

Ⅲ．ブランケットにはどのような
種類がありますか？

前述のようにブランケットは，複数の方式が同じ

トカマク型の核融合炉に対して適用が考えられ，選

択しながら開発を進めたり，交換の機会に性能を向

上したり，という柔軟性があり，多種類の研究開発

が現在同時に進行しています。これは，核分裂炉で

炉型ごとに開発戦略を独自に構築する必要があった

のと違って，短期間に合理的に技術開発を進めるこ

とができます。一方，ブランケットは，当面最重要

課題であったプラズマ性能の向上と関係がなかった

ため，ほかの構成機器と異なり，今までに一度も試

作，試験されていない，という特徴（？）があります。

ITERではじめて，複数の形式のテストブランケッ

トモジュール（TBM）が各極によって試験される計

画です。本格的な発電能力を持つブランケットはそ

の次の発電実証段階を待つことになります。

現在考えられているブランケットの使用材料を整

理して第 1表にまとめて示します。それぞれ，構造

材料，トリチウム増殖材，中性子増倍材，熱媒体（冷

却材）の組合せにより技術的な難易度や，期待され

る性能，開発の進展度合いや取組みに特徴がありま

す。

まず「固体ブランケット」と「液体ブランケット」が

あり，これは増殖材の違いで分かれます。固体は，

リチウム化合物（酸化リチウム Li２O，チタン酸リチ

ウム Li２TiO３など）を焼結した小球体を充填したぺブ

ルベッドが代表的です。生成したトリチウムはヘリ

ウムガスをパージして回収します。液体では，金属

Li，LiPb（共融点合金），溶融塩FLiBe などが増殖

材として考えられ，この液体を流動してブランケッ

ト外でトリチウムを回収します。熱媒体を兼ねるこ

とができるためブランケット構造を簡略化できる可

能性があり，また運転中に常に Li 含有量を調整で

きるという利点があります。

熱媒体により，ガス冷却ブランケット，水冷却ブ

ランケット，などの分け方もできます。ヘリウムガ

スは化学的に安定で安全性が高い一方，水や液体金

属の方が高い発熱密度に適用することができ，装置

の小型化が可能です。液体増殖材を，他のヘリウム

などの熱媒体で冷却する概念もあり，欧州による

第 1表 ブランケット材料の組合せ

近未来 先進

増殖材 Li２O，Li２TiO３，

Li４SiO４，Li２ZrO３

LiPb

Li２O，Li２TiO３，

Li，FLiBe，LiPb，LiSn

増倍材 Be，Be12Ti，（LiPb），

（FLiBe）

Be，Be12Ti，（LiPb），

（FLiBe）

熱媒体 圧力水，He 超臨界水，He，LiPb，

Li

構造材 低放射化フェライト

鋼

ODS鋼，

バナジウム合金

SiCf・SiC 複合材
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ITER テストブランケットの概念がこれに当たりま

す。液体増殖材とヘリウムの両方で冷却する dual

coolant と呼ばれる概念もあり，材料の進展により

段階的な高温化を目指すものです。材料の組合せに

ついては，古くは1984年に Blanket Comparison and

Selection Study３）があり，いま現在検討されている

ブランケット―増殖材，増倍材，冷却材（熱媒体），

構造材の組合せ―については，このころすでに提案

がなされています。

ブランケットは定期的な交換を必要とするので，

そのための構造によっても分類されます。ITERで

は数百個のモジュールに分けて１つずつ交換します

が，将来炉の設計では，ドーナツ型を10個程度のセ

クターに分け，一括で交換する方法が多くみられま

す４）。交換時間の短縮，工程の簡素化には有効です

が技術開発はこれからです。

第１表のように，近未来�先進ブランケットとい
う分け方もできます。近未来型としては，現在 ITER

での試験が予定されている，ヘリウムガス冷却ペブ

ルベッド，水冷却ペブルベッド，ヘリウム冷却

LiPb，が候補です。使用温度は300℃程度から将来

的には500℃程度で，軽水炉を上回る高効率が期待

されます。構造材には低放射化フェライトマルテン

サイト鋼を用い，わが国では，次章のように，水冷

却固体ブランケットが主案として，日本原子力研究

所を中核として開発が進められています。

先進ブランケットは，高温ヘリウムガスや，液体

金属 Li，LiPb，溶融塩を用いて500℃以上の温度帯

の高温を得る概念で，より一層の先進性を材料に要

求します。材料と得られる温度の関係を第 4図に示

します。先進材料はより使用温度が高く，超臨界水

の火力発電で得られるような高い熱効率が期待でき

る一方，開発段階は鉄鋼材料より遅れています。900

℃以上の温度帯では SiC 複合材があり，動力炉設計

では最近 LiPb との組合せが注目されて，前記 dual

coolant 方式による開発が考えられています。ガス

タービンによる50％以上の発電効率や，水素製造等

の熱利用により，今世紀後半のエネルギー供給によ

り大きな貢献が期待されます５）。

ブランケットはこのように，開発段階，目標性能

で様々な種類があり，ITERでもTBMは各極独自

の研究として，今後の国際競争の場になると考えら

れています。社会がエネルギー技術に求めるもの

は，供給力，安全性，信頼性，燃料自給，経済性，

環境影響，社会受容性，廃棄物，実現性など様々で

す。これらを市場や社会の要求にあわせて，必要な

タイミングで満足することが，核融合の実用化に際

して重要であり，多種類のブランケットで未来の要

求に応えることを考えているということができま

す。

Ⅲ．ブランケットはどのように
設計しますか？

1．設計のポイント
ブランケットは，プラズマで発生する中性子を利

用して，核融合炉の運転に必要な燃料（トリチウム）

の生産とエネルギーの取出しを同時に行うもので

す。言い換えると，ブランケットは，プラズマに最

も近接して設置され，強い熱や中性子の負荷を受け

止めて，利用できるものに変換する機器ともいえま

す。ブランケットの設計をするときに考慮しなけれ

ばならない重要な点を第 5図に整理して示します。

表面熱負荷は，第一壁の詳細構造と寸法の決定の主

要因となり，中性子壁負荷は，ブランケットの内部

構造の決定の主要因となります。また，後方の機器，

第 4図 ブランケットの温度と対応できる材料 第 5図 ブランケットの設計の要因の整理

491（６） エネルギー変換を行い，燃料を生産するブランケット

日本原子力学会誌, Vol. 47, No. 7（2005） （ 57 ）



特に超電導磁石への中性子照射が強いと，核発熱に

より超電導状態消失するクエンチという現象が発生

します。これを防ぐための中性子の遮蔽も重要な役

目です。粒子負荷により，プラズマに面する第一壁

は，スパッタリングをうけて損耗し減肉していきま

す。その防止のために，第一壁表面には保護材を取

り付ける必要があります。ブランケットに作用する

主要な負荷のうち，表面熱負荷や中性子壁負荷など

は，定常的に作用する運転条件ですが，それら以外

に，プラズマが急速に消滅する「ディスラプション」

のときには，ブランケットに渦電流やハロー電流が

誘起され，その電流とトロイダル磁場との相互作用

で強い電磁力が発生します。この電磁力は，ブラン

ケットの外形構造や後壁の支持構造の決定の主要因

になります。本連載講座の第２回に述べられていま

すが，発電するための高性能のプラズマではディス

ラプションの可能性が出てきます２）。ディスラプショ

ンが発生すると，ブランケットを鉄鋼材料のような

金属で構成している場合は，渦電流やハロー電流が

流れ，大きな電磁力が発生します。そのような場合

でもブランケットや他の機器が壊れないようにする

必要があります。また，ブランケットを設計すると

きは，ブランケットが受けるこれらの負荷に対し

て，構造や材料の健全性を保ちつつ機能を発揮する

ように，使う材料を選び，構造と各部分の寸法を決

めていきます。また，ブランケットは，中性子照射

を受けますので，材料の照射損傷や，トリチウム生

成による増殖材のリチウムの損耗が許容範囲内とな

るように，ある期間の運転後にブランケットの交換

をします。そのため，交換保守機器と整合する構造

にする必要もあります。また，エネルギーの効率的

取出しのために，高温高圧の冷却材を使用するの

で，その漏洩などに対して安全性を確保できる設計

とする必要もあります。これらの設計の要因は，相

反する設計要求となるものがあり，これらをうまく

整合を取ることが，重要な設計課題です。たとえば，

表面熱負荷に耐えることと，高いTBRを得ること

と，構造の剛性を高めること，などは相反する設計

要求の典型的な例です。

2．設計のコンセプトを決める
ブランケットが受ける負荷はプラズマの設計で決

まります。一般的には，高性能のプラズマにすれば

するほど，ブランケットが受ける負荷は強くなり，

またブランケットの取付けに許されるスペースも狭

くなりますので，ブランケットの設計や製作が難し

くなります。ですから，ブランケットの具体的な設

計の前に，炉システムの設計の初期の段階で，これ

らの値は，「ブランケット構造としてこの程度は許

容できる」，「プラズマとしてこれなら発電プラント

の可能性がある」，「他の炉工学機器はこの程度が可

能」というように，すべての機器の間でよく方針を

検討してバランスよく基本設計条件を決めることが

重要です。ブランケットの設計例を，構造材として

鉄鋼材料を使用し，増殖材にリチウムセラミックの

固体増殖材を使用する場合を例に取って説明しま

す。

典型的な設計条件３）は，表面熱負荷１MW�m２，
中性子壁負荷５MW�m２です。これらの値は，これ
までの設計研究の経験から，鉄鋼材料�固体増殖材�
水冷却の場合の「だいたいこれらの値が上限」と思わ

れる値です。実際には，第 6図に示すように，ブラ

ンケットの置かれる場所によって分布がありま

す６）。詳細な設計ではこれらの分布を考慮して最適

化をする必要がありますが，基本設計の段階では最

高値で設計を進めます。もうひとつの設計の重要な

荷重となる電磁力は，ディスラプションのシナリオ

とブランケットの外形構造・真空容器内の配置と

いった詳細情報をもとに，計算で推定します。しか

し，このような詳細情報は，設計情報がなければ得

られませんので，設計を進めつつ電磁力解析と応力

解析を行い，さらに設計の改良をするという試行錯

誤を行って設計を進めます。現時点で詳細設計が進

んでいる ITERを例に取ると，典型的なブランケッ

トの大きさとして，幅1．4 m×高さ1．1 m×厚さ0．45

mの場合，ブランケットの外形構造に発生する渦

第 6図 中性子壁負荷と表面熱負荷分布の例６）
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電流を小さくするために，外形構造に工夫をしまし

た。最終的には，幅0．35 mの間隔で縦方向に「きれ

め」（スリット）を設けることで，渦電流の低減と外

形構造の剛性を両立しつつ，電磁力により発生する

トルクを支持構造で受け止めることが可能な設計と

しています７）。これをそのまま，発電をするための

増殖ブランケットに当てはめると，構造物が多すぎ

て十分なトリチウム増殖性能が得られなくなった

り，ブランケット後壁に取り付ける支持構造物が大

きくなりすぎて必要な配管を配置できなくなる，と

いった不都合が生じますので，核融合発電の実現の

ためには，ディスラプションを回避したり条件を緩

和する技術の開発は，ブランケットの設計にとって

も大変重要なことです。また，考慮するべきディス

ラプションのシナリオの情報も設計条件として重要

です。

設計を始めるには，冷却材の種類，温度，圧力を

決める必要があります。これらはブランケットの構

造設計の基本条件です。鉄鋼材料を構造材に使用す

る場合，冷却材の種類は，水冷却とガス冷却があり

ます。水冷却の場合，除熱性能が良好で，発電プラ

ントの実績も豊富ですが，ブランケットの内部に冷

却水が漏洩した場合，高温での増殖材や増倍材との

反応性を考慮しなければなりません。一方，ガス冷

却でヘリウムを使用する場合は，反応性はありませ

んが，除熱性能が劣ります。これらを勘案して，ど

ちらか選ぶ必要があります。また，温度と圧力は，

構造材の温度を適正に保つことと，より高温で高い

発電効率を得ることを考慮して決めます。冷却シス

テムの全体構成は，ダイバータの冷却もしなくては

ならないこと，その熱も利用しなければならないこ

とを考慮して，プラント全体として整合が取れるも

のにすることも重要です。

3．設計を具体化する
冷却材の条件を決めたら，ブランケットの構造設

計を始めることができます。第一歩は，トリチウム

増殖材と中性子増倍材をどのような構造で配置する

かという，構造概念の「たたき台」を作ることから始

まります。高いTBRが得られるか，除熱のための

冷却が効率的にできるか，配管を引き回せるか，実

際には作れないような矛盾する構造になってない

か，などを考え合わせながら，構造案を作ります。

第 7図に，構造概念の例を示します８）。この構造案

は，プラズマに面して平行に，増殖材，増倍材と交

互に配置し，各層の間を冷却パネルで仕切る案で

す。この場合，配置が単純で，増殖材層，増倍材層

が中性子の入射方向に垂直な方向に区分けされてい

るために，リチウム燃焼度や照射損傷，ヘリウム生

成量などのダメージの多少に応じた効率的な増殖材

のリサイクルが可能というメリットがあります。

構造案が決まったら，次に設計条件の中性子壁負

荷に応じた核計算をし，TBRと中性子照射による

発熱率（核発熱率）の値を計算します。そして，その

核発熱率をもとに温度分布の計算をして，構造の各

部の温度が，それぞれの材料の許容範囲内であるか

確かめます。また，トリチウムの増殖比（TBR）が

十分な値かどうかを確かめます。満足していないな

ら，構造案を改良して満足できる結果が得られるま

で繰り返します。詳細な核計算は，労力，時間や費

用が掛かりますので，初期検討の段階では，構造を

１次元に均質化したモデルで概略の計算が有効で

す。第 8図にその結果の例を示します８）。計算の対

象としているモデルのTBRは，計算で得られた

TBRの分布を積分することで計算でき，この値が

十分な値かどうかを判定します。第７図のような構

造の場合は，この１次元の計算でもかなりよい推定

値が得られます。１次元の均質化モデルが実際の構

造案とかけ離れている場合も，第１近似値として有

効です。その場合は，モジュール規模で３次元の核

計算を行う必要があります。簡略化した構造のモ

ジュール１個分程度なら，パソコンでも十分可能で

す。構造寸法や真空容器内の配置や他の機器の構造

が決まったら，真空容器１セクター全体を含むモデ

第 7図 ブランケットの構造例８）
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ルで３次元の核計算をして，プラントとしてのトリ

チウム増殖性能が十分であることを確認します。

第一壁の構造設計では，プラズマによる前方から

の表面熱負荷，構造材の核発熱，そして，増殖材の

核発熱による後方からの熱負荷を考慮します。ま

た，第一壁の厚さは，ブランケットモジュールが保

持するべき圧力とモジュールの外形寸法と使用する

構造材の機械強度から決めます。また，第一壁のプ

ラズマ側の肉厚は，表面熱負荷と構造材の熱伝導

度，冷却材温度と熱伝達率から最高温度を計算でき

ますので，簡単な計算でも，材料の許容温度範囲内

かどうかの推定はできます。

ここまで，寸法の設定ができたら，より詳細な設

計や解析を始めます。ブランケットが本当に作れる

か，作るためにどんな研究や技術開発をしなければ

ならないかを洗い出しながら，構造設計を進めてい

きます。また，安全性を確保するためにどんな構造

にしなければならないかも考慮して構造を改良して

いきます。

ブランケットの設計は，研究開発の成果である最

新の設計データを反映して，常に更新し改良を加え

ていくべきもので，設計自体が研究活動でもありま

す。また，設計を進めることで，研究開発の指針を

示すこともできます。設計と研究開発は相互に補完

しあうもので，両者を同時に進めることによって開

発が前進するものです。
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Ⅰ．核融合炉ではどのような構造材料
が考えられていますか？

1．核融合炉ブランケットの構造材料の
環境と求められる特性

これまでのプラズマ実験装置においては，プラズ

マの発生・制御の実験を安全かつ確実に行うことが

主目的でした。そのためプラズマを作り出す真空容

器には，加工性，信頼性や価格などの経済性などを

考慮してステンレス鋼などが構造材料として使われ

てきました。このようなプラズマ実験装置と将来の

発電を行う核融合炉とが根本的に異なるのは，核融

合炉ではD�T反応によって核融合反応が起こり，
大量の14 MeV中性子が炉心プラズマから出てくる

ことです。核融合炉では，この中性子の運動エネル

ギーを熱に変えて電気などのエネルギーを得るとと

もに，ブランケットにおいて増殖材中のリチウムと

核反応を起こさせ燃料のトリチウムを製造します。

核融合炉からエネルギーを経済的に作り出すために

は，発電を効率よく行って，より多くのエネルギー

を得るとともに，かつ増殖によって燃やした燃料よ

り多くの燃料を得なければなりません。そのために

はできるだけ多くの中性子が必要となります。

一方で，この中性子の運動エネルギーが熱に変わ

るには，中性子が材料中の原子や電子と衝突を起こ

し，最終的に原子の格子振動，すなわち熱にならな

ければなりません。ところがこの衝突によって材料

中には格子原子のはじき出しが起こり，材料中の原

子の配列などの構造が変わることがあります。もう

一つはこの衝突の時にある割合で格子原子との核反

応が起こり，格子原子が別の元素に変わってしま

う，いわゆる核変換がおこるのも核融合炉のもう一

つの重要な特徴です。この別な元素が不純物とな

り，また材料の誘導放射能の原因となります。この

ようにより多くのエネルギーを得ようとすると，よ

り多くの原子レベルの欠陥と，核変換で生まれた不

純物元素や放射性核種を生むことになります。

ブランケット構造材料のように，高エネルギーの

中性子を多く浴びる機器では，構造材料の中に欠陥

が蓄積し，さらに誘導放射能が発生します。材料の

信頼性を保ち，使用中あるいは廃棄後の環境負荷と

なる放射能を減らすための対策として，�誘導放射
能の発生が少ない元素を構造材料に選ぶ，�材料の
組織を熱処理や合金化で工夫することにより，はじ

き出し損傷による欠陥の発生が少ないか，あるいは

欠陥をすみやかに消滅させることで劣化の少ない材

料を開発する，という２つの方法が取られていま

す。

2．ブランケット用の低放射化構造材料とは
核融合炉では，構造材料の誘導放射能をできる限

り少なくすることによって，炉の運転期間中の保守

性の向上や，炉の廃棄時の放射性廃棄物の低減を図

ることが可能となり，核融合炉のライフサイクルに

わたっての環境負荷を低減することができます。そ

のために，さまざまな元素について14 MeV中性子

照射による放射化断面積が調べられ，誘導放射能の

少ない元素の探索が行われてきました。第 1図は第

一壁領域で核融合炉でのスペクトルの中性子照射を

９MWa�m２だけ受けた場合の各元素１cm３あたりの
放射性核種の量の時間変化を示したものです。（１

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（７）

Optimum Materials for the Realization of Fusion

Reactor : Akira HASEGAWA, Kimihiko TSUCHIYA,

Etsuo ISHITSUKA.

（2005年 ５月20日 受理）
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MWa�m２とは，中性子のエネルギーを受ける壁面
１m２あたり，毎秒１MJのエネルギーを１年間（a：

annual）受けた時の積算照射量を意味します。14

MeVの核融合中性子の照射量で約1．4×1025個�m２

に相当します。）左端の初期値が異なるのはそれぞれ

の元素の生成断面積の違いによります。求められる

低放射化特性としては，①放射性元素の生成量が少

なく，②早く減衰することです。例えば，第１図の

Si のような減衰曲線を持つ元素が望ましいことに

なります。実際には生成量だけではなく放射性核種

から放出される放射線の種類やエネルギーなどを勘

案し，さらに照射後の構造材料の表面線量率や崩壊

熱などを考慮する必要があります。また最も大事な

ことは，そのような低放射化元素の組合せが構造材

料として使用可能かどうかにあります。例えば純 Si

は，半導体材料としては非常に優れた材料ではあり

ますが，脆くて構造材料として使用できません。よ

り現実的な低放射化構造材料を得るために，核計算

によって，いわゆる低放射化元素として Si，V，Cr，

Ti，Fe，Cなどがリストアップされました。これ

らの元素の組み合わせ，構造材料として使用できる

ものを検討し，これまでのところ以下の３つの候補

材料が提案されています。

� Fe�Cr�CにWなどの低放射化元素を加えて
高温強度などを調整した低放射化フェライト鋼

例）Fe�（８～9％）Cr�２％Wを中心とする組
成のフェライト鋼。添加するCrやWの濃

度が多少異なったものをそれぞれの研究機関

で独自の名前を付けています。例えばF82H

（日本原子力研究所（原研）が作製した鋼），

JLF�１（日本の大学連合が作製した共通試料
用の鋼），MANETや OPTIFER（EUで作製

した共通試料の鋼）などがあります。

� V�Ti�Cr を基本組成とするバナジウム合金
例）V�４Ti�４Crの組成を中心として侵入型不純
物元素を低減させた合金。例えば，NIFS�Heat
（核融合科学研究所（NIFS）が大型溶解を目的

として作製したV�４Cr�４Ti 合金塊（約200
kg）から取った試料の呼び名）などがありま

す。

� Si�Cを基本成分として，SiC 繊維と SiC マ
トリックスとを複合化した SiC�SiC 複合材料
例）高結晶性の SiC 繊維を強化材として，SiC

をマトリックスとして充填した複合材料。

構造材料として使われる場合，それぞれの機器部

材において特有の荷重（自重，電磁力，大気圧，熱

応力など）を受けます。また，それぞれの使用環境

（温度，冷却材など一緒に使われる材料との化学的

環境，中性子照射量など）に応じて適した材料があ

り，これらの条件を勘案して材料の選択が行われま

す。さらには構造材料の特性が機器の想定使用期間

内において，中性子照射によって起こる材料の特性

変化が想定される許容範囲内の変化にとどまってい

ることを確認する必要があります。

核融合炉機器の中でもブランケットはプラズマに

近く，プラズマからの高エネルギーの中性子にさら

されます。ブランケットは発電のための除熱と放射

線の遮蔽，および燃料の生産を受け持っているの

で，その構造材料は核融合炉の中でも最も過酷な環

境におかれています。ブランケットの構造材料とし

て求められる特性は，

�高い中性子フルエンスに耐える
�使用温度で十分な強度を有する
�高い熱流束に耐える
�低放射化特性を有する
�使用する化学環境下での健全性を有する
	工業的基盤（製造性，加工性など）を有する
などが挙げられます。

�～�は材料そのものの特性であり，�は冷却材
など周辺の材料との組合せに依存するものです。	
は核融合炉という大型機器を経済的に，かつ十分な

第 1図 核融合炉第一壁領域で中性子照射を９MWa�
m２受けた各元素の炉停止後の放射性同位元素

の減衰１）
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信頼性をもって製作する上で必須のものです。また

核融合炉は非常に大きな機器システムですから，工

業的規模で構造材料を作る必要があります。例え

ば，原研が設計活動を行った SSTR（Steady State

Tokamak Reactor：定常型トカマク炉）を例にとる

と，ブランケット構造材料として約1，000 t もの低

放射化フェライト鋼が必要であるとの試算がありま

す。実験室レベルでの優れた材料の開発はもちろん

ですが，核融合炉構造材料として使われるために

は，工業規模での材料の製造・加工の技術的基盤の

確立までが求められています。

材料の特性はその中心となっている元素の特性に

依存します。特に使用温度がその影響を顕著に受け

ます。第 2図はこれまでに得られたデータを元に推

定したそれぞれの低放射化構造材料の使用可能な温

度と，中性子照射量を示したものです。縦軸は使用

温度を示し，横軸は中性子の壁負荷，すなわち照射

量を示し，10 MWa�m２が約100 dpa に相当します。
（dpa : displacement per atom。構成原子１個当たり

の平均のはじき出しの数をいいます。１dpa とは，

すべての原子が１回その格子位置からはじき出しを

起こすだけの損傷量に相当します。しかし，１dpa

の照射を受けたとはいっても，はじき出し損傷が一

瞬で起こるわけではないので，固体がばらばらにな

ることはありません。）

この図面中の境界線は，ある物性値がそれ以上変

化すると機器が使用に適さなくなるという限界を温

度と照射量でプロットして得られたものです。例え

ば空孔型の欠陥が集まって直径10～100 nm程度の

気泡（ボイド）を作って体積が増加するボイドスエリ

ング（体積膨張）は，体積変化が２％以上になったら

機器中の内部応力が高くなって使用できなくなると

して，スエリング２％以上になる領域を除いていき

ます。またある使用温度以下では照射欠陥の集合体

が細かく高密度にできるので，照射硬化が大きくな

り，延性・脆性遷移温度（DBTT）が高くなってしま

うことがあります。例えば，フェライト鋼では照射

温度が100℃以下ではDBTTが照射線量にあまり依

存せずに高くなるので使用可能範囲から除きます。

このようにして残った中央の白い部分が材料の使用

可能な領域を示す設計許容範囲（デザインウィンド

ウ）です。この部分が横に広いということはそれだ

け長く使用できるということを意味し，縦の幅の広

さは使用できる温度範囲が広いことを意味します。

ただ，数10 dpa を越えるデータについては，フェ

ライト鋼以外の材料では十分なデータが取られてい

ないので推定値です。また「Heの効果」について「？」

が付いているのは，はじき出し損傷と同時に発生す

る核変換Heによって，注目している特性変化がよ

り低温，より低照射領域に広がる可能性があること

を示しています。

さて，発電を目指した核融合炉は，「できるだけ

高温」で，かつ「長く」使えることが求められます。

この図から200 dpa 程度まで使用可能な温度範囲は

低放射化フェライト鋼では400～500℃，バナジウム

合金では400～700℃，SiC�SiC 複合材料では800～

第 2図 低放射化構造材料の候補材料における使用温

度と中性子壁負荷による使用温度領域２）；

（a）低放射化フェライト鋼，（b）バナジウム合

金，（c）SiC�SiC 複合材料
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1，000℃となります。現在，さらにこの設計許容範

囲を広げるために合金元素の添加や，不純物元素の

低減化さらに熱処理の工夫などが行われ続けていま

す。さらにこの設計許容範囲を確定するために，デー

タをより精度よくとるための照射研究などが続けら

れています。特にHeとはじき出しの同時効果につ

いては強力中性子源（核融合中性子照射による材料

中での核反応とはじき出し生成を模擬するために，

加速器を使って大電流（125 mA）の40 MeVの重水

素ビーム作り，これをリチウムに当てて出てくる高

密度の高エネルギー中性子（エネルギーは40 MeV

以下）が得られます。この中性子を材料に照射し，

材 料 試 験 を 行 う た め の 実 験 施 設 を IFMIF

（International Fusion Material Irradiation test

Facility：国際核融合材料照射試験施設）といいま

す）を使った高い粒子束による検証が必要であると

考えられています。

このような材料ごとの使用温度範囲から，いくつ

かのブランケットの概念が提唱されています。それ

は使用可能な温度範囲によって冷却材の選択条件が

変わってくるからです。現在進められている核融合

炉の設計活動をまとめると第 1表のようになりま

す。それぞれの材料の使用温度範囲や冷却材との共

存性に応じてブランケットのシステムの設計例が提

案され，その安全性や信頼性などの観点から材料に

関してさまざまな検討が加えられています。

Ⅱ．現在の構造材料の開発状況はどう
なっていますか？

現在のところ前述の３つの低放射化構造材料が提

案されていますが，それぞれの材料でこれまで材料

の開発のための工業的な蓄積が全く異なります。例

えば，核融合炉用機器を作製できるような大型素材

の製造や，実物大の機器システムを製造し，加工や

溶接などの検討などの工学的な実証段階にある低放

射化フェライト鋼と，核融合炉構造材料として最適

な組成や熱処理を決めるための，いわゆる素材開発

段階にあるバナジウム合金と SiC�SiC 複合材料の
ように大別できます。フェライト鋼は現在の鉄鋼業

の工業基盤の延長部分が多く，現時点では核融合炉

材料としての実現性が一番高いのですが，先に述べ

たように使用温度領域が比較的低いので，将来の発

電炉として考えた場合，プラントの効率があまり高

くできません。一方，バナジウム合金や SiC�SiC
複合材料は，現状では工業材料としての基盤は十分

ではありませんが，より高温で使用できることか

ら，今後の材料開発の結果次第では50％近い効率を

実現できる可能性があることから，先進ブランケッ

ト用材料として位置づけられています。

これまでの研究結果を元に，現在の各構造材料の

主要開発課題をまとめると以下のようになります。

（ 1） 低放射化フェライト鋼

・熱疲労などによる欠陥の生成・成長および破壊

の発生に対する耐照射性の評価

・環境の照射下での化学的効果を含む挙動の評価

と改良

・強磁性体であるフェライト鋼構造体の高性能プ

ラズマ制御への影響

（ 2） バナジウム合金

・液体金属冷却材におけるMHD圧力損失低減の

ための絶縁性被膜の開発

MHD（Magneto�Hydro�Dynamic）圧力損失。
電磁流体圧力損失ともいいます。磁場中を液

体金属のような導体が流れるときに，電磁誘

第 1表 磁気閉じ込め型核融合炉の設計例とブランケットにおける材料の組合せ３，４）

設計例 SSTR FFHR ARIES�RS DREAM ARIES�AT

構造材料 フェライト鋼 フェライト鋼 バナジウム合金 SiC�SiC 複合材料 SiC�SiC 複合材料
増殖材料 固体増殖材 溶融塩Flibe 液体金属 Li 固体増殖材 液体金属 Pb�17% Li
冷却材 加圧水 溶融塩Flibe 液体金属 Li He ガス 液体金属 Pb�17% Li
冷却材温度

入口�出口（℃） 285�325 450�550 330�610 600�900 650�1，100

SSTR：定常型トカマク炉（日本原子力研究所での設計例）， FFHR：ヘリカル炉（核融合科学研究所での設計例）

ARIES�RS,ARIES�AT：トカマク炉（米国カリフォルニア大学での設計例）
DREAM：トカマク炉（日本原子力研究所での設計例）

Flibe：フッ化リチウム（LiF）とフッ化ベリリウム（BeF）からなる溶融塩
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導により液体金属中に電流が生じ，さらにこ

の電流とこれによって発生する磁場によって

液体金属にはその流れとは反対方向に，流れ

を押し戻すような抵抗力が発生します。液体

金属の流れが速いほど大きな抵抗力が発生し

ます。

・溶接性を含む加工性に関する技術開発

（ 3） SiC
SiC複合材料
・繊維�マトリックス界面制御などによる強度お
よび熱伝導特性に関する耐照射性の改良

・不純物制御などによる低放射化特性の改善

・接合を含む複合材料の製造および大型構造物へ

の加工技術の開発

・ヘリウムガスの気密性の確保

また，これらの材料に共通する課題として，

・14 MeV中性子照射によるはじき出し損傷と

He等の核変換生成元素の同時生成による耐照

射性の評価があります。

それぞれの材料開発の現状を次にまとめます。

1．低放射化フェライト鋼
８～９％のCrと２％前後のWの添加を基本組

成としたF82Hや JLF�１，MANET，OPTIFERな
どのフェライト鋼が具体的な素材として検討されて

います。特に原研が作ったF82Hは，IEA（国際エ

ネルギー機関）の国際共同研究としてこれまでに５t

の素材の溶解を２回行い，大型素材の製造実績を

作っています。これらの素材を用いて国内の研究機

関はもとより，世界各国の研究機関でラウンドロビ

ン試験が行われ，照射・非照射を含めた多くのデー

タが集められつつあります。特に中性子の重照射後

のデータについては，日米協力の下で米国の原子炉

を使って多くの材料データが蓄積されています。ま

た原研では現在，検討が進められている ITERを

使ったテストブランケットモジュールについて，低

放射化フェライト鋼を使用したモジュールの設計を

進めており，加工性や溶接性の課題を具体的に検討

するために，第 3図に示すように，実際にF82Hを

使ったブランケット作製に必要なHIP（Hot

Isostatic Pressing：熱間等方圧プレス法。粉末原料

や部材などを薄肉の容器に入れ，高温環境下で高圧

の気体などを圧力媒体として容器の外側から等方的

に圧縮力を加えて押し固めて素材や部材を作る方

法）による冷却水構造体の作製と，その熱負荷試験

が行われています５）。

このほか，低放射化フェライト鋼の使用上限温度

を600～650℃程度にまで上げ，さらに超臨界水など

を冷却材として使用することができれば，発電炉の

効率を上げることが可能となることから，より耐熱

性，耐照射性に優れた酸化物分散強化（ODS）鋼

（Oxide Dispersion Strengthening Steel，大きさが

nm前後の微細な酸化物粒子が材料中に均一に分散

するように作製された鋼）の開発も進められていま

す。

2．バナジウム合金
これまでの研究の結果から，耐照射性の観点か

ら，V�４Cr�４Ti の組成を中心に数100 kg レベルの
大型の素材が米国，日本，ロシアで作製されていま

す。バナジウムは活性な金属で，酸素，窒素，炭素

などの不純物によって特性が左右され，これらの不

純物が少ないほど中性子照射後の特性劣化が少ない

ことがわかっています。そのため製造にあたっては

真空中あるいは不活性ガス中での溶解が必要で，素

材レベルからの純度管理が大切です。核融合研では

これらの不純物を低減したNIFS�Heat を作製し，
その材料データを取得するとともに，溶接や被覆，

冷却材との共存性などを調べています。第 4図は

NIFS�Heat の200 kg のインゴットとそれから作製
された試験片の例を示したものです６）。このように

して作製した試料を用いて，素材や溶接部材の中性

子照射による特性の変化や，バナジウムの場合に増

殖材として考えられている金属リチウム中での使用

の際に課題となっているMHD圧力損失低減のため

の被覆の作製やその共存性について，日米協力事業

により重点的に研究が進められています。

またバナジウムの資源についても，従来の鉱石か

らの素材ではなく，より安価に得られる石油の脱硫

過程で廃棄物として得られるバナジウムを精製して

用いる方法が日本で開発され，合金作製に供されて

第 3図 F82Hを使ってHIP により作製した冷却構造体５）
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います。

3．SiC
SiC複合材料
SiC�SiC 複合材料はここ数年で大きな進歩を遂げ

ています。その主な理由は強化繊維として使用され

る SiC 繊維の改良と開発が進み，耐照射性に優れた

高結晶性・化学量論組成（Si と Cの組成がぴったり

１：１で，余剰の Si や Cのない組成のこと）の先進

SiC 繊維が工業レベルで生産されるようになったこ

とと，気泡のほとんどない複合材料の高密度マト

リックスを作製する方法（NITE法：ナノインフィ

ルトレーション遷移共晶相法。nmサイズの SiC の

微細な粉末に助剤を加え，加熱して溶解させた Si

の液相中で SiC に反応させる方法）が開発されたこ

とによります。この先進 SiC 繊維を使用することで

800℃，1，000℃の数 dpa 照射でも複合材料強度の

低下が起こらないことが日米協力による米国の原子

炉照射試験の結果明らかになり，耐照射性複合材料

設計指針の有効性が確認されました。現在，さらに

上限使用温度を確認するための高温・重照射の研究

計画が進められています。一方，ガス冷却ブランケッ

トの課題とされた気密性についても，NITE法によ

る素材では従来材の10－６以下程度にまで低減するこ

とが確認され，真空容器としても十分なレベルにま

で達しています。第 5図はNITE法で作製した種々

の形状の製品を示したものです７）。このような管や

薄板の部材を接合する方法も開発されており，現在

は大型部材化とその信頼性などが検討されていま

す。SiC�SiC 複合材料は高温ガスタービンや宇宙用
材料，さらに第４世代の原子炉の材料としても検討

されており，核融合以外の分野での応用を拡大する

ことで，今後，核融合炉部材を作製する上で必要と

なる工業規模での製造性や経済性が向上することが

期待されています。

Ⅲ．機能材料の開発の現状はどうなっ
ていますか？

1．トリチウム増殖材料
（ 1） トリチウム増殖材とは何ですか

トリチウム増殖材は，核融合炉の燃料であるトリ

チウムを効率よく作るための材料です。固体増殖ブ

ランケットを採用した核融合原型炉では，トリチウ

ム増殖材として，酸化リチウム（Li２O），チタン酸リ

チウム（Li２TiO３）などのリチウムを含むセラミック

が代表的な候補材です。形状については，スエリン

グや熱応力の緩和の観点から，直径１mmぐらいの

微小球が良いとされています。

トリチウムを生成するためのリチウムの核反応は

以下の式で表されます。
６Li＋n→４He＋３H （１）
７Li＋n→４He＋３H＋n′（En＞2．8 MeV） （２）

（１）式は熱中性子で反応し，反応断面積は940バー

ン（中性子エネルギー En＝0．025 eV）です。（２）式

は高速中性子で反応し，反応断面積は0．355バーン

（En＝14．1 MeV）となり，前者に比べて３桁小さな

値です。実際の核融合炉では，中性子スペクトルを

考慮すると，トリチウム生成に対する６Li の寄与

が７Li より約２桁大きくなることから，６Li を濃縮し

たトリチウム増殖材を用いたほうが効率よくトリチ

第 5図 NITE法で作製された SiC�SiC 複合材料
厚板，コンバスタータライナ，薄板，パイプ７）

第 4図 NIFS�Heat の200 kg の イ ン ゴ ッ ト，細 径
チューブ，内圧型クリープ試験体，TIG溶接体６）
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ウムを作れると考えられています。

（ 2） どんな特性が必要となるのですか

トリチウム増殖材に求められる特性としては，Li

原子密度が高く，中性子吸収断面積が大きい核種が

含まれないこと，トリチウムを容易に放出する（ト

リチウム保持時間が短い）こと，熱伝導率が大きく，

熱膨張率が小さいこと，スエリングや放射性生成物

が少ないこと，化学的に安定（例えば水と反応しに

くいこと）で取扱いが容易であることなどが挙げら

れます。

現在考えられている候補材料の特性はそれぞれ一

長一短があります。例えば，初期に研究された Li２O

は，Li 原子密度が大きいこと，熱伝導率が高いこ

となどの利点はありますが，水との反応性が高く化

学的安定性に欠けること，Li の質量移行が大きくト

リチウム増殖比（TBR）の低下や腐食性の LiOHに

よる構造材の損耗などの欠点もあります。このため，

トリチウムを容易に放出すること，スエリングが小

さいこと，化学的に安定であり取扱いが容易である

ことなどから Li２TiO３が有力な候補材と認識されて

います。最近の研究では，水素雰囲気中での Li２TiO３

中の Ti の還元による特性（非化学量論性（組成変

化），結晶構造，熱物性等）変化や中性子もしくはイ

オン照射下の材料の特性（トリチウム放出，スエリ

ング等）変化が調べられており，それらの特性がわ

かりつつあります。

（ 3） どのように作るのですか

トリチウム増殖材は，押出し法，転動造粒法，湿

式造粒法（第 6図）で微小球を作ります。現在は，湿

式造粒法が大量製造に向いていること，製造コスト

も抑えられることなどから実用性の点で有望なもの

として期待されています。この方法では，材料が変っ

ても製造方法をほとんど変える必要がないため，そ

の他のリチウムセラミックスにも使うことができま

す。現状の装置を改良することにより年間約150 kg

まで製造できる見通しが立っています。

（ 4） もっと機能を高めるための工夫は

最近では，Li２TiO３について，高温で長時間使用

しても，トリチウムの放出に影響する結晶粒成長を

抑制することができ，かつ水素雰囲気でも還元しに

くくするために，Li２TiO３中に微量の酸化物を添加

する方法が検討されています。このほか，トリチウ

ム生成に関する寄与は，６Li（天然のリチウムには６Li

が約7．5％しか含まれていない）が大きく，希少資源

であることから，リサイクル利用するための研究も

行われています。

2．中性子増倍材料
（ 1） 中性子増倍材とは何ですか

核融合炉の燃料であるトリチウムを消費する以上

に作り出すためには，中性子がたくさん必要になり

ます。中性子増倍材は，文字どおり中性子を増やす

ための材料であり，トリチウムを効率よく作るため

に必要な材料です。

第 6図 湿式造粒法の概念図（関 昌弘編，核融合炉工学概論（日刊工業新聞社）より転載）
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中性子増倍材としては，鉛やベリリウムなどが候

補材となっていますが，中性子増倍反応が大きいこ

と，原子数密度が高いこと，中性子増倍反応のしき

いエネルギーが低いこと，中性子吸収断面積および

捕獲断面積が小さいこと，融点が比較的高いことか

ら，各国で開発が進められている固体増殖ブラン

ケットではベリリウムが第一候補材になっていま

す。また，形状については，スエリングや熱応力の

緩和の観点から，トリチウム増殖材と同じように直

径１mmぐらいの微小球が良いとされています。

ベリリウムの主な核反応は（３）～（７）式の通りで

す。ベリリウムは中性子を増倍する能力が高いので

すが，中性子が当たることによってヘリウムが生成

し，材料特性が変化して寿命を短くすることなどが

心配されています。
９Be＋n→８Be＋２n （En＞2．7 MeV） （３）
８Be→２４He （T１�２＝0．067 fs） （４）
９Be＋n→６He＋４He（En＞1．4 MeV） （５）
６He→６Li＋β － （T１�２＝0．808 s） （６）
６Li＋n→４He＋３H （７）

（ 2） どんな特性が必要となるのですか

前述した核特性のほかに，高い熱伝導率，良好な

耐中性子照射特性，高い機械強度，高い化学的安定

性，組織安定性，構造材料等との良好な共存性，低

い誘導放射能，冷却材との低い反応性，廉価で大量

製造が可能なこと，取扱いが容易なことなどが必要

とされています。

ベリリウムを600℃以下で使用する場合には，上

記の特性をほとんど満足します。ただし，中性子照

射を行うと，核反応で生成されるヘリウムが構造材

中の数十倍以上になるため，スエリングしやすいこ

と，機械的な強度や熱伝導率が低下することなどが

心配されています。

現在までに取得された中性子照射データとして

は，JMTRや EBR�II などを用いた照射試験によっ
て，ITERレベル（He生成量：約3，000 appmHe，

appmHe は Be 原子に対するHe原子の生成量を

ppmで表した単位）の照射量では問題ないことが確

認されています。しかし，実際の核融合炉ではこの

約７倍までのデータが必要になります。このため，

この第一歩として，ヘリウム生成量が約6，000

appmHe を目指した重照射試験が国際協力で進め

られています。

このほかに心配しなければならない特性として，

水冷却ブランケットにおいて事故時に問題となる高

温水蒸気との反応や生成したトリチウムの放出があ

ります。

高温水蒸気との反応では，事故時にベリリウムが

高温の冷却水と反応すると，次式で水素が発生し，

安全上，問題となります。これは，ベリリウムが非

常に酸化しやすいという特性があるためです。

Be＋H２O→BeO＋H２ （８）

トリチウムの放出に関しては，ベリリウムの使用

温度が低いために，生成したトリチウムが放出され

ずにたまりっぱなしになり，事故時に高温になると

一気に放出することが心配されています。これは，

ベリリウムの表面酸化膜がトリチウムの拡散を遅く

してしまうためです。

（ 3） どのように作るのですか

ベリリウム微小球は，回転電極法で作ることがで

きます。製造方法の概念図を第 7図に示します。ベ

リリウム製の回転電極をアーク放電で溶かすと，溶

けたベリリウムは遠心力で飛ばされている間に固ま

り，微小球ができます。現状の装置では年間120 kg

ぐらい作ることができます。

（ 4） もっと機能を高めるための工夫は

最近では，融点が高く，酸化しにくい材料である

ベリリウムとチタンなどとの合金（ベリリウム金属

第 7図 回転電極法の概念図（関 昌弘編，核融合炉工

学概論（日刊工業新聞社）より転載）
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間化合物）が研究されています。これまでの研究で

は，ベリリウム金属間化合物の一つであるBe12Ti

は，ベリリウムと比較してスエリングが小さいこ

と，トリチウムがたまりにくいこと，構造材と反応

しにくいことなどがわかってきました。このため，

ベリリウム金属間化合物を使うことにより，安全

で，高い発電効率を目指したブランケットが成立す

るのではないかと期待されています。
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Ⅰ．トリチウム燃料処理技術

1．核融合炉ではなぜトリチウムを
処理する必要がありますか

本特集の「第１回 核融合炉の概要」で，すでに説

明がありましたように，核融合炉では重水素のみあ

るいは重水素とトリチウムの混合ガスをプラズマ状

態で燃焼させエネルギーを得ます。燃焼させるには

プラズマ温度を数億度まで加熱する必要があります

が，重水素とトリチウムの混合物の方がより低温で

核融合反応します。したがって，最初に実現される

自給型核融合炉はD�T核融合炉と考えられていま
す。将来D�D核融合炉が実現された場合でも，炉
内ではD�D反応（D（d，n）３He, D（d，p）３T）でトリチ

ウムも生成されますので，放射性同位体トリチウム

を取り扱い，処理する必要があります。D�３He 核融
合炉でもこの主反応に比べて少量ですが，D�D反
応も同時に起こりますので，依然としてトリチウム

を処理する必要があります。

核融合炉でトリチウムを処理するのは，主に次の

２つの理由からです。１つは，磁場閉じ込め，ある

いは慣性閉じ込めのいずれの場合にも，核融合反応

で消費される燃料が注入量に対して高々数％程度で

すので，未反応の燃料を処理して効率よく利用する

必要があるためです。そのため，含まれている不純

物原子を取り除き，精製し，未燃焼の燃料を抽出し，

プラズマに再び供給します。もう１つの理由は，天

然にごく微量しか存在しない放射性物質のトリチウ

ムを使用するため，核融合反応で生じる中性子とリ

チウムの核反応を利用して自己生産し回収する必要

があるためです。核融合炉でDTガスを燃焼する間

に，一部のトリチウムガスが配管壁や装置接合部を

通して漏れないようにするとともに，トリチウムが

不純物と一緒に排出されないように回収する必要が

あります。

第 1図でトリチウム比放射能と管理濃度値を比較

しています。核融合炉トリチウム工学で現れる濃度

は，この図からわかるように1020桁にも及びます。

それぞれの領域で関与する物理，化学現象や測定装

置も異なります。本稿では，特に核融合炉燃料のト

リチウムを取り扱いますので，図の上方の濃度領域

に相当しますが，環境トリチウム濃度は比較的下方

の領域であって，トリチウム処理，計測と管理につ

いて他の工学にはない非常に高い技術が必要になる

ことがわかります。トリチウムの安全性に関しまし

ては，まとめて他の節で説明がありますので，本節

では処理技術に着目して説明します。

第 2図に示すように，核融合炉燃料としてトリチ

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（８）Fuel

cycling system for tritium recovery: Satoshi FUKUDA,

Takumi HAYASHI.

（2005年 ７月21日 受理）
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第８回 トリチウムを扱う燃料循環システム

―気体状トリチウム燃料の取扱い技術

九州大学 深田 智，日本原子力研究所 林 巧

第 1図 各種状態のトリチウム放射能の比較
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ウムをプラズマに供給し，一部燃焼させた後，排気

し，排ガスを精製し，同位体分離し，貯蔵して，ま

た核融合炉に供給するループを作る必要があり，こ

れをプラズマ運転と並行して運転する必要がありま

す。そのために次節以降で示すような技術を十分に

確立する必要があります。以下では，現在までに達

成されたあるいは達成されつつある技術研究を中心

に解説します。

2．核融合炉からトリチウムを含む燃料を
どのように排気しますか

磁場閉じ込め核融合炉では，高温に加熱されたD�
Tプラズマの一部が燃焼します。燃焼とともに加速

された粒子が第一壁やダイバータにぶつかります。

それらはそのまま内部に取り込まれるものもありま

すが，一部は表面の原子をはじき出して，プラズマ

中に含まれます。また一度取り込まれたものの大部

分は壁表面からもとのプラズマに戻ります。不純物

原子はプラズマ中の電子の運動を制動放射して減速

しプラズマ温度を下げますので，プラズマを排気す

る必要があります。排気圧力は10－５Pa 以下の超高

真空が要求されています。一方，慣性閉じ込め炉は

パルス運転ですが，燃料供給時に不純物があると，

適切な高密度プラズマが生成しないので十分な排気

と燃料トリチウムの精製が必要です。排気には磁場

の影響を受けないようセラミック製ターボ分子ポン

プが開発され，また液体ヘリウム温度に冷却された

パネル上にガス分子を凝縮させて排気するクライオ

ポンプも有望な手段と考えられています。ITERで

は高真空排気ポンプとして後者のクライオポンプが

採用されています。

3．トリチウムを含む燃料排ガスからトリ
チウムを含む水素同位体をどのように
分離しますか

第 3図のように，燃料処理システムに運ばれてく

るガスの主成分は，燃え残りの重水素とトリチウム

で，これ以外に水素，ヘリウム，メタン，アンモニ

ア，酸素，窒素等がごく少量含まれていると考えら

れています。これから水素同位体のみを選択分離す

る過程は大きく２つに分けて行われます。まず各種

不純物を含むガスから水素同位体のみを精製分離

し，次の水素同位体分離工程に運ぶ工程と，分けら

れた不純物ガスには，トリチウムを含む化合物（例

第 2図 核融合炉燃料サイクルの模式図１）

第 3図 燃料精製システムの機能を構成
（プラズマ排ガス中の水素同位体成分を効率よく精製し回収する）
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えば，炭化水素やアンモニア等）が含まれるので，

これらの不純物ガスを分解し，トリチウムを回収

し，次の水素同位体分離工程に運ぶ工程の２つで

す。

前者の水素同位体のみを精製分離する工程では，

パラジウム合金膜（Pdが水素化物に相変化し割れな

いようにAg，Pt，Au等の貴金属を少量混ぜた合

金）を通常使います。Pdは数ある金属のうちで，事

実上，最も水素透過係数が大きい金属で，300～400

℃の温度でガス混合物から水素のみを選択的に透過

する性質を持っています。このため燃料排ガスから

水素同位体を選択的に分離するのにパラジウム拡散

器が最も合理的と考えられています。不純物（メタ

ンやアンモニア）の一部は合金表面で水素同位体を

分離しますが，多くの不純物ガスは透過せず分離さ

れます。この分離された不純物からトリチウムを高

い回収率で分離するために，日米欧等の ITER各国

あるいは日本国内においても大学や核融合研でいろ

いろな方法が検討されました。例えば，�ニッケル
触媒で不純物を分解するとともにDTガスを Pd�
Ag合金膜拡散器で分離する方法，�H２ガスと不純
物を Pd�Ag合金膜を介して向流接触させ，HTに
同位体交換し回収する方法，�メタンなどをすべて
酸化し，トリチウム水蒸気と炭酸ガスにした後，気

相電気分解で水素同位体に還元する方法，�プロト
ン導電性固体酸化物電解質セルを用いて，不純物を

DTガスとそれ以外に分解し，Pd�Ag膜で分離す
る方法等が提案され実験検討されています。ITER

の燃料排ガス処理設備では，��を組み合わせた方
式を採用し，入口と出口のトリチウム濃度の比（通

常，除染係数と呼ばれます）で10８の値（上述の精製

と回収の２つの工程を総合した値）が設計目標とさ

れています。

4．水素同位体混合物からトリチウムを
どのように分離しますか

本節では，水素同位体（水素，重水素，トリチウ

ム）の混合物を各同位体に分離するプロセスを説明

します。大きく分けて２つのプロセスが提案され，

その１つが深冷蒸留法です。液体ヘリウム冷却材を

使って各水素成分の沸点以下に冷やすと，水素同位

体は液化します。水素，重水素，トリチウムの各純

成分の沸点は20．4 K，23．6 K，24．9 Kであり，沸

点の違い（あるいは沸点近くの温度での蒸気圧の違

い）を利用した蒸留法で同位体分離を連続的に行う

ことができます。蒸留法は石油精製プロセスや酸素

分離等工業的に広く利用されている方法ですが，問

題は極低温であること，原子種でいうと３成分です

が，分子種では６成分の水素同位体が混在すること

です。単一の蒸留塔で６成分を分離することはでき

ませんが，いくつかの塔を組み合わせて連続的に同

位体分離を行うことが考えられています。計画で

は，約５m程度の塔を複数本用意し，気液接触を

よくする充填材を詰めた蒸留塔をいくつか組み合わ

せて，各塔の上部か下部から高濃度の水素，重水素，

トリチウムを分離して取り出すことが考えられてい

ます。欠点として，液体ヘリウム温度まで冷やすの

でそのためのエネルギーが必要であること，液体水

素を取り扱うので，冷媒が失われた場合でも液が蒸

発し，高圧トリチウムが漏れることのないよう設計

対応する必要があります。トリチウムを扱う場所で

は通常，グローブボックス内に装置を格納して外か

ら操作しますが，冷却材喪失事故を考慮して全体を

安全に設計する必要があります。

もう１つの同位体分離法としては，Pdあるいは

各種吸着剤の水素吸蔵あるいは吸着作用における同

位体効果を利用したクロマトグラフィがあります。

Pdはこれまで調べられた金属や合金の中で最大の

同位体効果を示し，常温付近で水素をよく吸蔵しま

す。一方，吸着剤は液体窒素温度に冷却すると重い

分子量のトリチウムをよく吸着します。水素同位体

混合ガスをパラジウム塔や低温吸着塔に供給すると

同位体効果の違いにより水素同位体が分かれて出て

きます。分け方にはいろいろあり，細かい点は別の

文献３）を参考にするとして，基本的にクロマトグラ

フィは分離の効率は高いけれども，１塔だけでは連

続プロセスにはなりません。圧力・温度スウィング

法は複数の吸着塔に違った４つ（加圧（降温），吸着，

減圧（加熱），脱離）のステップを繰り返し，水素同

位体混合ガスを交互に吸着塔に供給あるいは排気す

ることによって連続プロセスにする試みが研究され

ています。

5．トリチウムをどのように貯蔵しますか
トリチウムガスと重水素ガスを分別して貯蔵して

おくことは，トリチウム計量管理の上でも，また燃

料を供給するのにも有利なので，分別して貯蔵し，

必要なときに混合してプラズマに供給します。水素
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吸蔵合金は水素を液体水素と同程度の体積密度まで

貯蔵し保管できる材料です。必要な性質としては，

常温ではきわめて低い平衡圧力で保管でき，またト

リチウムを供給するのにそれほど圧力や温度条件を

変えずに操作できる材料であることです。古くから

劣化ウランがその高い水素吸蔵性能からトリチウム

貯蔵材料として米国などで使われていました。ウラ

ンは水素吸蔵脱離の繰返しとともに微粉化する可能

性があり，自然発火温度も低く，また，我が国など

では核燃料物質としての規制も受けることから，そ

れに代わる材料の一つとして ZrCo が研究されてい

ます。ZrCo はウランと同様な水素吸蔵性能を持ち，

常温で水素同位体を吸蔵し，真空で400℃まで加熱

するとほぼすべての水素同位体を脱離します。トリ

チウムの崩壊とともに３He が合金内に蓄積します

が，合金の劣化はそれほど進まないことがわかりま

した。貯蔵時の微量な崩壊熱量の測定からトリチウ

ムの計量管理が行われ，真空容器内のトリチウム蓄

積量の評価にも用いられる予定です。

Ⅱ．トリチウムの安全取扱

1．トリチウムをどのように安全に取り扱
いますか

トリチウムは，最大エネルギーが18．6 keVの β
線を放出し，半減期が12．3年の放射性同位元素で

す。エネルギーが弱いので体外被曝はほとんど無視

できますが，水素の同位体であることから，他の放

射性同位元素と比較すると，材料および空間内の拡

散など移行速度が大きく，種々の化学形に変化しう

る等，取扱いに注意を要する物理化学的性質をもっ

ています。核融合炉では１日に１kg以上のトリチ

ウムを，循環・精製して使用し（第２図参照），トリ

チウムが核融合炉施設内の広範囲にわたって多様な

化学形で存在することになるので，これらを適切に

閉じ込めて取り扱うことが安全上重要となります。

トリチウムの閉じ込めにおいては，核融合炉の安

全上の特徴を考慮した上で，トリチウムを取り扱う

機器等を十分な構造強度や気密度をもって設計する

など事故の発生を防止するとともに，万一の事故の

発生を仮定したとしても，影響の緩和ができるよう

閉じ込めの安全確保策を適切に講ずること（多重の

閉じ込めシステムの構築，第 4図参照）が基本とな

ります４）。

したがって，具体的にトリチウムをより安全に取

り扱うには，核融合炉の運転状態に応じて，自主的

に，�施設内のトリチウムの化学形・状態，量，分
布を的確に把握し，�限定された空間に閉じ込める
べく適切な機器，設備，区画等を設けることが重要

となります。さらに，たとえトリチウムがそれを閉

じ込めている機器などから異常に漏洩しても，�そ
のトリチウムを迅速に検知して，周辺の区画に閉じ

込め，�当該区画を負圧に維持しながら効率よく除

第 4図 核融合炉における放射性物質の適切な管理概念
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去するとともに，排出経路を限定（つまり排気筒等

から高所放出）することが重要となります。

本節では，上記の考え方に基づき，核融合研究に

係る世界の主要トリチウム取扱施設（第 1表参照）で

の実績と研究開発の現状に基づいて，万が一異常な

漏洩があった場合，トリチウムの検知から除去・回

収に至る一連の閉じ込めの流れを解説します。

2．トリチウムの漏洩をどのように検知し
ますか

圧力や流量の変化を検知する場合もありますが，

基本的には，トリチウムの放射能を検知します（第

１図参照）。以下，本節では低濃度側のトリチウム

計測手法を紹介します。

空気および排気中のトリチウム濃度測定には，連

続計測方式の電離箱（検出感度：約２×10４Bq�m３，
他の放射性希ガスとの弁別は課題）や比例係数管（検

出感度：約２×10３Bq�m３，メタン等の計数ガスが
必要，主に環境への排出ガス測定用）が用いられて

おり，全トリチウム濃度計測に利用されています。

また，バッチ式では酸化して水を回収し液体シンチ

レーション計数器（検出感度：Bq�l�水）で測定する
手法が利用されており，除湿塔と燃焼温度の違う触

媒酸化塔を組み合わせることで，簡便にHTO�HT
�メタン等を弁別測定することも可能です。連続計
測方式では，計測精度の向上のため，比例計数管の

エネルギー弁別による環境中のラドンとの弁別や，

逆同時計数法などによる外部 γ 線の除去などが実
用されていますが，さらなる感度向上や連続化学形

弁別計測に向けた研究開発が続けられています。

排水中のトリチウム濃度測定は，液体シンチレー

ション計数器で測定するバッチ方式が実用されてい

ますが，シンチレーションファイバの連続モニタリ

ングへの適用，各種膜を用いた有機物の弁別計測等

が研究されています。

原研�TPLでは，トリチウムの使用開始から現在
までの17年余にわたりトリチウムの漏洩などの事故

の経験は幸いにもありませんが，原研に設置した気

密空間内への計画的なトリチウム放出実験により，

モニタ（電離箱）配置と迅速検出性能が確認され，換

気流れの解析により適切なモニタ配置が選定できる

ようになりました５）。このことにより，トリチウム

濃度の異常な区画を通常空調換気系統から迅速に隔

離することができると考えています。

ちなみに，放射線障害防止法では，トリチウムの

化学形別（水素：HT，水蒸気：HTO，メタン，有

機物，その他化合物）に濃度限度が定められており，

おのおの管理区域内の１週間平均値や，事業所境界

等において環境へ排気および排水されるものの３ヶ

月平均値で管理します（第 2表参照）。なお，トリチ

ウムの濃度管理は，最も厳しい濃度限度（有機物）を

用いれば保守的であり，特段の問題はありません

が，将来的には有機物も含めた連続的な弁別モニタ

リングを確立することが重要であると考えていま

す。

3．雰囲気中のトリチウムはどのように
取り除きますか

管理区域内等の雰囲気中に透過・漏洩したトリチ

ウムは，一般に触媒で酸化され，生成した水蒸気

（HTO，DTO等）は吸着塔で捕集されて除去されま

す。これを触媒酸化�水分吸着方式と呼びますが，
核融合研究に関する大量トリチウム取扱い施設で

は，この方式のトリチウム除去設備（第 5図）を採用

しており，多くの実績があります（第１表）６）。

例えばトリチウム取扱い機器からの排気ガスな

ど，メタン状のトリチウムの除去を必要とする設備

では，前段に200℃，後段に500℃運転の貴金属触媒

第 1表 世界のトリチウム取扱い施設

許可量

（g）

保有量

（g）

T�plant 機器除去
設備（A）（m３�h）

グローブボックス用

除去設備（B）（m３�h）
建物区画用除去

設備（m３�h）

日本�原研�TPL 62 43 20 150 300

米国�LANL�TSTAa） Max, 200 ― 90 （A）設備へパージ 2，500

米国�PPPL�TFTRb） ５ ― 85 17 1，700

ドイツ�FzK�TLK 40 ～20 120 50 （A）（B）設備で対応

英国�culham�JET 90 ＜a few 500 （A）設備へパージ （A）設備で対応

a）現在は＜1．6 g， b）解体処分完了

627（８）トリチウムを扱う燃料循環システム

日本原子力学会誌, Vol. 47, No. 9（2005） （ 39 ）



酸化反応器（Pt�Rh等）を配置し，分子状トリチウム
（低温）とトリチウム化炭化水素（高温）を２段階酸化

する方式が用いられ，モレキュラーシーブ等の水分

吸着塔と合わせて，高い除染効率（TPL実績：99．99

％以上）が実証されています。なお，水分吸着塔は

定期的に昇温または高温乾燥ガスパージにより再生

され，吸着水を廃液として取り出し，後述する水処

理系でトリチウムを回収・再利用することになりま

す。

必要に応じ配置されるグローブボックスやセルな

どの小規模な閉じ込め区画用の除去設備には，上記

方式のほか，高温活性金属ベッド等でトリチウム不

純物成分を分解して水素化物として除去する方式も

実用化されています。トリチウム除去設備の系統構

成としては，区画内のプロセス機器の除熱を兼ねて

常時連続で循環除染処理をする場合や，トリチウム

濃度異常時にその区画のみを集中的に循環除染する

場合で異なり，閉じ込め区画数やその区画の雰囲気

制御の要請の有無（トリチウム濃度，酸素濃度，露

点，温度など）により，効率的に組み合わせて使用

します。

建家区画用など大規模な除去設備も，触媒酸化�
水分吸着方式が採用されていますが，核融合炉にお

いては設備が大型化するといった懸念から，気体分

離膜による減容など小型効率化の研究も実施されて

います。なお，建屋のトリチウム除去設備は，万一

の事故を想定したときの影響緩和設備としての要で

あり，高い信頼性を持って機能する必要がありま

す。その観点から，火災時など異常時に発生するガ

スとの共存により性能劣化がないことの確認（除染

効率：99％以上）のための試験等が続けられていま

す。なお，本設備は，事故時以外の保守作業時など

においても，トリチウム除去機能をもつ局所排気系

として従事者被ばくの低減や汚染の拡大防止に有効

利用されます。

4．取り除いたトリチウムはどのように
処理しますか

除去設備により除去したトリチウムは水分吸着塔

の定期的な再生により廃液として取り出され，トリ

チウム水処理設備に移送されます。トリチウム水の

処理には，主として２つの方式があります。１つは，

軽水とトリチウム水の沸点の差を利用する水蒸留法

と高温で水素�水蒸気の交換反応を利用する気相化
学交換法を組み合わせた設備です。もう１つは，水

素ガスと水（液体）を交流接触させ，水素�水蒸気の
化学交換と水蒸気�水の平衡を利用する液相化学交
換法と，水電解法を組み合わせた設備が開発されて

います。前者は，大量処理に制約が少なく，カナダ

の重水炉の重水精製設備として実用されています

が，分離性能が悪く，設備が大型化するという欠点

があります。後者は，大量処理には制約があります

が，小型で分離性能に優れているため，日本で新型

転換炉「ふげん」の重水精製設備として実用された実

績があります。トリチウム水処理装置としては，

ITERにおいて処理規模（トリチウムを含んだ廃液

処理量：平均20 kg�h）の観点から液相化学交換塔と
高分子膜�水電解法を組み合わせた装置が設計され

第 2表 トリチウムの濃度限度等

（放射線障害防止法，告示別表第１より）

化学形等

作業従事者における

空気中濃度限度

１週間平均値

（Bq�m３）

排気中または空気中

の濃度限度

３ヶ月平均値

（Bq�m３）

排液中または排水中

の濃度限度

３ヶ月平均値

（Bq�m３）

元素状水素 1．00E＋10 7．00E＋7 ―

メタン 1．00E＋8 7．00E＋5 ―

水 8．00E＋5 5．00E＋3 6．00E＋7

有機物（メタンを除く） 5．00E＋5 3．00E＋3 2．00E＋7

上記を除く化合物 7．00E＋5 3．00E＋3 4．00E＋7

第 5図 トリチウム除去設備概念系統図
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ており７），トリチウム濃縮水の電気分解で発生する

濃縮されたトリチウムを含む軽水素の一部を水素同

位体分離設備に移送・供給することによりトリチウ

ムを回収し，第２図の燃料サイクルで再利用してい

きます。また，将来の核融合炉において，大量の水

処理装置が必要になる可能性を考え，液相化学交換

法の処理能力を向上させるための前濃縮装置の開発

や水電解装置の高分子膜等の耐久性の向上に関する

研究も行われています。
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Ⅰ．は じ め に

今回の連載講座で取り上げる環状磁場閉じ込め核

融合炉では，本連載講座の第２回１）で記されている

ように，プラズマ閉じ込めのための磁場を作るトロ

イダル磁場（TF）コイル，プラズマ電流を誘起する

ための磁束変動を与えたり，プラズマの位置制御を

目的とするポロイダル磁場（PF）コイル（中心ソレノ

イド（CS）コイルを含む）を使用します。TFコイル

は定常運転をしますが，CSコイル，PFコイルは，

その磁場を変動させる非定常運転を行います。ま

た，TFコイルも，PFコイルが作る磁場の変動を

受けます。大型核融合装置の超伝導コイル・システ

ムの例として，ITERの超伝導コイル・システムを

第 1図に示します。

これらのコイルに超伝導導体が使用されること

は，すでに本連載の初回２）で説明されていますが，

本稿では，なぜ超伝導導体が必要とされるかをもう

少し詳しく説明します。また，現在，特性の異なる

複数の超伝導材料が開発されています。これらの特

性についても紹介し，どのような超伝導材料が核融

合炉に使用されるかを説明します。さらに，核融合

用超伝導導体，コイルの構造について，その構造が

採用された理由も含めて説明します。

Ⅱ．なぜ超伝導コイルが必要ですか

電流が流れると，その電流を中心として同心円状

に磁場が発生します。磁場の向きは，紙面に垂直に

紙面の手前から向こうに向かって電流が流れる場

合，時計方向となります。そして，磁場の強さは電

流値に比例して大きくなります。今，まっすぐな銅

線に大気中で１Aの電流を流すと，銅線から１m

離れたところの磁場は２×10－７T（１T=10，000

Gauss）となります。地磁気は４×10－５T程度ですか

ら，地磁気の約200分の１ということになります。

プラズマは物質が正イオンと電子（荷電粒子とい

います）に電離した状態で，電離した正イオン，電

子は磁力線の回りを回転しながら一定方向に移動し

ます。磁力線の周りを，円軌道を描きながら荷電粒

子が回転する運動をラーマー運動（第 2図）といい，

ラーマー半径 ρ は次式で表されます。
ρ＝｜e｜V⊥�mB （１）

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（９）

Superconducting coil to generate magnetic field for

plasma confinement : Norikiyo KOIZUMI, Arata

NISHIMURA.

（2005年 ６月24日 受理）

連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

第９回 プラズマ閉じ込めの磁場を作る超伝導コイル

日本原子力研究開発機構 小泉 徳潔，核融合科学研究所 西村 新

第 1図 ITER超伝導コイル・システム

第 2図 ラーマー運動
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ここに，｜e｜は電荷，V⊥は磁力線に垂直な速度成

分，m は荷電粒子の質量，B は磁場です。

磁場を強くすると，反比例の関係でラーマー半径

は小さくなり，それだけイオンは磁力線に引き付け

られ磁力線から離れにくくなります。これを「閉じ

込めが良くなる」と表現します。核融合は，正イオ

ンである原子核同士の衝突によって起こりますが，

衝突させるためにはできるだけ長い時間，原子核を

磁場中に捕まえておくことが必要なのです。

強い磁場を作り出すためには，コイルに大きな電

流を流す必要があります。電流を流す物質を導体と

いいます。通常は導体として，銅線，銅チューブ，

銅板が用いられます。銅は電気抵抗があるので

ジュール発熱が起こります。純銅の室温での抵抗率

は1．7×10－８Ω・mですので，断面積が ITER�TFコ
イル導体のそれと同等の1．5×10－３m２の銅チューブ

を考えると，１mあたりの抵抗値は1．2×10－５Ωと
なります。もし，この銅チューブを ITER�TFコイ
ルの導体と同等の５kmを使って，定格電流値であ

る68 kAの電流を流すとすれば，277 MWの発熱が

起こります。さらに，ITERでは18個のTFコイル

を使用しますので，都合277×18＝５GWの発熱が

起こります。発熱を低減するためには，銅チューブ

の断面積を増やし，さらに，銅チューブが溶けない

ように冷却水を流さなければなりません。そのた

め，非常に大きな断面の磁石しか作れないことにな

ります。また，断面積を増やしたとしても，大変な

電力を消費し（実際には１桁以上の合理化が期待で

きますが３）），発電を目的とする核融合炉にはふさわ

しくありません。

そこで，超伝導の出番です。超伝導状態とは電気

抵抗がゼロの状態です。残念ながら無限に電流を流

せるということではないのですが，超伝導材料だけ

を考えると１mm２あたり1，000 Aを越える電流を流

すことができます。よって，電流密度の高い（断面

積の小さい），損失の極めて小さい超伝導コイルに

よって，プラズマ中を飛んでいる電離した正イオ

ン，電子を捕まえる強い磁場を作り出すことができ

るのです。

Ⅲ．どのような超伝導材料がありますか

1911年に H. K. Onnes によって水銀の電気抵抗が

ゼロになる（超伝導）ことが発見され，コイルへの応

用が考えられました。しかし，超伝導材料には３つ

の制限があり，この制限を一つでも越えると超伝導

でなくなることがわかりました。その制限とは，臨

界温度（超伝導状態を示す最高温度），臨界磁界（超

伝導状態を示す上限の磁界），および臨界電流密度

（超伝導状態で流せる上限の電流密度）です。水銀の

場合には臨界磁界が低く，当初期待された高い磁場

を発生させることはできませんでした。その後，1950

年代に合金のNbTi や金属間化合物であるNb３Sn

などで代表される高い臨界磁界を有する超伝導材料

が発見され，1961年に６Tの高磁場を発生する超伝

導コイルが製作されました。その後もたゆまない開

発研究活動が続けられ，1970年代には，大型の高磁

場超伝導コイルが開発され，1998年にはすべてのコ

イルを超伝導化した大型ヘリカル装置（Large

Helical Device（LHD）４）；ITERなどのトカマク型装

置では荷電分離を避けるためにプラズマ電流でらせ

ん状の磁力線を作る１）のに対して，コイルをらせん

状に巻くことで，定常的な安定したらせん状の磁力

線を実現した実験装置；後述）がプラズマ実験を開

始しました。その後も，第 3図５）に示すように，NbTi

や Nb３Sn の臨界電流密度は大幅に向上し，大型超

伝導コイルへの応用が可能となっています。ITER

では，TFコイル，CSコイルの定格運転磁場が約13

T，約12 Tと高いため，これらのコイルにはNb３Sn

導体が使用されます。運転磁場の低い PFコイルに

は，より安価で加工性に優れたNbTi 導体が使用さ

れます。

1986年には銅酸化物超伝導材料が発見され，その

後，90 Kを超える高温で超伝導性を示す物質が次々

と発見されました。Bi 2212，Bi 2223，YBCOなど

の高温超伝導酸化物は，NbTi や Nb３Sn に比べて高

い磁場で大きな臨界電流密度（第３図）を有していま

第 3図 超伝導体の臨界電流密度
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すが，機械的ひずみに対する感受性（もろさ）などの

技術的課題もあり，核融合炉応用のためには更なる

技術の発展を待たなければなりません。また，急熱

急冷変態法という方法で製作したNb３Al 線も高い

臨界磁界を示し，高温超伝導材料と共に，将来の核

融合実証炉などへの応用が期待されています。

Ⅳ．核融合炉用超伝導導体はどのよう
な構造になっていますか

核融合炉用超伝導導体は，多数の細い超伝導線を

撚り合わせた構造を採用しています。本章では，始

めに，超伝導導体を構成する超伝導線（素線）の構造

を紹介し，その後，超伝導導体の構造について説明

します。

1．超伝導線の構造は
超伝導材料には内部への磁場の侵入を嫌う性質

（反磁性）があります。鉄などの強磁性体が変動磁場

を受けると，磁場の増加時と低下時でその磁化が異

なる（ヒステリシスがある）ためにヒステリシス損失

が発生します。反磁性体である超伝導体が，変動磁

場を受けると，磁場の侵入を打消すように超伝導電

流が流れますが，磁場の増加時と低下時でその流れ

方が異なり，磁化（反磁性なので負の磁化）にヒステ

リシスが生じます。このため，鉄などの強磁性体と

同様に，超伝導体が変動磁場を受けるとヒステリシ

ス損失が発生します。ヒステリシス損失は，磁場の

侵入を打ち消すように流れる超伝導電流に依存する

ため，臨界電流密度が高いほど，ヒステリシス損失

は大きくなります。また，超伝導材料の直径が太い

ほど，磁化が大きくなってヒステリシス損失が増大

します。ヒステリシス損失が大きい場合は，磁場変

動を受けたときに，導体温度が超伝導状態が壊れ始

める温度（分流開始温度）を超えて上昇し，常伝導転

移が起こり，常伝導部が伝播して，超伝導状態に復

帰できなくなります。超伝導の世界では，このよう

にジュール発熱によって超伝導導体の温度が上昇

し，そして，常伝導部が伝播して，超伝導復帰でき

なくなる現象をクエンチと呼んでいます。コイルを

安定に運転するためには，クエンチを避けなければ

ならないことはいうまでもありません。

超伝導線を使用する立場からは，明らかに臨界電

流密度が高い方が望ましく，通常は，超伝導材料を

極細のフィラメントに加工する技術が採用されてい

ます。ちなみに，ITER�TFコイルで使用するNb３
Sn 超伝導線に対しては，12 T，4．2 Kにおける臨

界電流密度が700 A�mm２以上，±３Tの変動磁場
に対するヒステリシス損失が１J�cm３以下の性能が
要求されており，超伝導フィラメントの直径は５µm
以下に設定されています。

また，超伝導コイルの運転時には，大きな電磁力

のために素線が動き，隣接する素線との摩擦によっ

て発熱するなどの熱擾乱が発生することがありま

す。NbTi や Nb３Sn を用いた超伝導導体は通常，液

体ヘリウム温度に近い4．5 K程度の温度で使用され

ます。このような極低温下では，金属の比熱が極め

て小さいため，熱擾乱の絶対値が小さくても，それ

による温度上昇は大きくなります。このために，素

線の温度が，一時的に臨界温度を超えてしまうこと

があります。超伝導材料は臨界温度以上では大きな

電気抵抗を示すため，一度，超伝導が崩れてしまう

と大きなジュール発熱が起こり，冷却能力が追いつ

かずクエンチに至ってしまいます。そこで，電気抵

抗が小さく安価な銅を抱き合わせて，超伝導材料が

常伝導転移した場合には，この銅に電流が流れるよ

うにします。これにより，ジュール発熱を小さくし

て，クエンチを回避することができます。

核融合炉用超伝導線の断面構成の一例を第 4図に

示します。極細の超伝導フィラメントを銅あるいは

銅合金の中に埋め込んだような構造が採用されてい

ます。さらに次節で説明するように，導体を構成す

第 4図 Nb３Sn 線断面図
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る超伝導素線を撚り合わせるのと同様の理由によっ

て，超伝導線に捻りを加えた構造を採用していま

す６）。

超伝導素線は，初め直径10 cm以上のビレットと

いう大砲の弾のような状態から，縮径加工を繰り返

して，最終的に，直径１mm以下の線まで加工して

いきます。その加工度は数万にも及び，フィラメン

トが断線しないように伸線加工を行うためには，多

くのノウハウが必要となります。日本の超伝導線

メーカーは世界的にも優れた技術を有しており，こ

のような縮径加工も上手に行うことができます。

2．超伝導導体の構造は
前述のように，銅の中に超伝導材料を配置するよ

うな構造を採用することによって，常伝導転移時の

素線のジュール発熱を低減していますが，さらに高

い冷却性能を得るために，多数の細い超伝導素線で

導体を構成して，超伝導線が冷媒と接触する総表面

積を大きくしています。この場合，最も簡単な導体

構造は多数の超伝導線を単に束ねた構造です。しか

し，単に束ねただけでは以下のような問題が生じま

す。

核融合炉用超伝導導体は，前述のように変動磁場

を受けます。この場合に，例えば第 5図（a）に示す

ような２本の超伝導線の対を考えます。核融合炉用

超伝導導体の単長は数百メートルにも達するため，

この超伝導線の対が作るループの面積は非常に大き

くなります。したがって変動磁場を受けると，ルー

プ内で大きな磁束変動が起こり，これを相殺するよ

うに循環電流（結合電流）が誘起されます。常伝導導

体では電気抵抗のために結合電流は減衰しますが，

超伝導導体では電気抵抗がゼロのため，大きな結合

電流が誘起されかつ長時間にわたって流れ続けるこ

とになります。この大きな結合電流のために不安定

現象が発生することがあります６）。そこで，超伝導

導体では，超伝導線を単に束ねただけでなく，第５

図（b）に示すように，撚ることによってループを貫

く磁束を小さくし，大きな結合電流の発生を抑制し

ています。

しかし，それでも結合電流は誘起され，結合電流

が素線間を渡るときに発熱が起こります。この発熱

が大きいと，導体温度が上昇し，超伝導状態を維持

できなくなってクエンチに至ってしまいます。この

ため素線間の電気抵抗を大きくして，結合電流を抑

制する等の工夫がなされています。

第 6図に，ITER工学設計活動（EDA）のなかで，

ITER�CSコイルの実現性を実証するために開発さ
れた ITER�CSモデル・コイル７）導体の模式図，断
面写真を示します。超伝導線は電磁力支持用のコン

ジットという金属管で覆われ，コンジットの内部に

4．5 Kの超臨界圧ヘリウムが流され，冷却されまし

た。冷媒は，素線部分も流れますが，冷媒流路が素

線部だけになると圧力損失が高くなるため，導体断

面中心に圧力損失低減のための流路が設けられてい

ます。また，コイル巻線を行う際に，コンジット外

周に絶縁材を巻き，隣接する導体，アースに対して，

電気的絶縁がとられています。ITER�CSモデル・
コイルの試験では，従来の技術からの飛躍的な向上

が求められた超伝導性能（第 7図）とともに，電気絶

縁性能等の技術も実証されました７）。

第 5図 変動磁場（外部より印加）と結合電流 第 6図 CS モデル・コイル導体
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Ⅴ．コイル構造はどうなっていますか
―巨大な電磁力を支える構造は

磁場中にある導体に電流を流すと電磁力が発生し

ます。電磁力は電流と磁場の外積として表されま

す。電流をアンペア（A），磁場をテスラ（T），電磁

力を１mあたりの力（N�m）で表示すると，１Tの
磁場中にある銅線に１Aの電流が流れると，１N�
mの電磁力が生じることになります。

素線１本に100 A流す場合を考えてみましょう。

１Tの磁場中に素線が１本あり，その素線に100 A

の電流を流すと，素線の受ける電磁力は100 N�m
になります。1，000本束ねてあると電流の合計は100

kAで電磁力の合計は100 kN�mとなります。磁場
が５T，電流の合計（コイル電流×巻線ターン数）が

10 MAとすれば，電磁力は50 MN�mとなります。
１mあたり5，000トンを超す電磁力です。このよう

な大きな電磁力を支えなければ，磁場中で超伝導線

が大きく動いてしまい，目的とする磁場を作り出す

ことはできません。

CSコイルや PFコイルは，導体を蚊取り線香状，

あるいはソレノイド状に円形に巻線したコイルで

す。このため導体に働く電磁力は，主に半径方向の

力であり，導体が伸びようとします。ITERでは，

コンジット自体でこの力を支持する構造が採用され

ています。

他方，ITER�TFコイルでは，第 8図に示すよう
に，超伝導導体をラジアル・プレートという溝を

掘った板に埋め込んで，蓋をして溶接する構造が採

用されています。巨大な電磁力は，ラジアル・プレー

トを介して，コイルを支えている構造部材（コイル

容器）に伝達されます。このような構造を採用する

ことで，コンジット外周に巻き付ける絶縁材に働く

応力を小さくすることが可能となっています。当然

のことながら，コイル容器には巨大な電磁力がかか

るため，高強度，高靱性の構造材が必要となります。

核融合炉用超伝導コイルは，通常，約４Kに冷却

されていますので，電磁力支持構造も同じ温度に冷

却されます。一般に構造材料は，温度の低下ととも

にもろくなります。巨大な電磁力を支える材料がガ

ラスのように破壊しては大変です。多くの場合，４

Kでも靭性の優れた，高強度（ITERでは，0．2％耐

力が1，000 MPa 以上の高強度材も使用されます）の

オーステナイト系ステンレス鋼が用いられていま

す。ITER�TFコイルの実現性を実証するために開
発された ITER�TFモデル・コイルは，これらの高
強度，高靱性の構造材を用いて製作され，巨大な電

磁力下でも機械的に安定して運転できることが実証

されました（第７図）。

環状磁場閉じ込め核融合炉の場合，磁場と電流の

流れる方向との関係で，装置の赤道面から上と下で

は超伝導磁石に加わる電磁力の方向は逆になりま

す。TFコイルの赤道面から上の部分に反時計方向

に電磁力が働く時には，赤道面から下では時計方向

に電磁力が働きます。ちょうどソフトボールの上下

に手をあて，ボールをねじるような向きの力が作用

することになります（第 9図）。

第７図 ITERモデル・コイル開発成果

第 8図 TFコイルの構造
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このような変形を抑えるには，隣り合うTFコイ

ル同士を連結しなければなりません。単純に梁で連

結すると連結梁に大きな曲げ応力が発生します。こ

れは隣り合う磁石同士が将棋倒しのように上下方向

にずれながら変形（せん断変形）するためで，それを

抑える一つの方法は，すべてのTFコイルを包み込

むように薄い板で覆ってしまう方法です。住宅建設

でいえば枠組壁構造で，壁がせん断変形を抑さえ，

応力の集中を妨げています。ITERの場合，内周側

ではすべてのTFコイル容器の面を接触させ，主に

摩擦力によってコイルが連結されています。外周側

では，加熱装置等で使用するポートの都合上全面を

覆うことができないため，４枚のプレートを使用し

て連結されています（第１，８図）。

現在，核融合科学研究所でプラズマ実験が進めら

れている LHDでは，プラズマ閉じ込めのためにヘ

リカルコイルが採用されています（第10図）４）。この

コイルでは，液体ヘリウム中に導体を浸して冷却す

る浸漬冷却方式が採用されており，15本の超伝導線

をシースと呼ぶ銅合金の中に配置した超伝導導体を

作り，その導体をコイル容器に巻いています。その

とき，導体と導体の間に電気絶縁材を挟み込み，そ

の絶縁材を介して電磁力が隣りに伝わるようにしま

す。これにより，それぞれの導体に発生した電磁力

は，最終的には導体を収めているコイル容器に伝わ

り，電磁力を支持する構造となっています。

Ⅵ．お わ り に

核融合炉の中で，大型超伝導コイルは，強力な磁

場を発生しプラズマを閉じ込めるための必要不可欠

な装置です。本講座では，できるだけわかりやすく

解説するために，その原理や基礎に重点を置いてま

とめました。LHDや ITERのような実際の設計や

製作ではいろいろなノウハウがあり，それらの一端

は引用文献４，７）などに解説されています。参考にして

いただければ幸いです。

国際協力でその建設が始められる ITERでは，こ

れまで研究開発されてきた最新の研究成果や技術も

取り入れられ，人類史上最大の超伝導コイルの設計

が進められています。合理化できるところはさらに

合理化し，優れた技術の集約を図り，安全な優れた

超伝導コイル・システムが構築されることが期待さ

れています。
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原子力学会誌，47，45（2005）．
２）上田良夫，他，“連載講座 よくわかる核融合炉の

しくみ；第１回 核融合炉の概要―そもそも核融合

炉とは”，日本原子力学会誌，46，845（2004）．
３）高畑一弥，“講座 核融合と超伝導工学；１．核融合

用超伝導コイル”，プラズマ・核融合学会誌，81，
273（2005）．

４）特集 大型ヘリカル装置（LHD）計画，プラズマ・核
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５）K. Okuno, et al .,“Superconducting magnet system
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第 9図 TFコイルに働く転倒力

第10図 LHDのヘリカルコイルと支持構造
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Ⅰ．は じ め に

核融合炉のブランケットやダイバータなどの炉内

構造物は，核融合反応時に発生する中性子により放

射化され，核融合反応を停止した後でもガンマ線の

線量率が最大500 Gy�h に達します。このため，こ
れらの炉内構造物が損傷したり故障した場合には，

人が炉内に近づくことができないために，これらの

保守はロボットにより行う必要があります。本稿で

は，国際熱核融合実験炉 ITERを例に取り，核融合

炉の炉内構造物の保守を行う代表的なロボットにつ

いて，求められる機能や研究開発の現状を紹介しま

す。

Ⅱ．炉内構造物の保守を行うロボット
に求められる機能は何ですか？

ITER の代表的な炉内構造物であるブランケット

（ここでは中性子遮蔽用ブランケット）やダイバータ

はドーナツ状の真空容器内に取り付けられていま

す。これらの構造物が損傷した場合には，まず損傷

部分をロボットにより真空容器内（炉内）で取り外し

ます。次に ITERトカマク本体の外部に設置された

炉内構造物の修理を行うホットセルという施設に搬

送します。ここで損傷部の修理を行ってから，真空

容器内に搬送し，最後にロボットにより元の場所に

取り付ける手順となります。ドーナツ状の真空容器

の内壁のほとんどは，ブランケットとダイバータに

より覆われています。これらのブランケットやダイ

バータの交換保守を行うためには，真空容器の外に

一たん取り出す必要があります。このため，第 1図

に示すように，真空容器の赤道部と下部に開けられ

た狭い保守用ポートから取り出せるように，ブラン

ケットの場合約400個，ダイバータの場合54個のユ

ニット構造体に分割されています。なお，このユニッ

ト構造を採用することにより，特にブランケットの

場合，局所的な損傷に対して該当するユニット構造

体のみを保守対象とすることができ，効率的な保守

が可能となります。１個のブランケットおよびダイ

バータの重量や大きさはそれぞれ，約４トンで約２

m（幅）×１m（高さ）×0．5 m（厚さ），約11トンで約

3．5 m（長さ）×２m（高さ）×0．4～0．9 m（厚さ）とな

ります。これを，ロボットによりプラズマ対向面に

おける段差として±２mm以下の高精度で設置する

必要があります。特に，ブランケットでは，ブラン

ケットに発生する電磁力を真空容器により強固に支

持するために，さらに厳しい精度設置が要求されて

います。具体的には，ブランケットには，真空容器

との取り合い構造（キー構造）部で不用なガタがない

ように，±0．25 mm以下の高精度な設置精度が要

求されています。このように，ITERの炉内構造物

の保守では，高い放射線環境下の中で，ドーナツ状

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（10）Remote

Maintenance Robot for In-Vessel Components�
Advanced robot technology for handling of large-

heavy components with high posisioning accuracy :

Kiyoshi SHIBANUMA.

（2005年 ８月30日 受理）

連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ

第10回 炉内機器を修理する遠隔保守ロボット

―大型重量物を高精度で操作する最先端ロボット技術

日本原子力研究開発機構 柴沼 清

第 1図 ITERの炉内構造物
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の狭い真空容器の中に侵入し，大型重量物を高精度

で操作可能な移動式のロボットが必要となります。

また，炉内構造物は高温プラズマを包み込むよう

に設置されていることから，高熱負荷を受けるため

冷却水により冷却され，各ユニットには冷却配管が

接続されています。このため，炉内構造物の保守交

換時には，狭い空間的な制約の中で冷却配管の切断

や溶接を可能とするロボットも必要となります。

Ⅲ．大型重量物を高精度で操作する
ロボットとはどのようなロボット
ですか？

代表的な炉内構造物であるブランケットの保守用

ロボットについて，その特徴を次に説明します。

ブランケット保守用ロボットには，狭くて長い

ドーナツ状真空容器内で，安定に４トンのブラン

ケットを高精度で取り扱うことが要求されます。ま

た，ブランケット等の炉内構造物は，低強度の構造

体であり，その上に直接ロボットの支持を取ること

はできない等の制限があります。このため，例えば，

第 2図の多関節ブーム型ロボットは，欧州連合の核

融合装置である JET（Joint European Torus）の容器

内保守用ロボットとして開発されました。これは，

炉内構造物に接触することなく，狭くて長い場所に

移動可能となります１）。このロボットは，多関節型

の片持ち梁構造であり，実際に遠隔操作により250

kg のダイバータ板の保守交換に使用されました。

これを例えば，ITERに適用した場合，約10 mの

主腕（片持ち梁）を介して最大長６mの副腕（ロボッ

トアーム）の先端に４トンのブランケットを把持

し，所定の場所に±0．25 mmの以下の高精度で設

置することが要求されます。この場合，片持ち梁構

造のために，剛性が低下し，たわみや振動によりブ

ランケットを安定に保守することは困難と予想され

ました。

このため，第 3図に示すような真空容器内で保守

作業をロボットにより安定に行うために，真空容器

内に敷設したレールを真空容器の回りから多点で支

持し，支持されたレール上を移動可能なロボット

（ビークル型ロボット）により，ブランケットの保守

を行うシステムを考えました２）。

レールが90°ごとの４点で支持されるため，レー

ルの剛性が高いのが本システムの特徴です。ただ

し，信頼性を向上させるためにレールをできるだけ

単純構造とすること，およびレールを真空容器内に

安定に展開することの２つを同時に両立させる方法

が新たな課題となりました。このため，第２図に示

す従来の多関節ブーム型ロボットとは異なり，レー

ルの関節には関節を動作させるための駆動源を持た

ない単純構造としました。レールの展開は，８リン

クからなる多関節レールの繰返し動作を利用するこ

とに着目し，新しいレールの展開方法を考えまし

た。通常の保守時には，第 4図に示すように，レー

ルが展開され固定された後には，ビークルはラック

とピニオンの走行機構によりレール上を走行しま

す。ここで，ビークルを固定し，レールをフリーに

した状態で，この走行機構を動作させた場合，レー

ルはビークルの走行機構により送り出されます。こ

のレールが押し出される原理を利用すれば，レール

の関節部には何の駆動源も必要とせず，レールの真

空容器内への展開が可能となります。具体的には，

第 5図に示すように，ビークルの走行機構③とレー

ルを保守ポート内で真空容器内に送り込む２つの補

助機構①，②の合計３つの駆動源のみで，レールを

構成する各リンクをシーケンシャルな繰返し動作に

より展開することができます。これにより，関節ご第 2図 多関節ブーム型ロボット

第 3図 ビークル型ロボット
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とに駆動源を持つ従来の多関節レール機構に比べ

て，大幅なレール機構の単純化を達成しました。本

方式の技術的な成立性は実規模システムを用いてす

でに実証済みです３）。

ここで，ビークル型ロボットに要求される機能

は，単にレール上を走行するだけではありません。

真空容器内の任意の位置に設置されたブランケット

にアクセス可能で，かつブランケットを把持した状

態で他の真空容器内に設置されたブランケットと干

渉しないで移動可能なことが要求されます。このた

め，ビークル型ロボットは約10以上の自由度（関節

やスライド機構）を持つと同時にコンパクトな設計

が要求されます。コンパクトな設計とは，ビークル

型ロボットの重量を，ハンドリングするブランケッ

トの重量の約２倍程度に抑えることです。これを従

来の移動式ロボットと比較した場合，例えば10 kg

をハンドリングする移動式ロボットの重量は100 kg

程度となり，可搬重量の約10倍となります。これに

より，核融合ロボットがいかにコンパクトな設計を

要求されているかがわかると思います。

ブランケット交換保守時の位置精度の要求値に対

して，レール展開後のレール位置の再現性はあまり

期待できません。このため，ブランケット交換保守

時における高精度なロボットの位置補正が必要とな

ります。この場合，通常はカメラをロボットに設置

して，作業員がカメラからの視覚情報を見ながら作

業を行うことが想定されます。しかし，ITERの場

合，ブランケットは真空容器内にすき間なく密に設

置されています。このため，例えば上下左右のブラ

ンケットが設置された状態で，その中央にブラン

ケットを取り付ける場合，取り付けようとするブラ

ンケットの周囲が他のブランケットにより塞がれて

いるために，ブランケットの位置決めに必要となる

取付け用ブランケットの背後の視覚情報を正確に取

得することはできません。このため，ブランケット

を±0．25 mm以下の高精度で真空容器に設置され

たキー構造体に取り付けることが保証できません。

この問題を解決する方法として，粗計測用の距離セ

ンサと歪みゲージを用いた精密計測用の接触センサ

を組み合わせたセンサ制御システムを新たに開発し

ました。レーザー使用の距離センサは，計測しよう

とする面の反射率や形状等により，その性能が大き

く左右されるため，常に高精度な計測を保証するこ

第 4図 ビークルのレール走行機構を用いたレールの展開

第 5図 繰返し動作を採用したレールの炉内への
展開方法
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とはできません。このため，距離センサは粗計測に

用い，精密計測には，接触の有無による単純なON

�OFF情報により相対位置を正確に計測できる接触
センサーを採用しました。第 6図に示すように，ま

ず，ブランケットを把持しているロボットアームの

把持部に取り付けた歪みゲージを用いて，ブラン

ケットは真空容器内壁に取り付けられたキーとの各

方向の接触情報を収集します。次に，収集した接触

情報からロボットアームの姿勢を補正することによ

り，取り付けようとするブランケットの位置を正確

に制御することができます。このセンサ・フィード

バック制御システムの有効性は，レールの展開同様

に，実規模ビークル型ロボットにより実証済みです

（第 7図）。距離センサによる粗計測および接触セン

サによる精密計測によるフィードバック制御によ

り，ブランケットをキー構造体に±0．25 mm以下

の高精度で取り付けることに成功しました４）。

さらに，ITERでは，４トンのブランケットをハ

ンドリングすることから，従来のロボット技術では

あまり考慮されていなかった重量物の取付け・取外

し時の急激な負荷変動の制御が新たな課題となりま

す。例えば，４トンのブランケットをロボットアー

ムが急に受けた場合，急激な負荷変動によりロボッ

トアームは衝撃力を受け，大きな変形と振動が発生

します。このため，ロボットアームが損傷する可能

性があり，大重量のブランケット保守を行う上で，

ブランケット受渡し時の衝撃力を回避する必要があ

ります。このため，この課題を解決するための制御

法として，第 8図に示すように，ロボットアームの

無負荷状態の姿勢（制御姿勢�），およびブランケッ
トを負荷した状態の姿勢（制御姿勢�）をそれぞれ記
憶し，負荷状態（無負荷または負荷）に応じて記憶し

たロボットアームの姿勢を切り替えることにより，

負荷変動時の急負荷および急除荷による衝撃力を回

避する方法を新たに考えました。具体的には，まず

保守作業の流れ（シーケンス）に合わせて，ロボット

アームがブランケットを負荷しているかどうかを予

期します。次に，予期したロボットアームの負荷状

態から，ロボットアームの姿勢をあらかじめ記憶し

たデータ（制御姿勢�または�）から決定し，その
データに基づいてロボットアームの姿勢を変更しま

す。この方法により，ロボットアームへの負荷が変

わっても，ロボットアームの姿勢が負荷変動後の姿

勢にすでに変更されていることになります。このた

め，ロボットアームにはもはや急負荷および急除荷

が発生しないことになり，ロボットアームへの衝撃

力は回避されます。第 9図（a）は，この制御法を適

用しない条件下で，ロボットアームにブランケット

が急に負荷された場合の結果です。この場合，ロボッ

トアーム先端で約20 m�s２（２G）の加速度が発生し，
最大約60 mmのたわみが発生しました。これに対

第 6図 歪みゲージを用いた接触センサによるブラン
ケットの精密計測概念

第７図 実規模ビークル型ロボットを用いたセンサー
フィードバック制御によるブランケットの取
付け試験

第 8図 ブランケットの取付け・取外し時における衝
撃回避制御概念
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して，上述した制御法を適用した場合，第９図（b）

に示すように，衝撃加速度をほぼゼロに抑えること

に成功しました５）。

Ⅳ．配管の溶接・切断を行うロボット
とはどのようなロボットですか？

ブランケット等の炉内構造物の保守交換時には，

冷却配管の溶接，切断が必要となります。配管の外

側からアクセスして溶接・切断を行う従来の方法で

は，配管回りに溶接ロボット等を設置するためのス

ペースが必要となります。また，要求によっては，

そのスペースからの放射線を遮蔽するための着脱可

能な遮蔽体の設置が必要となります。このため，配

管の外側からアクセスする方法では，コンパクトな

炉の設計を行うことが困難となります。そこで，従

来と発想を変えて，配管の内側からアクセスして，

溶接・切断を行えば，コンパクトな炉の設計が可能

となります。しかし，配管は，単に直管のみで構成

されているわけではなく，曲がり部や枝管も存在す

ることから，曲がり管や枝管にも対応した溶接・切

断ロボットが必要となります。これらを考慮して，

曲がり管や枝管にも対応可能な光ファイバをレー

ザービームの伝送系に採用し，しかも同一のロボッ

トで溶接と切断が可能なYAGレーザーを用いた冷

却配管の溶接・切断ロボットを開発しました。溶

接・切断ロボットを第10図に示します。本ロボット

は，母管外径100 mm（曲げ半径400 mm）で板厚６

mm，枝管外径60 mmで板厚３mmの溶接・切断に

適用可能です。

曲がり管に対応するために，溶接・切断ロボット

は，溶接・切断ユニット，移動ユニット（２台），移

動距離計測ユニットの４つのユニットから構成され

ます。走行機構は，曲がり管内を安定に走行するた

めに２台の移動ユニットから構成され，コンパクト

で推進力が大きい「尺取り虫」型走行機構を採用しま

した。２台のユニットが交互に固定と移動を繰り返

すことにより走行が可能となります。溶接・切断ユ

ニットは，レーザービーム伝送用の光ファイバ，レー

ザービームの集光レンズ，ミラー，ノズル，溶接・

切断時のレーザービームの安定な位置決めを確保す

るための位置合せ機構，および軸回りの回転機構か

ら構成されます。以上のYAGレーザーを用いた溶

接・切断ロボットによる冷却配管の溶接・切断試験

結果を第11図に示します。第11図（a）から欠陥のな

い良好な溶接部が観察され，さらに溶接部に関する

非破壊検査，真空リーク検査，強度試験を通して

YAGレーザーを用いた溶接ロボットによる溶接の

健全性を確認しました。また，第11図（b）から凹凸

の少ない切断面が観察され，さらにこの切断面をそ

のまま用いて再溶接を行った結果，第11図（a）と同

等の溶接性能を得ることを確認しました。これらの

結果から，YAGレーザーを用いた溶接・切断ロボッ

トによる冷却配管の溶接・切断について実現性を確

認しました６）。

第 9図 ブランケットの取外し時における衝撃回避制
御の試験結果

（a）溶接・切断ロボットの全体構成

（b）曲がり管内通過状況（母管外径：100 mm，
曲げ半径：400 mm）

第10図 YAGレーザーを用いた配管内アクセスによ
る配管溶接・切断ロボット
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また，第12図に示すように，中心に設置された

YAGレーザー伝送用の１本のファイバの周りに画

像伝送用のイメージファイバの構成要素となる多数

の極細径光ファイバを配置し，これら２種類のファ

イバを一体化した「複合ファイバ」を新たに開発しま

した７）。これを配管の溶接・切断ロボットに適用す

ることにより，１本の複合ファイバでYAGレー

ザービームと画像の並列伝送が可能となります。こ

れにより，レーザーによる配管の溶接・切断だけで

なく，溶接・切断前後の配管内部の位置確認も含め

た視覚確認が可能となります。また，溶接・切断中

におけるレーザービームの反射を解析することによ

り，溶接・切断特性も評価可能となり，溶接・切断

作業の信頼性を大幅に向上させることが期待できま

す。

Ⅴ．お わ り に

核融合炉の炉内構造物が損傷を受けた場合に，そ

の保守を行う遠隔保守ロボットが必要となります。

現在 ITERで考えている代表的な保守ロボットとし

て，ブランケット保守用ロボットと冷却配管の溶

接・切断ロボットを例に取り，ITERで要求される

ロボット技術に関する機能と開発の現状を述べまし

た。これらの代表的なロボットについて，実規模ロ

ボットを製作し放射線のない環境下で試験を行った

結果，ITERで要求されるロボット技術に関する基

盤を確立できました。また，放射線への対応に関し

ては，上述したロボットを ITERで予想される放射

線環境下で試験を行うことができる巨大な放射線照

射試験設備は，現在のところ世界中のどこにもあり

ません。このため，ロボット自体の開発と並行して，

ロボットを構成するモータやセンサ類の耐放射線性

機器について単体での研究開発が進行中です８）。こ

れらの耐放射線性に関する試験結果を基に，長寿命

が期待できるものとできないものに分類し，長寿命

が期待できないものについては定期的な交換または

機器の周りに遮蔽体を設置する等の処置が考えられ

ており，現在，最終的な仕様が検討されているとこ

ろです。今後，ITERの建設段階において製作され

た遠隔保守ロボットは，建設サイトに用意された試

験スタンドを用いて，さらなる高度化・高信頼化に

向けて各種の改良が加えられることが予想されま

す。これらの試験を通して，最終的には炉内構造物

であるブランケットやダイバータなどの保守をロ

ボットにより実環境下で実証することにより，将来

の商業ベースとなる核融合炉の保守ロボット技術が

確立していくものと思われます。
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国際熱核融合実験炉（ITER）の建設サイトがフラ

ンスのカダラッシュに決まりました。日本の核融合

計画において ITERは，実用化に向けた発電を行う

原型炉の前段階の実験装置と位置付けられており，

未来のエネルギー源の一つとしての核融合の将来を

見据える意味で，核融合炉の工学的な成立性だけで

なく安全性の面においても，その成否が重要となり

ます。

ITERのフランスに立地が決まるまでは，日本に

立地することを前提に ITER施設の安全確保につい

て検討を進めてきたわけですが，この検討において

は，核融合炉の持つ原理的な安全性を十分に汲み入

れ，合理的な考え方を構築してきました。本稿では，

これから建設が始まる ITERの安全上の基本的な特

徴と安全確保上必要な要件を明らかにし，今後設計

が進められていく原型炉との相違を明らかにしなが

ら核融合炉の安全性について述べます。また，現状

で考えられている核融合炉において発生する廃棄物

の処理・処分についても説明します。

Ⅰ．核融合炉の安全上の特徴って何で
すか？

1．利用する核反応及びそのエネルギーの
制御にはどのような特徴がありますか？

これまでのこの連載の説明にあるように，核融合

炉では，核融合反応のうち，重水素原子核と三重水

素の原子核とが融合（D�T核融合反応）するときに
エネルギーが発生する現象を利用します。ここで，

核融合では正の電荷を持った原子核同士をクーロン

斥力に逆らって融合させるため，融合させる原子核

同士に高いエネルギーを持たせる必要があることが

特徴的です。さらに，核融合では，反応生成物（例

えばD�T核融合反応ではヘリウム原子核（α 粒子）
と中性子）が次の核融合反応を直接的に引き起こ

し，連鎖的に進むことはありません。

一般的に，磁場閉じ込め方式による核融合反応の

制御では，第 1図で模式的に示すように，核融合反

応が起こるある理想的な閉じ込め条件（温度，密度，

時間）のプラズマを維持することが必要であり，燃

料（ガス，固体ペレット，中性粒子ビームなどで高

真空中に注入）の過注入などによってプラズマの粒

子密度や圧力の限界を超えたり，不純物が混入した

りすると，核融合反応に必要なプラズマの温度や閉

じ込め状態が維持できず，結果的に反応が終息して

しまうという性質があります。すなわち，反応の制

御を誤ったとしても，核融合反応が暴走するような

ことは原理的に起こりません。

D�T核融合反応では，反応で発生したエネルギー
の大部分が，その反応生成物である中性子を媒介と

し核融合反応が起こる希薄なプラズマの外で取り出

され，中性子は反応の制御性には直接には関与しま

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（11）Safety

of Fusion Reactor―Safety Characteristics and

Requirements― : Shigeru O’HIRA.

（2005年 11月11日 受理）
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第 1図 核融合の反応終息性

839（11）核融合炉の安全性

日本原子力学会誌, Vol. 47, No. 12（2005） （ 51 ）



せん。なお，もう一つの核融合反応の反応生成物で

ある正の電荷を帯びた α 粒子（3．52 MeV）によっ
て，ある条件のもとでは，プラズマが過剰に加熱さ

れることがあります。しかし，前述のように，プラ

ズマの粒子密度や圧力には限界があり，またプラズ

マの温度上昇に伴うプラズマ対向壁からの不純物混

入等があるために，過剰な出力上昇があったとして

も反応は比較的短い時定数をもって自動的に終息し

ます。

少なくとも ITERでは，このような出力上昇に耐

えるように，真空容器等の放射性物質内蔵機器の構

造強度を適切に確保するだけで十分であり，緊急停

止装置のような特段の安全装置は必要になりませ

ん。しかし，一方で ITERでは，真空容器内に装備

されるブランケットやダイバータといった真空容器

内機器は試験機器と位置付けられており，それらが

熱負荷試験等の際に破損することを考慮していま

す。そして，その破損により真空容器内に冷却材が

放出され，真空容器内の圧力が上昇しても，その圧

力を緩和し，真空容器の閉じ込め機能の健全性を維

持するための設備（圧力緩衝機構）が設けられてお

り，放射性物質が建家内には放出されないようにす

る設計となっています。

将来の原型炉等においては，エネルギーの安定供

給のため，運転の継続性が求められるので，真空容

器内機器の位置付けもおのずと変わり，通常運転時

に想定される荷重や熱に対して損傷しないように設

計しなければなりません。

2．内蔵する放射性物質とその特徴はどの
ようなものですか？

第 2図に核融合炉（この場合は ITER）の放射性物

質の閉じ込め形態を示します。核融合炉では，真空

容器内機器や真空容器の構成材料は発生した中性子

により放射化しますが，後で述べるように，この放

射性物質の崩壊熱の密度は，核分裂炉での核分裂生

成物に起因するものと比較するとはるかに小さくな

ります。

また，核融合炉では，易動性（流体などの動きに

つれて移動されやすい）放射性物質としてトリチウ

ムおよび放射化ダストが存在します。例えば，ITER

においては，その最終設計報告書１）によれば，施設

内のトリチウム保有量は約３kg（約1018Bq）であり，

そのうち，約1．2 kg が真空容器内（主に，ブランケッ

ト，ダイバータ等の真空容器内機器に滞留，実際に

はこれ未満になるように管理する）に，また残りは

燃料処理貯蔵施設の各機器に分散して存在します。

一方，放射化ダストについては，プラズマに対向す

る壁面での損耗作用により生成しますが，ITERに

おいては，これまでの実験結果等を踏まえ，真空容

器内に存在するタングステンダスト，ベリリウムダ

スト，炭素繊維複合材のダストの上限の量を，それ

第 2図 安全を確保するための具体的対応

○放射線は適切に遮蔽します。

○機器から放射性物質が漏れにくくします。

○放射性物質を内蔵する装置を頑丈に設計し維持します。

○建家内に出た放射性物質は除去します。
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ぞれ100 kg，100 kg，200 kg とするよう管理します。

これらのうち，タングステンダストは，体外被ば

くのソースタームとして，約1016MeV･Bq（タングス

テンダスト100 kg 中の核種の実効エネルギーと放

射能の積の合計）と評価されています。

第 3図は ITERで扱う，または発生する放射性物

質の影響度について簡単に説明したものです。第３

図の左図は，トリチウム，放射化ダスト，放射化腐

食生成物について，それらの持っている影響度を比

べたグラフです。また，トリチウム，放射化ダスト，

放射化腐食生成物のそれぞれを同量体内に摂取した

場合の影響をトリチウムの影響を１として比較して

います。この図に示すとおり，ITERに存在する放

射性物質の中では，トリチウムが最も影響が大きい

ことになりますが，第３図の右図のように，一般に

よく知られている放射性同位元素とその影響度を比

べると，トリチウムは，比較的危険性の小さい放射

性同位元素だということがわかります。しかし，こ

れらの ITERに存在する放射性物質については，同

じように放射能を持ち，易動性である核分裂生成物

によく含まれる131I や137Cs といったものと比較し

て，影響度においては相対的には小さいものであっ

ても，それを過度に摂取するとやはり危険です（た

だ，これは放射性物質だけに当てはまることではな

く，化学薬品や薬，一般の食品についても同じです。

例えば，醤油，塩や水でも大量に飲み込めば相応の

危険にさらされます）。したがって，ITERに存在

する放射性物質を公衆や作業員が過度に体内に取り

込むことがないように，適切に管理することが重要

となるのです。

原型炉以降の核融合炉については，まだ設計や材

料が決まっていないために，どれだけの放射性物質

を内蔵することになるかを予想するのは困難です

が，次のように考えることはできます。

例えば，原型炉以降ではトリチウムを自己生産す

るためのトリチウム増殖ブランケットが装着されま

す。これがもとで，施設に保有するトリチウムの量

はどうなるかですが，もしトリチウム回収が効率的

に行われるようなシステムが構築できるならば，

ITERに比べて，減ることはあっても増えることは

ない設計は可能であろうと想像されます。また，炭

素を含有しないプラズマ対向材料を用いることが可

能であれば，真空容器内のトリチウムの蓄積量は，

ITERよりずっと少なくできる可能性もあります。

また，放射化ダストについても，その主な発生原因

であるプラズマディスラプションa）が起こりにくい

運転方法の確立やプラズマ対向材料を工夫すること

によって量や潜在的危険性を低減することができる

と考えられます。

a）トカマク型の磁場閉じ込め方式で磁場とプラズマの圧

力のバランスが崩れてプラズマが不安定になり崩壊

し，プラズマ電流が突然切れてプラズマが消滅する現

象。ディスラプションが起こると，閉じ込め磁場が崩

れて高いエネルギーを持った粒子が真空容器内壁を覆

うように置かれているプラズマ対向機器（ブランケッ

トおよびダイバータ）に当たるため，表面が一部溶け

たり，蒸発したりします。また，プラズマ電流が切れ

る時の磁場の急激な変化に伴って，プラズマの周りの

金属材料に誘導電流が流れ，電磁力が発生します。

第 3図 ITERが内蔵する放射性物質の影響度

＊：トリチウムに対してそれと同量（g）の放射化ダストおよび放射化腐食生成物を吸入し

た場合のおのおのに含まれる放射性核種による被ばく量を相対的に比較したもの。
＊＊：科学技術庁告示第５号「放射線を出す同位元素の数量を定める件」別表第１に記載され

ている“吸入摂取した場合の実効線量係数（mSv�Bq）”についてトリチウム（水状）のも
のとそれぞれの核種におけるが最も厳しい化学形等の値を相対的に評価したもの。
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3．安全確保のための要点は何でしょう？
一般に，放射性物質を内蔵するエネルギー発生装

置の安全確保では，その物質の環境放出の抑制のた

めに「有害物質を内蔵する機器を過熱する熱源を止

める」，「運転中および止めた後の機器の壁を冷や

す」，「機器を堅牢に作ってその機器の壁で有害物質

を閉じ込めたり，仮に機器が壊れてもその外部に放

出される有害物質を機器を囲む壁で閉じ込める」と

いう３つの要件を満たす必要があります。また，放

射性物質を環境へ放出する恐れに対して，その抑制

のための設備を安全上重要な設備と位置付け，それ

らの信頼性を高めることも重要になります。

一方，核融合炉では，前述のとおり，反応が自然

に止まってしまいますから，止める必要はなく，「止

まる」のです。第１図で示した通り，何かの理由で

プラズマに空気や水分など燃料以外の物質（不純物）

が微量でも混入しますと，プラズマは放射冷却に

よって急冷されて核融合反応がすぐ停止します。こ

のため，核融合炉では，核反応の暴走が起こってプ

ラズマが真空容器を破壊するようなことは起こりま

せん。

「冷やす」については，核融合反応の結果，ブラン

ケットやダイバータで発生する熱エネルギー，壁や

ダイバータに入るプラズマの熱エネルギー，中性子

照射を受けて放射化した材料が崩壊するときに出す

崩壊熱などが放射性物質を内蔵する機器の壁の温度

を上昇させる要因になります。ブランケットやダイ

バータで発生する熱エネルギーや壁やダイバータに

入るプラズマの熱エネルギーに関しては，何らかの

原因で核融合出力が定格値よりも大きくなったとし

ても，前述のとおり，核融合反応が短時間で自然に

止まってしまい，これらの熱エネルギーによる放射

性物質内蔵機器である真空容器の壁温度の上昇はな

くなります。また，真空容器の材料としてオーステ

ナイト系ステンレス鋼を使う ITERでも，放射性核

種の生成がほぼ均一であり，その崩壊熱密度は数百

kW程度の出力の研究用原子炉の1�1，000程度と小
さいこと，また，その崩壊熱に対して真空容器自体

が巨大構造物であり極めて大きな熱容量を持つこと

から，真空容器の壁温度は運転中の温度と大差のな

い範囲に留まり，熱で壊れることはありません。崩

壊熱は停止後も一定期間発生しますが，仮に，プラ

ズマの停止と同時に真空容器の冷却材が瞬時に喪失

しても，その温度が構造健全性を脅かすようなレベ

ルまでには上がりません２）。将来の原型炉等の材料

はまだ決まっていませんが，例えば低放射化材料が

使用される場合には，ITERと同じように崩壊熱密

度は小さく安全上問題になるものではないだろうと

考えられます。

結局，核融合炉では，安全確保の観点では「止め

る」ことと「冷やす」ことの重要性は希薄なのです。

「閉じ込める」必要があるものは，放射能を持ち易動

性のトリチウム等の放射性物質と核融合反応による

中性子に起因した放射化物および放射線です。特に

トリチウムは酸素と結合してトリチウム水になると

生体内に取り込まれ易くなりますので，取扱いと「閉

じ込め」においては適切な安全対策が必要です３）。こ

の閉じ込めの一環として放射性物質内蔵機器の構造

強度を確保することが挙げられます４）。磁気閉じ込

め型（特にトカマク型）の核融合炉では，これを確実

にする上で磁気エネルギーを考慮することが特徴に

なります。ITERでは，磁場の急激な変化を伴うディ

スラプションや超電導磁石のクエンチが生じると，

ステンレス鋼を使用する真空容器や超電導コイルの

ケーシング等に電磁力がかかるので，それらの電磁

力の荷重も考慮し，過度の変形が起こって放射性物

質の閉じ込め障壁そのものの損傷や超電導コイルが

その内側の真空容器に当たるようなことを招かない

よう構造強度等に余裕を持って設計します。また，

中性子やそれによって放射化する構造材料等からの

放射線（主に γ 線）の遮へいも重要です。
このような特徴から，放射性物質内蔵機器等に対

して想定される荷重，使用条件および環境条件に耐

える構造強度を確保することにより，放射性物質を

放出するような“事故”の発生を防止します。さらに

それにもかかわらず，演繹的に“事故”を想定し，そ

れに備えることとします。

この“事故”に対処するには，放射性物質の放出が

起きている区画を隔離し負圧を保ち，その雰囲気の

放射性物質の除去を行うなどして汚染の拡大を最小

化し，負圧維持のための汚染空気の排気について

は，汚染空気中の放射性物質を除去する設備を介し

て排気筒からのみ放出し，周辺環境での放射性物質

の濃度を低減することにします。また，商用電源系

統からの電気の供給が停止する場合でも必要な設備

の機能を維持するための非常用電源設備を設けま

す。さらに，これらの設備の信頼性を高めるため，

例えば多重性または多様性を持たせます。また，安
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全を確保する機能・性能を確認するための検査が可

能なように設計し，機能・性能を維持します。

これまでⅠ�１～Ⅰ�３節で述べてきた ITERの安全
上の特徴を第 1表に示します。これらは，これまで

国によって確認され，その安全確保の基本的考え方

が取りまとめられています５）。

Ⅱ．核融合炉で出る放射性廃棄物の処
理・処分はどうするのですか？

本章では，日本に ITERが誘致された場合に考え

られていた ITERの廃止に伴って実施することを想

定していた廃棄物の処理処分の計画について紹介し

ます。

まず，ITERの最後の運転を終えた後５年間にト

リチウムなどで汚染した物の除去を行います。放射

化した物については，汚染除去期間の後25年間保管

管理することで，放射能の減衰を待ちます。作業員

が近づける程度に放射能が減衰したことを確認

し，６年間かけて解体します。

この解体の手順をわかりやすく示したのが第 4図

です。放射化した物を取り外し，細かく切断し，圧

縮して容積を小さくしてから廃棄用の容器に詰め，

廃棄体とします。この時点で，廃棄体の量は，運転

時から保管していた分も合わせると，約２万トンで

あると推測されます。ただし，この量は，今の設計，

廃棄物処理方法，運転計画から多めに見積もった量

ですので，今後の設計の進捗，廃棄物処理の方法の

合理化，あるいは運転実績によって変わると考えら

れます。

この約２万トンの廃棄体は，すべて低レベル廃棄

物です。処分の方法については，第 5図に示すよう

な原子力委員会で定めた低レベル廃棄物の処分方法

に従います。

原子力委員会で定めた処分方法では，廃棄体中の

放射性同位元素の濃度に応じて３区分に分類しま

す。一番濃い区分を高ベータ・ガンマ濃度区分と呼

びます。一番薄い区分を極低濃度区分と呼び，その

中間の濃さのものを低濃度区分と呼びます。この３

区分のそれぞれにふさわしい処分場を用意して，安

全に埋設することを求めています。

処分場は，廃棄体中の放射性同位元素の濃度が濃

いほど，地中深いところに設けられます。また，地

下水などで処分場が劣化して，廃棄体から放射性同

位元素が地下水とともに流れ出ることを抑制するた

めに，高ベータ・ガンマ濃度区分と低濃度区分の処

分場については，人工バリアを設けることが求めら

れます。

このように処分場を設計し，かつ，維持管理する

ことで，処分場周辺の放射線を年間10 µ Sv 未満に
抑えることが求められています。

Ⅲ．将来の核融合炉の安全確保のため
には何をすべきでしょうか？

ITER の次の段階である原型炉では，その技術目

標がさらに高度になるために，当然，その施設や設

備の仕様が変わってきます。例えば，効率的な発電

をするために冷却材の温度は ITERよりもさらに高

温になるはずですし，前にも述べたように，核融合

反応で消費するトリチウムを再生産するための増殖

第 1表 ITERの安全上の特徴（大要）

� 核融合反応は，反応で生じた物が次の反応を引き

起こさない。すなわち，原理的に暴走することの

ない反応である。

� 核融合反応を起こすプラズマの保持は，限られた

狭い範囲でのみなし得るものである。このため，

いかなる原因により運転条件がこの範囲から外れ

ても，反応は自ら速やかに止まる。

� 施設に放射性同位元素が存在する。これらの許容

されない作業区域および環境への放出を防止する

ための障壁が必要とされる。また，運転に伴い放

射線が発生するため，作業区域および環境に対す

る放射線遮へいが必要とされる。

� 放射性同位元素を封入する機器には，元来より，

本来機能達成上の厳しい要求から，内容物が漏れ

にくい構造と強度が備わる。それに加え，機器に

溜まる熱を放置しても，自然に冷え，機器が熱で

溶けるようなことも考えにくい。

� 前記の特質にもかかわらず，機器が壊れたことを

あえて仮想しても，実験段階に位置付けられる装

置としての規模を考慮すると，漏れ出た放射性同

位元素を取り囲む建物や常時運転される浄化設備

を壊すような事態に進展することはない。このた

め，漏れ出た放射性同位元素はフィルタ等の浄化

装置を介して十分な濃度希釈効果を有する排気筒

から排出される。排出される放射性同位元素は主

に三重水素であり，それは核分裂生成物のような

高い放射能を有するものではない。したがって，

このような状況においても，周辺公衆への放射線

影響は避難せずとも平常時と大差のない安全な水

準に収まり，周辺公衆に大混乱を来すようなもの

ではない。
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ブランケットも常設されるはずです。それになによ

り，“安定なエネルギーの供給”が求められるはずで

すし，材料についてもより先進的な材料の使用が検

討されるでしょう。そのために，基本的な仕様が固

まった段階で，安全上課題となるものは何かという

ことを抽出・確認し，それに対する対策（必要なデー

タの蓄積，信頼性の評価等も含めて）を立てていく

ことが重要だと考えられます。むろん，そのために

は実験炉である ITERの成果を最大限生かしていく

ことが必要と考えられます。
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第 4図 ITERの廃止措置の手順

第 5図 我が国における低レベル廃棄物の処分方法の例
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低線量放射線の健康影響
近藤宗平著，A５判，250 p．（2005），近畿大学出版局；
紀伊国屋書店（発売），（本体価格2，000円＋税）
著者は，物理学科の学生として京大の原爆調査隊に参加，
広島の惨状をつぶさに見て，物理学から遺伝学，基礎医学に
転進，国立遺伝学研究所室長，阪大放射線基礎医学教授，近
大原子力研究所教授を歴任した放射線影響研究の第一人者で
ある。
日本では，がん治療は手術が主流だが，欧米では放射線治
療へのシフトが目立つ。食品の殺菌・殺虫の方法として放射
線照射を認めている国は50を超えている。しかし，日本では，
照射食品の輸入や販売は禁じられている。この世界的に異常
な日本の現状は，「放射線は微量でも怖い」という迷信の信者
が日本に多いことを反映している。こう考える著者は，放射
線を怖がり過ぎる日本人の感情的・独断的風潮が放射線を正
しく怖がる理性的・科学的風潮に変わることを切望し，この
願いの実現に役立つよう，低線量放射線の健康影響の疫学的
資料を総合的に集めた。また，低線量放射線は健康に害がな
い証拠として，放射線生物作用と放射線傷害の防護機能につ
いて，分子レベルにまで立ち入った。
本書は一般向けの小冊子として，放射線の特性から，細胞，
実験動物および人体への影響までわかりやすく解説されてい
るが，放射線と生命科学の専門家の批判にも耐えうるよう，
手抜きはされていない。そのためDNAの傷の修復，アポトー

シス（修復が働く前に傷が引き金に
なった細胞の自殺）による細胞の
死，突然変異など生物応答のメカニ
ズムに関しては読み進むのに多少の
根気が必要である。
英国の放射線科医の100年間に及
ぶ追跡調査，米国の原子力船修理造
船工，中国の高自然放射線地域の住
民，女性の適度の胸部X線診断お
よび定期航空便パイロットの宇宙線
被ばくの調査結果を総括して，適当な低線量（0．03～0．2 Sv）
の慢性被ばくは，がんを抑制する健康有益効果があることを
意味するとしている。しかし，多くの疫学者や放射線防護専
門家の解釈は違い，ホルミシスなどは存在しないと主張して
いる。
論争の決着には，放射線発がんのメカニズムを実験的に研
究した成果を包括した議論が有効であるとして，放射線感受
性遺伝病をまず取り上げ，低線量放射線による発がん機構の
問題を議論したうえ，自然発生の２本鎖DNA切断の変動幅
の範囲内（たとえば自然放射線による切断数の数倍のレベル）
であれば，放射線は人体に無害であると考えてよいと思われ
るとしている。
原子力関連の分野の方々に広く読んでもらい，低線量放射
線のリスクの正しい知識を知ってもらいたいという願望でま
とめられた本書は，原子力学会員にはぜひ読んでいただきた
い本である。

（放射線影響協会・金子正人）

著 者 紹 介

大平 茂（おおひら・しげる）
1986年東京工業大学総合理工学研究科博士
課程卒業／日本原子力研究所入所，現在，
日本原子力研究開発機構 核融合研究開発
部門 ITER安全設計グループリーダー。専
門分野�関心分野は，トリチウム安全取扱�
特に放射線化学反応，計量・測定技術。
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Ⅰ．核融合炉の燃料って本当に無尽蔵
なの？

1．はじめに
12回にわたって連載してきた本講座も今回が最終

回です。本章では，核融合炉が実現したら本当にた

くさんのエネルギーを供給できるのか，実現するた

めにどのような計画があるのか，などをご紹介する

ことにしましょう。まずは資源量の確認からです。

太陽の内部で起こっている水素（H）の核融合反応

は発生率（反応の断面積）が小さいために核融合炉に

使うことは困難です。そこで，第一世代の核融合炉

を地上で実現するのには一番反応率が高く，低温で

（といっても１億度）で反応が起こるDT反応を用い

ることは第Ⅰ章（2004年12月号）で説明しました。も

う一度，その反応式を書いておくと，

D＋T→４He（3．52 MeV）＋n（14．06 MeV）

ここで，Dは重水素，Tは三重水素，n は中性子で

す。そして実はTは地上にはほとんど存在しない

ので，上記の反応で発生する中性子をリチウム（Li）

に吸収させることにより，核融合炉のブランケット

内で自己増殖することになります。その反応式は以

下のようになります。
６Li＋n→４He＋T＋4．8 MeV
７Li＋n→４He＋T＋n－2．5 MeV

結局，DT燃料を用いた核融合炉の真の燃料資源

は，Dと Li ということになります。まず，それら

が地上でどれくらい手に入るかとその製造方法を考

えましょう。

2．重水素はどうやってつくるのですか
DT燃料を使った電気出力100万 kW級の核融合

炉では，発電の熱効率を１�３として，１日で約200 g
の Dが必要になります。水は水素（H）と酸素（O）か

らできているわけですが，地球上の水（主に海水）の

なかにある水素同位体の約150 ppmが Dです。地

球の海全体では約48兆トンにもなります。Dは事実

上，海水の中に無尽蔵といっていいでしょう。

D資源についてよく誤解があるのは，その製造方

法のほうかもしれません。とくによくある誤解は，

「水を電気分解してからHとDを同位体分離するの

で，Dの製造には電解で大量のエネルギーが必要で

ある」というものです。これを「核融合が正味のエネ

ルギーを生み出せない致命的理由」としてあげてい

る例は，インターネットを検索するといまでも出て

きますが，これはまったくの誤解です。

Dをたったの150 ppmしか含まれない水を全部電

気分解などしていたら，エネルギー技術として非効

率で成立しないのは当然です。Dを大量生産する場

合の製造プロセスでは，そんなことはしないので

す。HとDは２倍も重さや大きさが異なるために，

それらを含む水分子は，含まれるのが普通のHか

Dかで，化学的性質がわずかですが異なります。そ

の違い（同位体効果）を利用した化学交換反応で，H

でできた普通の水（軽水）とDでできた重水を分離

します。この化学交換法は，２つの化合物の間での

水素同位体の分配が異なることを利用するもので，

反応によっては分離係数はとても大きく，しかも平

衡反応であるためエネルギー消費が非常に少なくて

すみます。世界にはすでに数多くの重水製造プラン

トがありますが，中でも重水冷却の核分裂炉

CANDUを有するカナダが圧倒的に生産量が多

Intelligible Seminar on Fusion Reactors―（12）Next

Step toward the Realization of Fusion Reactors―

Future Vision of Fusion Energy Research and

Development : Kunihiko OKANO, Kenichi KURIHARA,

Kenji TOBITA.

（2005年 12月27日 受理）

連載講座 よくわかる核融合炉のしくみ
第12回 核融合炉実現に向けて

―核融合研究開発の将来像

電力中央研究所 岡野 邦彦，
日本原子力研究開発機構 栗原 研一，飛田 健次
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く，製造法として化学交換法の一種であるGS法（水

�硫化水素二重温度交換法）が用いられています。そ
の生産力は，現在のカナダの製造能力のみで100万

kW級核融合炉約１万基分のD製造が可能です。

すなわち，核融合燃料用Dの製造は，現在すでに

工業化されている技術です。

第 1図にGS法の原理を示します１）。水�硫化水素
（H２S）の同位体交換反応，H２O（液体）＋HDS（ガス）

＝HDO（液体）＋H２S（ガス）の平衡定数は30℃で約

2．2，140℃で約1．7です。硫化水素は高温塔で水（D

を含む）からDを得ます。一方，低温塔上部より水

を供給し，下部より高温塔からの硫化水素ガスを流

通して向流接触することで，水は硫化水素（Dを含

む）からDを得て濃縮流として取り出され，一部は

高温塔へ供給されます。重水はこの循環で濃縮され

ていくわけです。実際にはこのプロセスで数段のカ

スケードを組んで重水を濃縮し，さらに水蒸留によ

り99．8％重水を得ることができます。

濃縮された重水からDを得るには電気分解をし

ますが，この場合は軽水素までまとめて無駄に電気

分解するわけではないので，その化学エネルギーは

Dから生み出される核融合エネルギーとは比較にな

らぬほど小さなものなのはいうまでもありません。

3．Liの資源は十分ですか
Li 電池など，現在も身近で利用されている Li で

すが，そのほとんどすべては Li 鉱山から得られた

ものです。すでに知られている埋蔵量は940万トン，

そのうち経済的な産出が可能な範囲での埋蔵量は

370万トンと考えられています。100万 kWの核融

合炉で年間に使用する Li の量は約10トン程度で

す２）。利用可能な資源が上記の370万トンとするな

ら，1，000基の核融合炉370年分となり，Dのように

「実質的に無尽蔵」には思えません。しかし，実はこ

の Li も海水中にたくさんあり，かつ経済的な回収

が可能とされる資源なのです。

海水中には様々な元素が溶け込んでいて，とくに

Li は170 ppb と比較的濃度が高く，海水中の Li 総

資源量は2，330億トンです。海水中濃度と市場価格

を比較して，海水からの回収が経済的に有望な鉱物

であるかどうかの検討がマサチューセッツ大学のド

リスコル（Driscoll）によってなされています。その

結果を図示すると第 2図のようになります２）。各種

海水成分のうち，図中の点線より右にある物質，ル

ビジウム（Rb），ヨード（I），Li，ストロンチウム

（Sr），ブロム（Br），マグネシウム（Mg）などが海水

から回収しても経済性が成り立つ可能性がある物質

で，Li は現状の市場価格と比較してもその利用が

有望な海水中資源のひとつといえます。

Li 回収技術については，四国工業技術院におけ

る結果３）では，Li だけを選択的に吸着する結晶を利

用したイオンふるい結晶法によって105cm３�g の高

第 2図 海水から回収した場合の経済性の検討結果２）

第 1図 GS 法（水�硫化水素二重温度交換法）による
重水生産の原理１）
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い濃縮係数が実現されています（濃縮係数＝吸着量�
海水中の濃度）。これから予想される採取コストは，

現在の Li の市場価格（400円�kg�Li２O３）の２倍弱に
あたります。最近は Li イオン電池などで Li の需要

が大きく伸びていることから，海水 Li 回収の工業

化もすでに議論されはじめています。また，Li を

海水から回収するために海水を汲みあげるプラント

を別途作るようなことをしなくても，たとえば，核

融合発電所の温排水から Li を回収することを考え

ると，１基の100万 kWプラントの温排水だけでも

年間約230トンの Li が回収できると試算されていま

す。この量は核融合炉１基の年間 Li 消費量の20倍

以上になります。

このように Li についても海水中の資源量を利用

すると考えれば，DT核融合炉の Li 資源量は，1，000

基核融合炉を2，300万年運用もできる量になりま

す。ちなみに，現在の世界の電力需要のすべてをま

かなうのに必要な電源は，１基が100万 kWとして

約1，500基です。つまり，Dと同様に Li 資源の観点

でも，核融合炉の燃料資源量は実質的に無尽蔵とい

えるのです。

Ⅱ．燃料以外の資源で足りなくなるも
のはないのですか

核融合炉の燃料資源が無尽蔵ならば，核融合炉を

現実に建設するのに必要な燃料以外の特殊材料が制

約にならないかが気になってしまいます。その点に

ついても現在の解析結果を紹介しておきましょう。

最新の調査２，４）によれば，核融合炉の材料のうちで

資源量が問題と予想されている主たる材料は，ニオ

ブ（Nb，超電導コイル用），ベリリウム（Be，トリチ

ウムの増殖率をあげるための中性子増倍材用），バ

ナジウム（V，低放射化の構造材料）が挙げられま

す。その現在知られている資源の量を，先ほどと同

様に，100万 kWの核融合炉1，000基を運用すると

して考えると，Nbが約600年分，Beで約650年分，

Vで340年分という数字になります。これはかなり

少ないと思えます。ただし，これらの資源は，いず

れも現在はあまりニーズのない資源であるために，

既知の埋蔵量だけで将来を予想するのは非常に過小

評価になります。つまり，まだ探鉱が十分に行われ

ていないからです。

将来，利用できるはずの資源量まで予測するに

は，資源論的な検討が必要です。様々な物質の地殻

存在度は知られており，それと利用可能なるはずの

資源量の上限というのは関連があることが知られて

います。それによれば，核融合で不足する可能性が

指摘されている物質は，いずれも探鉱が進んでいな

い物質で，今後，大量に発見できることが示されて

います。発見可能と思われる上限量で考えると，先

ほどと同じ基準で書くと，Nbは７万年，Beも７万

年，Vは4．5万年分となります。もちろん，これは

発見可能と予測される量の上限ですが，核融合炉に

必要な資源は，今後の探鉱によって少なくとも数千

年にわたって確保することが可能と考えてもよいと

思われます２）。

さらに今後の技術開発を考えますと，高温超伝導

線であればNbは不要になります。中性子増倍材

も，Beより資源が豊富な鉛という別の選択もあり

ます。低放射化構造材候補のVも，将来にわたっ

ていつまでも核融合炉の構造材として必須なのでは

なく，別の材料，たとえば炭化シリコン系の複合材

料（SiC�SiC コンポジット材）などが考えられていま
す。すなわち，Nb，Be，Vのいずれも，核融合炉

の死命を制する必須材料とはいえません。

以上のようなことから，核融合炉は，技術的に実

現さえできれば，そのエネルギー供給量に関しては

実質的に無限と思っていいほどの量であるといって

も科学的に間違ってはいないのです。

Ⅲ．核融合炉実現はどのような意味を
持つのですか？

1．エネルギー・環境問題とは
核融合をはじめとするような新しいエネルギー源

とその実用化のための新技術が，なぜ求められるの

かから考えてみましょう。

新エネルギー源が求められるのは，現在のエネル

ギー資源が遠くないうちに枯渇するからである，と

いう理解は正確ではありません。第 3図は，人類が

使用する全エネルギーの将来予測と，仮にそのエネ

ルギーの90％を石油，天然ガス，石炭の化石燃料で

賄うとした場合，どの程度の期間にわたりエネル

ギーを供給可能かを示した図です。石炭は膨大な埋

蔵量があり，このような極端な仮定をしても，現行

の10ドル�bbl 以下の価格が15～30ドル�bbl まで上
昇することを許せば，実に22世紀後半まで不足しな

いということになってしまいます（注：bbl＝バレ

ル。本来は石油量の単位だが，ここでは石炭の石油
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換算量を表す）。それでも数百年という時間で考え

れば，化石エネルギーは枯渇するとはいえましょ

う。しかし，それだけをもって，巨大な投資が必要

な核融合エネルギーなどの開発を今の時点で急ぐ理

由にするのは無理があるといえます。新エネルギー

技術に求められる役割は，エネルギー枯渇への対応

だけではありません。このまま化石エネルギーを使

い続ければ，その枯渇よりずっと早い時期に地球環

境問題で破綻が訪れると考えられているのです。

具体的に心配されているのは，CO２の温暖化効果

による気温上昇です。1995年の IPCC（気候変動に

関する政府間パネル）は，様々な計算結果に基づい

て，このままのペースでCO２放出を続ければ，今後

100年間の気温上昇は過去の１世紀を大きく超え，

1．0～3．5℃程度に達すると予想しました。さらに

2000年には1．4～5．8℃に達すると修正されていま

す。このような気温上昇がもたらす影響はいろいろ

考察されているのですが，もっとも定量化しやすい

ものとしてよく指摘されるのが海水面の上昇です。

2．5℃の上昇で50～100 cmの水位上昇が予測され，

例えば，日本国内では砂浜の90％が消失，中国では

35，000 km２に影響が及ぶ，などといわれています。

しかし，このような水位変化は，ある朝起きてみ

たら突然世界が水没しているわけではなく，100年

かかってゆっくり起こるものです。本当に心配すべ

きは，現在の知見では予想しきれないカタストロ

フィックな気候の変化などではないでしょうか。わ

ずかな気温の変化が大きな気候変化をもたらし，人

類や生物の活動に大きな影響を及ぼす可能性があり

ます。現時点では，気候に関連する災害の発生頻度

が増加しているといった説の多くは統計的根拠が希

薄なようですが６），生物が数十億年かけて固定した

CO２を，人類はわずか数百年で大気に放出しようと

しているのであり，これで地球環境に今後もなんの

変化も起こらないと主張するのはむしろ不自然では

ないでしょうか。

2．新エネルギー技術になにが期待される
のでしょう

上記のような問題意識のもと，「2100年において

のCO２濃度が産業革命前の約２倍の550 ppmとす

る」というのが，IPCCが1995年に示した実現可能

なひとつの目標例でした。現実に人類は化石燃料に

大きく依存しており，それを急に置換できる技術も

未開発です。今後，少なくとも50年程度にわたり，

CO２排出は増大するのは恐らく避けられない。その

第 3図 化石燃料のエネルギー供給可能量３）

TOEは石油換算トンといい，エネルギーを石油で生成した場合に必要な石油重量を表す。
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ような認識の上で実現ができそうなぎりぎりの選択

をしたのが上記の目標なのです。ここでは当面，こ

れを目標として受け入れるとして考えみましょう。

第 4図は，NEDO�RITE（NEDO：新エネルギー・
産業技術総合開発機構，RITE：地球環境産業技術

研究機構）による地球再生計画において示された

CO２排出削減シナリオの１例です。CO２削減のため

の努力を特にしないケース（BAU : Business as

usual）では，今後100年はコストで有利な石炭が圧

倒的に増大し，2100年の CO２排出量は2000年時点の

６倍にも達してしまうかもしれません。これでは到

底550 ppmの達成などできるはずはありません。図

には「2100年に550 ppmにする」という規制をかけて

展開したシナリオの例も示しました。このシナリオ

例の概要は以下のようにいえます。まず，21世紀中

頃まではどうしてもCO２排出は増大します。しか

し，2050年以後，石炭の急増を抑え，それらを再生

可能エネルギーや「革新的技術」が置換することが期

待されています。それによって，CO２排出は2070年

以後漸減し，2100年には2000年をやや下回る排出量

にいたることで，550 ppmがやっと達成されます。

3．核融合炉開発の意義とは
このようなシナリオが可能となるには，2050年頃

までに投入が可能な革新的エネルギー技術の開発が

望まれることになります。この革新的技術として寄

与できないような新エネルギー技術は，現時点で大

きな予算を使って開発することを正当化できるとは

思えません。第４図の下図のとおり，新技術が導入

されても，その瞬間から大量のエネルギーを供給で

きるわけではないことも忘れてはいけません。

したがって，核融合技術の開発の目標も，この2050

年実用化というポイントに置かれていなければなら

ないのです。もちろん，核融合は数百年後に化石燃

料が枯渇するなら役に立つエネルギーとなるのです

から，その意味での大きな価値は常にあります。し

かし，それだけでは，現時点で大規模に開発を進め

る理由にはできないように思います。21世紀中の

CO２削減に寄与できる革新的エネルギー技術として

開発されてこそ，現時点での開発が意義を持つこと

になるのです。少なくとも，核融合炉開発研究に携

わる方々は，そのような意思と責任感をもって研究

をしているはずです。

Ⅳ．実験炉 ITERでは，どこまで研究
が進むのでしょうか？

この半世紀間にわたる核融合研究の成果により，

トカマク型核融合炉がエネルギー発生装置の実現に

最短距離にあるとの共通認識が形成され，いよいよ

ITERにおいて本格的な核燃焼実験を行う段階を迎

えています。ITERの使命は，炉心プラズマの構成

粒子（D，トリチウム（T））が高温高密度条件下で活

発に核融合反応を起し，反応生成物である α 粒子
による加熱がそのプラズマの熱バランスを支える

「自律的な状態」を長時間維持することです。具体的

には，エネルギー増倍率が５以上となるプラズマの

状態を1，000 s 以上持続します。ITERの基本的設

計パラメータは，世界の主要なトカマクの実験デー

タに基づいて構築された比例則と呼ばれる経験則を

基盤にして決定されており，その目標の実現可能性

はほぼ100％に近いと考えられています８）。この使命

を達成した後は，原型炉につながる先進的なプラズ

マ運転手法を開拓し，エネルギー増倍率の向上を図

ることになります。このような先進プラズマ運転の

ための制御技術は既存のトカマク装置で盛んに研究

されており，今から約10年後の ITERの完成時期ま

第 4図 CO２排出量と供給源内訳予測の例７）

上図の破線は成行き任せ（BAU）ケース，実線は2100
年で CO２濃度550 ppm安定化をめざす例。
下図は，550 ppm制約をかけたシナリオの供給内訳例。
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でにはある程度見通しが立ち，ITERでの先進運転

にヒントを与えることでしょう。

ITERのもう一つの重要な使命は炉工学技術の統

合であり，比類のない磁気エネルギー（41GJ）を持

つ超伝導コイルの安定な動作，核融合反応で生ずる

高エネルギー粒子や熱の処理，テストブランケット

でのT増殖技術の試験，プラント内での大量Tの

安全な循環など，原型炉につながる基盤技術を開

発・実証します。高放射線量下におかれる炉内機器

については，ロボットを利用して遠隔で交換・保守

します。ITERの運転を通じて，このような炉工学

技術のシステム統合と併せて，核融合燃焼を行う装

置としての安全性実証が計画されています。

ところで，巨大なプラントである ITERでの研究

開発は，重要なミッション達成を優先目標に据える

だけでなく，参加極（＝日本，EU，米国，ロシア，

中国，韓国，インド）の合意の下で計画を練らざる

を得ないため研究の機動性に欠けるというところに

問題があります。そこで，ITERを補完しつつ機動

的なプラズマ実験を可能にするトカマク装置の存在

が研究戦略上重要になることは我が国の第３段階核

融合研究開発基本計画に記載されているとおりで

す。この先進補完を目的とする研究装置は何かとい

う問いに，最近ようやく一つの答えが示せるように

なりました。ITER建設サイトがEUの南フランス

にあるカダラッシュ研究所に決定されたことを受け

て，日本とEUとの間で「より幅広いアプローチ

（Broader Approach）」と呼ばれる協力の約束がかわ

され，この合意により日本にサテライトトカマクを

設置することが盛り込まれました。このトカマク

は，JT�60の既存インフラや本体部（コイル，真空
容器等）以外の加熱装置，電源，計測制御装置等を

活用し，磁場コイルを超伝導化し定常高ベータ放電

を目指すトカマクです９）。超伝導トカマク装置につ

いては，後発の韓国，中国，インドにおいて，この

数年の間にそれぞれ超伝導中型トカマクが完成し実

験を開始するという活発な状況でしたが，このサテ

ライトトカマク計画によって日欧が引き続きイニシ

アティブを発揮できるだけでなく，先進プラズマ技

術の開拓によって原型炉概念の改良に貢献できると

期待されます。

このような ITERとサテライトトカマクを利用し

た炉心プラズマの研究開発の一方で，材料開発など

を含む工学機器開発を同時進行させ，物理的にも工

学的にも発電への見通しが得られたところで，第３

段階核融合研究開発基本計画の完遂となります。こ

の次のステップは原型炉です。我が国の定めた核融

合研究開発計画の詳細は，以下のURLにアクセス

すれば閲覧できます。

・「第三段階核融合研究開発基本計画」（原子力委

員会決定（平成４年６月９日）：http : //aec.jst.

go . jp/ jicst /NC/ senmon/kakuyugo2 / siryo /

kettei/kettei 920609.htm

・「第三段階核融合研究開発基本計画における今

後の核融合研究開発の推進方策について」（原子

力委員会決定（平成17年11月１日））：http : //

aec.jst.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo 2005/

kettei/kettei 051101.pdf

・「今後の核融合研究開発の推進方策について」

（原子力委員会核融合専門部会（平成17年10月26

日）：http : //aec.jst.go.jp/jicst/NC/senmon/

kakuyugo2 / siryo / kettei / houkoku 051026 /

index.htm

Ⅴ．原型炉のイメージは固まっている
のですか？

ワンステップで実用炉に移行可能な発電炉を核融

合の原型炉と考えており，100万 kW程度を系統に

送電する構想を持っています。原型炉では，運転中

にTを消費しながら一方で自給する，いわば自転

車操業の燃料サイクルを構成します。このような燃

料サイクルはプラント内を循環するTを少量にで

きるという意味で，安全上都合がよいのです。燃料

を外部から調達する ITERと比べると，このような

燃料サイクルには大きな技術的飛躍があるように見

えますが，小規模な燃料サイクルは ITERで実証さ

れる予定ですので，その延長技術で対応可能でしょ

う。プラントとしては，安全性，高稼働率，メンテ

ナンス，廃棄物処理など，発電所としての性能，プ

ラント特性の検証の可能な炉であることが求められ

ます。

さて，具体的な原型炉のイメージですが，旧原研

が1990年に提案した SSTR（Steady State Tokamak

Reactor）10）がその基本になります。SSTRは現在の

核融合動力炉の原点ともいえる炉概念であり，この

概念の登場は，他のエネルギーと競合しうる核融合

炉が実現可能であるという確信を研究者に与えまし

た。第 5図に ITERと SSTRの比較を示します。

53（12）核融合炉実現に向けて

日本原子力学会誌, Vol. 48, No. 1（2006） （ 53 ）



SSTRは寸法では ITERとさほど違いがありません

が，要求する炉心プラズマや機器の性能に関しては

ITERからの技術的飛躍を必要とします。しかし，

今後見込まれる技術進展を考慮すると，SSTRは

ITERの延長技術で十分構想可能であり，原型炉と

して技術的に妥当と考えられています２）。しかしな

がら，原型炉のイメージが SSTRに固定されてい

る訳ではないことに注意してください。核融合炉の

経済性を改善するため，SSTR提案以降も革新的な

アイデアや先進的な炉工学技術を導入した炉概念が

次々に提案されています。基本的炉概念に関連する

アイデアの一例は，炉を低アスペクト比（すなわち，

ズングリ型ドーナツ形状）にすることによって炉全

体をコンパクトにするものであり，前節に述べた計

画中のサテライトトカマクはこのような新しい炉概

念の有効性を試験するためのフレキシビリティを確

保しています。原型炉の構造材は低放射化フェライ

ト鋼が最有力であり，これと固体増殖材および水冷

却を組み合わせた実現可能性の高いブランケットか

らのスタートになるでしょうが，ある段階では，第

２期炉心として，超臨界水冷却（またはHe冷却），

液体増殖材，SiC�SiC のような先進材料など新技術
への転換も想定すべきでしょう11）。炉心プラズマと

炉内機器が完全に分離されていることが核融合の強

みであり，これにより，炉心の性能とは独立に，炉

内機器を交換しながら高効率・安全性向上を目指し

た開発試験を原型炉の寿命がくるまで行うことが可

能になるのです。

ITERの建設が決定したことで，ここのところ原

型炉概念の具体的検討へ向けた機運が高まってきて

います。これまでの核融合炉設計研究は，研究機関

や大学がそれぞれ独立に行ってきましたが，これか

らはオールジャパン体制で実施する必要がありま

す。炉工学技術の開発は当面，ITERの建設に照準

を当てていますので，原型炉に利用可能な技術がそ

ろってくるのは ITER完成以降となります。また，

原型炉にふさわしい炉心プラズマの運転条件を見通

すためには ITERでの核融合燃焼プラズマの理解が

不可欠ですので，今の段階で原型炉の方向を絞り込

むのは時期尚早といえます。今後10年間の原型炉概

念検討は，エネルギー情勢や技術進展を注視しなが

ら，原型炉のマスタープランといくつかのバック

アッププランの策定に努めることであり，適切な時

期に最も妥当な原型炉計画を提示できるよう様々な

要素技術の検討評価に努める必要があると考えま

す．

Ⅵ．その先の市場参入後の展開のために，
どのようなことを考えていますか？

核融合開発はグローバル化が急速に進んでいま

す。ITER計画への中国，韓国の加入に続いて，2005

年12月にはインドの加入が承認され，これによっ

て，ITER参加極の総人口は世界の過半数を占める

ことになりました。ITER参加極はこの計画への参

加を通して ITERに関わる技術を十分習得すること

になり，核融合技術自体がグローバル化することに第 5図 ITERと SSTR概念図の比較

（a）ITER

（b）SSTR
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なります。将来のエネルギー２大消費国が核融合開

発に本腰を入れたことは吉報ですが，このような状

況になると，日本は ITERの延長上にない技術（例

えば，プラントの小型化，水素製造を視野に入れた

先進的ブランケット技術，免震技術など）での国際

競争力確保に戦略的に取り組む必要が出てきました

ので，われわれ研究者にとってはある意味で試練と

もいえます。

社会受容性という視点12）では，低レベル放射性廃

棄物の低減と円滑な許認可の方法論確立が重要で

す。核融合プラントでは数千トンの低レベル放射性

廃棄物の発生が予想されます。これらを容易に処分

するため，浅地埋設処分できるよう適切な低放射化

材料の選択や不純物濃度管理を含めた材料組成の調

整に留意したいと考えています。他方，廃棄物の減

容のためにはクリアランスまたは放射性廃棄物とし

てのリサイクルが可能になるよう，同一材料ごとに

分別できるようバックエンドを考慮した機器開発が

望まれます。安全審査や許認可は導入国ごとに異な

るでしょうが，そのプロセスを円滑に進めるため，

国際的に認知された技術基準，品質管理システムが

必要になります。

核融合の難点は小規模なプラントを作りにくいと

いうところにあり，既存の炉概念に基づく数10万

kWのプラントではコスト的に競争力が低下しま

す。現在，火力発電所が担っている役割を代替する

ためには中小型プラントの需要に応える必要があ

り，核融合炉の小型化の努力が必要です。一方，今

後の新規導入先となるであろう途上国では，人口の

大部分は都市に集中しており，そこには大規模集中

電源，ベースロードの需要があると考えられます。

このような大都市へは再生可能エネルギーよりも核

融合に導入のチャンスがあるはずです13）。また，前

述のように，核融合では炉心と炉内受熱機器が独立

しているので，先進材料とブランケットの利用によ

る高温発生能力が元来備わっており，SiC�SiC 構造
材Heガス冷却のプラントの設計例14）では水蒸気電

解や化学的水素生成に必要な800℃以上の高温発生

が示されています。このような特長を生かした高効

率水素製造プロセスの開発は，核融合の市場導入可

能性を高めることになるでしょう。
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連載講座「よくわかる核融合炉のしくみ」の完結にあたって

今回が連載講座の最終回となります。お読み下

さいました学会員の皆様，１年以上の長期間のお

付き合い有難うございました。このような長期の

連載は学会誌としても異例とのことでしたが，広

範囲にわたる技術分野からなる核融合の特徴とい

うことで編集委員会のご理解を頂きました。核融

合研究開発の進展はこの20年でその速度が速ま

り，実験炉 ITERの建設開始を間近に控えた時期

でもあるとの認識から，核融合炉工学の現状をそ

れぞれの分野の専門家に，専門用語を避け平易な

言葉で説明して頂こうという意図で企画されまし

た。連載真っただ中の2005年６月には，ITER建

設サイトがフランスに決まるという核融合研究開

発史上最大級ともいえるニュースが飛び込み，講

座の内容が一気に現実味を帯びて受けとめられる

ようになったという偶然の出来事もありました。

今後の実験炉開発の進展により一層魅力ある発電

炉に向け核融合炉技術はどんどん進化していくこ

とが期待されます。

なお，核融合開発の全体像を学会員の皆様にご

紹介する貴重な機会となりました本連載に当たっ

ては，編集委員会，核融合工学部会を始め多くの

学会員や学会事務局のご助力を頂きました。この

場をお借りして感謝申し上げます。核エネルギー

の平和利用という共通の関心や目的を持つ学会員

皆様の，継続的なご支援やご協力を最後にお願い

して，連載講座「よくわかる核融合炉のしくみ」の

結言とさせて頂きます。どうも有難うございまし

た。
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